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Ⅵ-3-3-3-7 その他の原子炉冷却系統施設の強度についての説明書 
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Ⅵ-3-3-3-7-1 弁の強度計算書（原子炉隔離時冷却系） 



 
K6 ① Ⅵ-3-3-3-7-1 R0 

まえがき 

 

本計算書は，Ⅵ-3-1-5「重大事故等クラス２機器及び重大事故等クラス２支持構造物の強度計算の基本方針」及びⅥ-3-2-11「重大事故等クラス

２弁の強度計算方法」に基づいて計算を行う。 

評価条件整理結果を以下に示す。なお，評価条件の整理に当たって使用する記号及び略語については，Ⅵ-3-2-1「強度計算方法の概要」に定義

したものを使用する。 

 

・評価条件整理表 

機器名 

既設 

or 

新設 

施設時の 

技術基準 

に対象と 

する施設 

の規定が 

あるか 

クラスアップするか 条件アップするか 

既工認に 

おける 

評価結果 

の有無 

施設時の 

適用規格 
評価区分 

同等性 

評価 

区分 

評価 

クラス 

クラス 

アップ 

の有無 

施設時 

機器 

クラス 

ＤＢ 

クラス 

ＳＡ 

クラス 

条件 

アップ 

の有無 

ＤＢ条件 ＳＡ条件 

圧力 

(MPa) 

温度 

(℃) 

圧力 

(MPa) 

温度 

(℃) 

E51-F012 既設 有 無 DB-2 DB-2 SA-2 有 11.77 77 11.77 120 ― S55告示 
設計・建設規格 

又は告示 
― SA-2 

E51-F071 新設 ― ― ― ― SA-2  ― ― ― 8.62 302 ― ― 設計・建設規格 ―  SA-2 

E51-F080 新設 ― ― ― ― SA-2  ― ― ― 8.62 302 ― ― 設計・建設規格 ―  SA-2 

E51-F511 既設 有 有 Non Non SA-2 無 0.49 77 0.49 77 ― S55告示 
設計・建設規格 

又は告示 
― SA-2 

E51-F518 既設 有 有 Non Non SA-2  無 0.10 120 0.10 120 ― S55告示 
設計・建設規格 

又は告示 
― SA-2 

E51-F519 既設 有 有 Non Non SA-2 無 0.10 120 0.10 120 ― S55告示 
設計・建設規格 

又は告示 
― SA-2 
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1. 重大事故等クラス２弁 
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1.1 設計仕様 

系統： 原子炉隔離時冷却系   

機器の区分 重大事故等クラス２弁 

弁番号 種類 
呼び径 

（A） 

材料 

弁箱 弁ふた ボルト 

F012 止め弁 50 S25C S25C  

F071 止め弁 150 SCPH2 SCPH2  

F080 止め弁 100 SCPH2 SCPH2  

F511 止め弁 20 S25C S25C  

F518 止め弁 20 S25C S25C  

F519 止め弁 20 S25C S25C  
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1.2 強度計算書 

系統： 原子炉隔離時冷却系               

 

 
設計・ 

建設規格 

告示 

第５０１号 
 

設計・ 

建設規格 

告示 

第５０１号 

設計条件 ネック部の厚さ 

最高使用圧力Ｐ

（MPa） 
11.77 ｄｎ   （mm）  

最高使用温度Ｔｍ

（℃） 
120 ｄｎ／ｄｍ        

弁箱又は弁ふたの厚さ ℓ   （mm）  ― 

 弁箱材料 S25C ｔｍ１  （mm） ― 

 弁ふた材料 S25C ｔｍ２  （mm） 6.4 ― 

Ｐ１   （MPa） 10.34 ― ｔｍａ１   （mm） ― 

Ｐ２   （MPa） 15.51 ― ｔｍａ２   （mm）  

ｄｍ    （mm）   

評価：  

    ｔｍａ２≧ｔｍ２ 

よって十分である。   

ｔ１    （mm） 5.7 ― 

ｔ２    （mm） 7.5 ― 

ｔ    （mm） 6.2 ― 

ｔａｂ   （mm）  

ｔａｆ   （mm）  

評価：ｔab≧ｔ 

    ｔaｆ≧ｔ 

よって十分である。   

 

 

 

  

弁番号 F012 シート 1 
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系統： 原子炉隔離時冷却系  

 

 
設計・ 

建設規格 

告示 

第５０１号 
 

設計・ 

建設規格 

告示 

第５０１号 

設計条件 ネック部の厚さ 

最高使用圧力Ｐ

（MPa） 
8.62 ｄｎ  （mm）  

最高使用温度Ｔｍ

（℃） 
302 ｄｎ／ｄｍ      

弁箱又は弁ふたの厚さ ℓ   （mm）  ― 

 弁箱材料 SCPH2 ｔｍ１  （mm） 11.5 ― 

 弁ふた材料 SCPH2 ｔｍ２  （mm） 11.2 ― 

Ｐ１   （MPa） 6.64 ― ｔｍａ１   （mm）  

Ｐ２   （MPa） 9.95 ― ｔｍａ２   （mm）  

ｄｍ    （mm）   

評価：ｔｍａ１≧ｔｍ１ 

    ｔｍａ２≧ｔｍ２ 

よって十分である。   

ｔ１    （mm） 11.1 ― 

ｔ２    （mm） 11.6 ― 

ｔ    （mm） 11.5 ― 

ｔａｂ   （mm）  

ｔａｆ   （mm）  

評価：ｔab≧ｔ 

    ｔaｆ≧ｔ 

よって十分である。   

 

弁番号 F071 シート 1 
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系統： 原子炉隔離時冷却系              

 

フランジ及びフランジボルトの応力解析 

設計条件 モーメントの計算 

ＰＦＤ （MPa） 11.45 ＨＤ （N） 3.455×105 

Ｐｅｑ （MPa） 2.83 ｈＤ （mm） 36.0 

Ｔｍ （℃） 302 ＭＤ （N･mm） 1.244×107 

Ｍｅ （N･mm）  ＨＧ （N） 3.233×105 

Ｆｅ （N）  ｈＧ （mm） 42.7 

フランジの形式 JIS B 8265 附属書 3 図 2(b)(7) ＭＧ （N･mm） 1.379×107 

フランジ ＨＴ （N） 1.084×105 

材料 SCPH2 ｈＴ （mm） 49.8 

σｆａ （MPa） 

常温（ガスケット締付時） 

（20℃） 

120 
ＭＴ （N･mm） 5.404×106 

Ｍｏ （N･mm） 3.163×107 

σｆｂ （MPa） 

最高使用温度（使用状態） 
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Ｍｇ （N･mm） 4.686×107 

フランジの厚さと係数 

Ａ （mm）  ｔ （mm）  

Ｂ （mm）  Ｋ 1.88 

Ｃ （mm）  ｈｏ （mm）  

ｇ０ （mm）  ｆ 1.00 

ｇ１ （mm）  Ｆ 0.742 

ｈ （mm）  Ｖ 0.176 

ボルト ｅ （mm-1） 0.01081 

材料  ｄ （mm3） 799445 

σａ （MPa） 

常温（ガスケット締付時） 

（20℃） 

173 
Ｌ 1.51 

Ｔ 1.55 

σｂ （MPa） 

最高使用温度（使用状態） 
173 

Ｕ 3.57 

Ｙ 3.25 

ｎ 12 Ｚ 1.79 

ｄｂ （mm） 29.502 応力の計算 

ガスケット σＨｏ （MPa） 74 

材料  σＲｏ （MPa） 46 

ガスケット厚さ （mm）  σＴｏ （MPa） 32 

Ｇ （mm）  σＨｇ （MPa） 80 

ｍ  σＲｇ （MPa） 68 

ｙ （N/mm2）  σＴｇ （MPa） 47 

ｂｏ （mm）   

  応力の評価：σＨｏ≦1.5・σｆｂ 

        σＲｏ≦1.5・σｆｂ 

        σＴｏ≦1.5・σｆｂ 

 

        σＨｇ≦1.5・σｆａ 

        σＲｇ≦1.5・σｆａ 

        σＴｇ≦1.5・σｆａ 

 

よって十分である。   

ｂ （mm）  

Ｎ （mm）  

Ｇｓ （mm）  

ボルトの計算 

Ｈ （N） 4.539×105 

Ｈｐ （N） 3.233×105 

Ｗｍ１ （N） 7.772×105 

Ｗｍ２ （N） 3.242×105 

Ａｍ１ （mm2） 4.492×103 
Ａｍ２ （mm2） 1.874×103 
Ａｍ （mm2） 4.492×103 

Ａｂ （mm2）  

Ｗｏ （N） 7.772×105 

Ｗｇ （N） 1.098×106 

  評価：Ａｍ＜Ａｂ 

よって十分である。   

 

弁番号 F071 シート 2 
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系統： 原子炉隔離時冷却系   

 

 
設計・ 

建設規格 

告示 

第５０１号 
 

設計・ 

建設規格 

告示 

第５０１号 

設計条件 ネック部の厚さ 

最高使用圧力Ｐ

（MPa） 
8.62 ｄｎ  （mm）  

最高使用温度Ｔｍ

（℃） 
302 ｄｎ／ｄｍ      

弁箱又は弁ふたの厚さ ℓ   （mm） ― 

 弁箱材料 SCPH2 ｔｍ１  （mm） ― 

 弁ふた材料 SCPH2 ｔｍ２  （mm） 10.6 ― 

Ｐ１   （MPa） 6.64 ― ｔｍａ１   （mm） ― 

Ｐ２   （MPa） 9.95 ― ｔｍａ２   （mm）  

ｄｍ    （mm）   

評価：ｔｍａ２≧ｔｍ２ 

よって十分である。   

ｔ１    （mm） 9.4 ― 

ｔ２    （mm） 9.5 ― 

ｔ    （mm） 9.5 ― 

ｔａｂ   （mm）  

ｔａｆ   （mm）  

評価：ｔab≧ｔ 

    ｔaｆ≧ｔ 

よって十分である。   
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系統： 原子炉隔離時冷却系               

 

 
設計・ 

建設規格 

告示 

第５０１号 
 

設計・ 

建設規格 

告示 

第５０１号 

設計条件 ネック部の厚さ 

最高使用圧力Ｐ

（MPa） 
0.49 ｄｎ   （mm）  

最高使用温度Ｔｍ

（℃） 
77 ｄｎ／ｄｍ       

弁箱又は弁ふたの厚さ ℓ   （mm）  ― 

 弁箱材料 S25C ｔｍ１  （mm） ― 

 弁ふた材料 S25C ｔｍ２  （mm） 4.6 ― 

Ｐ１   （MPa） ― ｔｍａ１   （mm） ― 

Ｐ２   （MPa） ― ｔｍａ２   （mm）  

ｄｍ    （mm）   

評価：  

    ｔｍａ２≧ｔｍ２ 

よって十分である。   

ｔ１    （mm） ― 

ｔ２    （mm） ― 

ｔ    （mm） 3.1 ― 

ｔａｂ   （mm）  

ｔａｆ   （mm）  

評価：ｔab≧ｔ 

    ｔaｆ≧ｔ 

よって十分である。   
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系統： 原子炉隔離時冷却系               

 

 
設計・ 

建設規格 

告示 

第５０１号 
 

設計・ 

建設規格 

告示 

第５０１号 

設計条件 ネック部の厚さ 

最高使用圧力Ｐ

（MPa） 
0.10 ｄｎ   （mm）  

最高使用温度Ｔｍ

（℃） 
120 ｄｎ／ｄｍ       

弁箱又は弁ふたの厚さ ℓ   （mm）  ― 

 弁箱材料 S25C ｔｍ１  （mm） ― 

 弁ふた材料 S25C ｔｍ２  （mm） 4.6 ― 

Ｐ１   （MPa） ― ｔｍａ１   （mm） ― 

Ｐ２   （MPa） ― ｔｍａ２   （mm）  

ｄｍ    （mm）   

評価：  

    ｔｍａ２≧ｔｍ２ 

よって十分である。   

ｔ１    （mm） ― 

ｔ２    （mm） ― 

ｔ    （mm） 3.1 ― 

ｔａｂ   （mm）  

ｔａｆ   （mm）  

評価：ｔab≧ｔ 

    ｔaｆ≧ｔ 

よって十分である。   
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Ⅵ-3-3-3-7-2 弁の強度計算書（高圧代替注水系） 



 

 

K6 ① VI-3-3-3-7-2 R0 

まえがき 

 

本計算書は，Ⅵ-3-1-5「重大事故等クラス２機器及び重大事故等クラス２支持構造物の強度計算の基本方針」及びⅥ-3-2-11「重大事故等クラス

２弁の強度計算方法」に基づいて計算を行う。 

評価条件整理結果を以下に示す。なお，評価条件の整理に当たって使用する記号及び略語については，Ⅵ-3-2-1「強度計算方法の概要」に定義

したものを使用する。 

 

・評価条件整理表 

機器名 

既設 

or 

新設 

施設時の 

技術基準 

に対象と 

する施設 

の規定が 

あるか 

クラスアップするか 条件アップするか 

既工認に 

おける 

評価結果 

の有無 

施設時の 

適用規格 
評価区分 

同等性 

評価 

区分 

評価 

クラス 

クラス 

アップ 

の有無 

施設時 

機器 

クラス 

ＤＢ 

クラス 

ＳＡ 

クラス 

条件 

アップ 

の有無 

ＤＢ条件 ＳＡ条件 

圧力 

(MPa) 

温度 

(℃) 

圧力 

(MPa) 

温度 

(℃) 

E61-F003 新設 ― ― ― ― SA-2  ― ― ― 11.8  302  ― ― 設計・建設規格 ―  SA-2 
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1. 重大事故等クラス２弁 
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1.1 設計仕様 

系統： 高圧代替注水系  

機器の区分 重大事故等クラス２弁 

弁番号 種類 
呼び径 

（A） 

材料 

弁箱 弁ふた ボルト 

F003 止め弁 150 SCPH2 SCPH2  
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1.2 強度計算書 

系統： 高圧代替注水系              

 

 
設計・ 

建設規格 

告示 

第５０１号 
 

設計・ 

建設規格 

告示 

第５０１号 

設計条件 ネック部の厚さ 

最高使用圧力Ｐ

（MPa） 
11.80 ｄｎ   （mm）  

最高使用温度Ｔｍ

（℃） 
302 ｄｎ／ｄｍ       

弁箱又は弁ふたの厚さ ℓ   （mm）  ― 

 弁箱材料 SCPH2 ｔｍ１  （mm） 12.8 ― 

 弁ふた材料 SCPH2 ｔｍ２  （mm） 12.3 ― 

Ｐ１   （MPa） 9.95 ― ｔｍａ１   （mm）  

Ｐ２   （MPa） 14.95 ― ｔｍａ２   （mm）  

ｄｍ    （mm）   

評価：ｔｍａ１≧ｔｍ１ 

    ｔｍａ２≧ｔｍ２ 

よって十分である。   

ｔ１    （mm） 11.1 ― 

ｔ２    （mm） 15.7 ― 

ｔ    （mm） 12.8 ― 

ｔａｂ   （mm）  

ｔａｆ   （mm）  

評価：ｔab≧ｔ 

    ｔaｆ≧ｔ 

よって十分である。   
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系統： 高圧代替注水系              

 

フランジ及びフランジボルトの応力解析 

設計条件 モーメントの計算 

ＰＦＤ （MPa） 21.18 ＨＤ （N） 5.389×105 

Ｐｅｑ （MPa） 9.38 ｈＤ （mm） 50.0 

Ｔｍ （℃） 302 ＭＤ （N･mm） 2.695×107 

Ｍｅ （N･mm）  ＨＧ （N） 5.448×105 

Ｆｅ （N）  ｈＧ （mm） 62.7 

フランジの形式 JIS B 8265 附属書 3 図 2(b)(7) ＭＧ （N･mm） 3.414×107 

フランジ ＨＴ （N） 1.578×105 

材料 SCPH2 ｈＴ （mm） 68.8 

σｆａ （MPa） 

常温（ガスケット締付時） 

（20℃） 

120 
ＭＴ （N･mm） 1.086×107 

Ｍｏ （N･mm） 7.195×107 

σｆｂ （MPa） 

最高使用温度（使用状態） 
117 

Ｍｇ （N･mm） 1.144×108 

フランジの厚さと係数 

Ａ （mm）  ｔ （mm）  

Ｂ （mm）  Ｋ 2.26 

Ｃ （mm）  ｈｏ （mm）  

ｇ０ （mm）  ｆ 1.00 

ｇ１ （mm）  Ｆ 0.806 

ｈ （mm）  Ｖ 0.272 

ボルト ｅ （mm-1） 0.01022 

材料  ｄ （mm3） 962107 

σａ （MPa） 

常温（ガスケット締付時） 

（20℃） 

173 
Ｌ 2.35 

Ｔ 1.42 

σｂ （MPa） 

最高使用温度（使用状態） 
173 

Ｕ 2.79 

Ｙ 2.53 

ｎ  Ｚ 1.49 

ｄｂ （mm）  応力の計算 

ガスケット σＨｏ （MPa） 76 

材料  σＲｏ （MPa） 42 

ガスケット厚さ （mm）  σＴｏ （MPa） 46 

Ｇ （mm）  σＨｇ （MPa） 91 

ｍ  σＲｇ （MPa） 67 

ｙ （N/mm2）  σＴｇ （MPa） 73 

ｂｏ （mm）   

  応力の評価：σＨｏ≦1.5・σｆｂ 

        σＲｏ≦1.5・σｆｂ 

        σＴｏ≦1.5・σｆｂ 

 

        σＨｇ≦1.5・σｆａ 

        σＲｇ≦1.5・σｆａ 

        σＴｇ≦1.5・σｆａ 

 

よって十分である。   

ｂ （mm）  

Ｎ （mm）  

Ｇｓ （mm）  

ボルトの計算 

Ｈ （N） 6.968×105 

Ｈｐ （N） 5.448×105 

Ｗｍ１ （N） 1.242×106 

Ｗｍ２ （N） 2.954×105 

Ａｍ１ （mm2） 7.176×103 
Ａｍ２ （mm2） 1.707×103 
Ａｍ （mm2） 7.176×103 

Ａｂ （mm2）  

Ｗｏ （N） 1.242×106 

Ｗｇ （N） 1.826×106 

  評価：Ａｍ＜Ａｂ 

よって十分である。   

 

弁番号 F003 シート 2 
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Ⅵ-3-3-4 計測制御系統施設の強度に関する説明書 
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Ⅵ-3-3-4-1 制御材駆動装置の強度計算書 
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Ⅵ-3-3-4-1-1   制御棒駆動機構の強度計算書 
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1.  概要 

本計算書については，重大事故等対処設備としての評価結果を示すものであるが，設計基準対

象施設としての使用条件を超えないことから，評価結果については平成 5 年 6 月 17 日付け 4 資

庁第 14561 号にて認可された工事計画のⅣ-3-3-1-1「制御棒駆動機構の強度計算書」による。 
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Ⅵ-3-3-4-1-2 制御棒駆動水圧設備の強度計算書 
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Ⅵ-3-3-4-1-2-1 制御棒駆動系の強度計算書 
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Ⅵ-3-3-4-1-2-1-1   水圧制御ユニットの強度計算書 
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1.  概要 

本計算書については，重大事故等対処設備としての評価結果を示すものであるが，設計基準対

象施設としての使用条件を超えないことから，評価結果については平成 4年 10月 13 日付け 4資

庁第 8732 号にて認可された工事計画のⅣ-3-2-1-1「水圧制御ユニットの強度計算書」による。 
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Ⅵ-3-3-4-1-2-1-2  弁の強度計算書 

 

  



 

 

 

K6 ① Ⅵ-3-3-4-1-2-1-2 R0 

まえがき 

 

本計算書は，Ⅵ-3-1-5「重大事故等クラス２機器及び重大事故等クラス２支持構造物の強度計算の基本方針」及びⅥ-3-2-11「重大事故等クラス

２弁の強度計算方法」に基づいて計算を行う。 

評価条件整理結果を以下に示す。なお，評価条件の整理に当たって使用する記号及び略語については，Ⅵ-3-2-1「強度計算方法の概要」に定義

したものを使用する。 

 

・評価条件整理表 

機器名 

既設 

or 

新設 

施設時の 

技術基準 

に対象と 

する施設 

の規定が 

あるか 

クラスアップするか 条件アップするか 

既工認に 

おける 

評価結果 

の有無 

施設時の 

適用規格 
評価区分 

同等性 

評価 

区分 

評価 

クラス 

クラス 

アップ 

の有無 

施設時 

機器 

クラス 

ＤＢ 

クラス 

ＳＡ 

クラス 

条件 

アップ 

の有無 

ＤＢ条件 ＳＡ条件 

圧力 

(MPa) 

温度 

(℃) 

圧力 

(MPa) 

温度 

(℃) 

C12-126 既設 有 無 DB-2 DB-2 SA-2 無 18.6 66 18.6 66 無 S55告示 

設計・建設規格

又は告示 

― SA-2 
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1. 重大事故等クラス２弁 
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1.1 設計仕様 
系統：制御棒駆動系 

機器の区分 重大事故等クラス２弁 

弁番号 種類 
呼び径 

（A） 

材料 

弁箱 弁ふた ボルト 

126 止め弁 50（入口側）／32×2 箇所（出口側） SUS304 SUS304  
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1.2 強度計算書 

系統：制御棒駆動系             

 

 設計・建設規格 告示５０１号 

設計条件 

最高使用圧力Ｐ （MPa) 18.6 

最高使用温度Ｔｍ  （℃) 66 

弁箱又は弁ふたの厚さ 

 弁箱材料 SUS304 

 弁ふた材料 SUS304 

Ｐ１  （MPa) ― 14.63 

Ｐ２  （MPa) ― 24.38 

ｄｍ   （mm) 50 

ｔ１   （mm) ― 8.1 

ｔ２   （mm) ― 11.6 

ｔ   （mm) ― 9.6 

ｔａｂ  （mm)  

ｔａｆ  （mm)  

評価：ｔab≧ｔ 

    ｔaｆ≧ｔ 

         よって十分である。   

 

 

 

 注：本弁は棒材削り出し構造のため，ネック部に相当する部分はないものとし， 

   弁箱および弁ふたの計算のみ行う。 

弁番号 126 シート 1 
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Ⅵ-3-3-4-1-2-1-3 管の強度計算書 
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Ⅵ-3-3-4-1-2-1-3-1   管の基本板厚計算書 
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まえがき 

 

本計算書は，Ⅵ-3-1-5「重大事故等クラス２機器及び重大事故等クラス 2支持構造物の強度計

算の基本方針」及びⅥ-3-2-9「重大事故等クラス２管の強度計算方法」に基づいて計算を行う。 

評価条件整理結果を以下に示す。なお，評価条件の整理に当たって使用する記号及び略語につ

いては，Ⅵ-3-2-1「強度計算方法の概要」に定義したものを使用する。 

  



 

 

K6 ① Ⅵ-3-3-4-1-2-1-3-1 R0 

・評価条件整理表 

ＮＯ. 
既設 
or 

新設 

施設時の 
技術基準 
に対象と 
する施設 
の規定が 
あるか 

クラスアップするか 条件アップするか 
既工認に 
おける 
評価結果 
の有無 

施設時の 
適用規格 

評価区分 
同等性 
評価 
区分 

評価 
クラス 

クラス 
アップ 
の有無 

施設時 
機器 

クラス 

ＤＢ 
クラス 

ＳＡ 
クラス 

条件 
アップ 
の有無 

ＤＢ条件 ＳＡ条件 

圧力 
(MPa) 

温度 
(℃) 

圧力 
(MPa) 

温度 
(℃) 

その他 既設 有 無 DB-2 DB-2 SA-2 無 18.6 66 18.6 66 有 S55 告示 既工認 ― SA-2 
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1.  概要 

本計算書については，重大事故等対処設備としての評価結果を示すものであるが，設計基準対

象施設としての使用条件を超えないことから，評価結果については平成 4年 10月 13 日付け 4資

庁第 8732 号にて認可された工事計画のⅣ-3-2-1-4-1「管の基本板厚計算書」による。 
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Ⅵ-3-3-4-1-2-1-3-2   管の応力計算書 
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まえがき 

 

本計算書は，Ⅵ-3-1-5「重大事故等クラス２機器及び重大事故等クラス 2支持構造物の強度計算

の基本方針」に基づいて計算を行う。 

評価条件整理結果を以下に示す。なお，評価条件の整理に当たって使用する記号及び略語につい

ては，Ⅵ-3-2-1「強度計算方法の概要」に定義したものを使用する。 
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・評価条件整理表 

応力計算 
モデル No. 

既設 
or 

新設 

施設時の 
技術基準 
に対象と 
する施設 
の規定が 
あるか 

クラスアップするか 条件アップするか 
既工認に 
おける 
評価結果 
の有無 

施設時の 
適用規格 

評価区分 
同等性 
評価 
区分 

評価 
クラス 

クラス 
アップ 
の有無 

施設時 
機器 

クラス 

ＤＢ 
クラス 

ＳＡ 
クラス 

条件 
アップ 
の有無 

ＤＢ条件 ＳＡ条件 

圧力 
(MPa) 

温度 
(℃) 

圧力 
(MPa) 

温度 
(℃) 

CRD-001 既設 有 無 DB-2 DB-2 SA-2 無 18.6 66 18.6 66 有 S55 告示 既工認 ― SA-2 

CRD-002 既設 有 無 DB-2 DB-2 SA-2 無 18.6 66 18.6 66 有 S55 告示 既工認 ― SA-2 

CRD-003 既設 有 無 DB-2 DB-2 SA-2 無 18.6 66 18.6 66 有 S55 告示 既工認 ― SA-2 

CRD-004 既設 有 無 DB-2 DB-2 SA-2 無 18.6 66 18.6 66 有 S55 告示 既工認 ― SA-2 

CRD-005 既設 有 無 DB-2 DB-2 SA-2 無 18.6 66 18.6 66 有 S55 告示 既工認 ― SA-2 

CRD-006 既設 有 無 DB-2 DB-2 SA-2 無 18.6 66 18.6 66 有 S55 告示 既工認 ― SA-2 

CRD-007 既設 有 無 DB-2 DB-2 SA-2 無 18.6 66 18.6 66 有 S55 告示 既工認 ― SA-2 

CRD-008 既設 有 無 DB-2 DB-2 SA-2 無 18.6 66 18.6 66 有 S55 告示 既工認 ― SA-2 

CRD-009 既設 有 無 DB-2 DB-2 SA-2 無 18.6 66 18.6 66 有 S55 告示 既工認 ― SA-2 

CRD-010 既設 有 無 DB-2 DB-2 SA-2 無 18.6 66 18.6 66 有 S55 告示 既工認 ― SA-2 

CRD-011 既設 有 無 DB-2 DB-2 SA-2 無 18.6 66 18.6 66 有 S55 告示 既工認 ― SA-2 
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1.  概要 

本計算書については，重大事故等対処設備としての評価結果を示すものであるが，設計基準対

象施設としての使用条件を超えないことから，評価結果については平成 4年 10月 13 日付け 4資

庁第 8732 号にて認可された工事計画のⅣ-3-2-1-4-2「管の応力計算書」による。 
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Ⅵ-3-3-4-2 ほう酸水注入設備の強度計算書 
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Ⅵ-3-3-4-2-1 ほう酸水注入系の強度計算書 

 



Ⅵ-3-3-4-2-1-1  ほう酸水注入系ポンプの強度計算書
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まえがき 

 

  本計算書は，Ⅵ-3-1-5「重大事故等クラス２機器及び重大事故等クラス２支持構造物の強度計算の基本方針」及びⅥ-3-2-10「重大事故等クラス

２ポンプの強度計算方法」に基づいて計算を行う。 

  評価条件整理結果を以下に示す。なお，評価条件の整理に当たって使用する記号及び略語については，Ⅵ-3-2-1「強度計算方法の概要」に定義し 

たものを使用する。 

 

・評価条件整理表 

機器名 

既設 

or 

新設 

施設時の

技術基準

に対象と

する施設

の規定が

あるか 

クラスアップするか 条件アップするか 
既工認に

おける 

評価結果

の有無 

施設時の

適用規格 
評価区分 

同等性 

評価 

区分 

評価 

クラス 
クラス 

アップ 

の有無 

施設時 

機器 

クラス 

ＤＢ 

クラス 

ＳＡ 

クラス 

条件 

アップ 

の有無 

ＤＢ条件 ＳＡ条件 

圧力 

(MPa) 

温度 

(℃) 

圧力 

(MPa) 

温度 

(℃) 

ほう酸水注入系 

ポンプ 
既設 有 無 DB-2 DB-2 SA-2 無 10.8 66 10.8 66 無 S55告示 

設計・建設規格

又は告示 
― SA-2 
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1. 計算条件 

 1.1 ポンプ形式 

   往復ポンプに相当する。 

 

 1.2 計算部位 

   概要図に強度計算箇所を示す。 

 

 

図1－1 概要図（その１） 

 

 

図1－2 概要図（その２） 
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 1.3 設計条件 

設計条件 吐出側 吸込側 

  最高使用圧力(MPa) 10.8 1.37 

  最高使用温度(℃) 66 66 

 

2. 強度計算 

2.1 ケーシングの厚さ 

   設計・建設規格 PMC-3350 

計算部位 材料 
Ｐ 

(MPa) 

Ｓ 

(MPa) 

Ｄｉ 

(mm) 

Ｒｉ 

(mm) 

①   10.8    

②  10.8    

③  10.8    

 

Ｚ 継手の種類 放射線透過試験の有無 η 

― 継手無し ― 1.00 

― 継手無し ― 1.00 

1.201 継手無し ― 1.00 

 

ｔ 

(mm) 

ｔｓｏ 

(mm) 

ｔｓ 

(mm) 

5.8 14.8  

4.4   

5.6   

評価：ｔｓ≧ｔ，よって十分である。 
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2 



 

 2.2 ケーシングカバーの厚さ 

   告示５０１号第77条第5項第1号 

計算部位 材料 
Ｐ 

(MPa) 

Ｓ 

(MPa) 

平板形 

ｄ(mm) Ｋ 

④  10.8    

⑤  10.8    

 

Ｆ＝Ｗ 

(N) 

ｈｇ 

(mm) 

ｔ 

(mm) 

ｔｓｏ 

(mm) 

ｔｓ 

(mm) 

1.189×105 29.8 28.0   

6.871×104 27.5 22.6   

  評価：ｔｓ≧ｔ，よって十分である。 
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 2.3 ボルトの平均引張応力 

設計・建設規格 PMC-3510 

計算部位 材料 
Ｐ 

(MPa) 

Ｓｂ 

(MPa) 

ｄｂ 

(mm) 
ｎ 

Ａｂ 

(mm2) 

⑥ 
 

 
10.8  

 

 
4  

⑦ 
 

 
10.8  

 

 
4  

⑧ 
 

 
10.8  

 

 
4  

 

ガスケット材料 
ガスケット厚さ 

(mm) 

ガスケット 

座面形状 

Ｇｓ 

(mm) 

Ｇ 

(mm) 

Ｄｇ 

(mm) 

セルフシールガスケット 

（クロロプレンゴム） 
― ― ― ―  

セルフシールガスケット 

（クロロプレンゴム） 
― ― ― ―  

セルフシールガスケット 

（クロロプレンゴム） 
― ― ― ―  

 

Ｈ 

(N) 

ＨＰ 

(N) 

Ｗｍ1 

(N) 

Ｗｍ2 

(N) 

Ｗ 

(N) 

σ 

(MPa) 

 ―  0  55 

 ―  0  51 

 ―  0  52 

  評価：σ≦Ｓｂ，よって十分である。 
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4 



 

2.4 耐圧部分等のうち管台に係るものの厚さ 

設計・建設規格 PMC-3610 

計算部位 材料 
Ｐ 

(MPa) 

Ｓ 

(MPa) 

Ｄｏ 

(mm) 

⑨  10.8   

⑩  1.37   

 

継手の種類 放射線透過試験の有無 η 

継手無し ― 1.00 

継手無し ― 1.00 

 

ｔ 

(mm) 

ｔｓｏ 

(mm) 

ｔｓ 

(mm) 

2.0   

0.7   

  評価：ｔｓ≧ｔ，よって十分である。 
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Ⅵ-3-3-4-2-1-2 ほう酸水注入系貯蔵タンクの強度計算書
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1 

1. 概要 

本計算書については，重大事故等対処設備としての評価結果を示すものであるが，設計基準

対象施設としての使用条件を超えないことから，評価結果については平成 4年 10月 13 日付け 4

資庁第8732号にて認可された工事計画のⅣ-3-2-2-1「ほう酸水注入系貯蔵タンクの強度計算書」

による。 
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Ⅵ-3-3-4-2-1-3 弁の強度計算書  



 

K6 ① Ⅵ-3-3-4-2-1-3 R0 

まえがき 

 

本計算書は，Ⅵ-3-1-2「クラス１機器の強度計算の基本方針」及びⅥ-3-2-3「クラス１弁の強度計算方法」に基づいて計算を行う。 

評価条件整理結果を以下に示す。なお，評価条件の整理に当たって使用する記号及び略語については，Ⅵ-3-2-1「強度計算方法の概要」に定義

したものを使用する。 

 

・評価条件整理表 

機器名 

既設 

or 

新設 

施設時の 

技術基準 

に対象と 

する施設 

の規定が 

あるか 

クラスアップするか 条件アップするか 

既工認に 

おける 

評価結果 

の有無 

施設時の 

適用規格 
評価区分 

同等性 

評価 

区分 

評価 

クラス 

クラス 

アップ 

の有無 

施設時 

機器 

クラス 

ＤＢ 

クラス 

ＳＡ 

クラス 

条件 

アップ 

の有無 

ＤＢ条件 ＳＡ条件 

圧力 

(MPa) 

温度 

(℃) 

圧力 

(MPa) 

温度 

(℃) 

C41-F007 既設 有 有＊ DB-2 DB-1 ― 無 8.62 302 ― ― ― S55告示 
設計・建設規格

又は告示 
― DB-1 

   注記＊：原子炉冷却材圧力バウンダリ範囲の拡大によるクラスアップ。 
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1.  クラス１弁 
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1.1 設計仕様 

系統：ほう酸水注入系   

機器の区分 クラス１弁 

弁番号 種類 
呼び径 

（A） 

材料 

弁箱 弁ふた 弁体 ボルト 

F007 逆止め弁 40 SCS16A SUSF316L SUSF316L  
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1.2 強度計算書 

系統：  ほう酸水注入系      

 

 

 設計・建設規格 告示第５０１号 

設計条件 

最高使用圧力Ｐ （MPa） 8.62 

最高使用温度Ｔｍ（℃） 302 

弁箱又は弁ふたの厚さ及びネック部の厚さ 

弁箱材料 SCS16A 

弁ふた材料 SUSF316L 

Ｐ１           （MPa） ― 7.06 

Ｐ２           （MPa） ― 10.55 

ｄｍ           （mm）  

ｔ１           （mm） ― 5.2 

ｔ２           （mm） ― 7.1 

ｔ            （mm） ― 6.1 

ｄｎ           （mm）  

ｄｎ／ｄｍ  

ｔｍ           （mm） ― 13.9 

ｔａｂ          （mm）  

ｔａｆ          （mm）  

ｔｍａ          （mm）  

  評価：ｔａｂ≧ｔ 

     ｔａｆ≧ｔ 

     ｔｍａ≧ｔｍ 

よって十分である。   

 

弁番号 F007 シート 1 
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Ⅵ-3-3-4-2-1-4 管の強度計算書 

 



 

 

Ⅵ-3-3-4-2-1-4-1 管の基本板厚計算書 
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まえがき 

 

本計算書は，Ⅵ-3-1-2「クラス１機器の強度計算の基本方針」及びⅥ-3-1-5「重大事故等クラ

ス２機器及び重大事故等クラス２支持構造物の強度計算の基本方針」並びにⅥ-3-2-9「重大事故

等クラス２管の強度計算方法」に基づいて計算を行う。 

評価条件整理結果を以下に示す。なお，評価条件の整理に当たって使用する記号及び略語につ

いては，Ⅵ-3-2-1「強度計算方法の概要」に定義したものを使用する。 
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・評価条件整理表 

注記＊1：原子炉冷却材圧力バウンダリ範囲の拡大によるクラスアップ。 

  ＊2：既工認において第１種管として評価を実施しており，かつ使用条件に変更はないことから，評価結果については平成 4年 10月 13 日付け 4 資庁第 8732 号にて認可された 

     工事計画のⅣ-3-2-2-2-1「管の基本板厚計算書」による。 

 

管 No. 

既設 

or 

新設 

施設時の 

技術基準

に対象と

する施設

の規定が

あるか 

クラスアップするか 条件アップするか 
既工認に 

おける 

評価結果 

の有無 

施設時の 

適用規格 
評価区分 

同等性 

評価 

区分 

評価 

クラス 
クラス

アップ

の有無 

施設時 

機器 

クラス 

ＤＢ 

クラス 

ＳＡ 

クラス 

条件 

アップ 

の有無 

ＤＢ条件 ＳＡ条件 

圧力 

(MPa) 

温度 

（℃） 

圧力 

(MPa) 

温度 

（℃） 

1 既設 有 無 DB-2 DB-2 SA-2 有 8.62 302 9.22 306 ― S55 告示 
設計・建設規格 

又は告示 
― SA-2 

2 既設 有 無 DB-2 DB-2 SA-2 有 8.62 302 9.22 306 ― S55 告示 
設計・建設規格 

又は告示 
― SA-2 

3 既設 有 無 DB-2 DB-2 SA-2 有 8.62 302 9.22 306 ― S55 告示 
設計・建設規格 

又は告示 
― SA-2 

その他 1 既設 有 無 DB-2 DB-2 SA-2 無 1.37 66 1.37 66 有 S55 告示 既工認 ― SA-2 

その他 2 既設 有 無 DB-2 DB-2 SA-2 無 10.80 66 10.80 66 有 S55 告示 既工認 ― SA-2 

その他 3 既設 有 有＊1 DB-2 DB-1 SA-2 無 8.62 302 8.62 302 有＊2 S55 告示 既工認 ― 
DB-1 

SA-2 

その他 4 既設 有 無 DB-1 DB-1 SA-2 無 8.62 302 8.62 302 有 S55 告示 既工認 ― SA-2 

K6 ① Ⅵ-3-3-4-2-1-4-1 R0



 

 

・適用規格の選定 

管 No. 評価項目 評価区分 判定基準 適用規格 

1 管の強度計算 
設計・建設規格 

又は告示 
同等 設計・建設規格 

2 管の強度計算 
設計・建設規格 

又は告示 
同等 設計・建設規格 

3 管の強度計算 
設計・建設規格 

又は告示 
同等 設計・建設規格 
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2. 管の強度計算書（重大事故等クラス２管） 

  設計・建設規格 PPC-3411 準用 

ＮＯ． 

最高使用圧力 

Ｐ 

（MPa） 

最高使用 

温  度 

（℃） 

外 径 

Ｄｏ 

（mm） 

公称厚さ 

 

（mm） 

材  料 製 

 

法 

ク 

ラ 

ス 

 

Ｓ 

（MPa） 

η Ｑ 

 

ｔｓ 

（mm） 

 

ｔ 

（mm） 

算 

 

式 

 

ｔｒ 

（mm） 

1 9.22 306 48.60 5.10 SUS304LTP S 2 96 1.00 12.5% 4.46 2.25 A 2.25 

2 9.22 306 63.00 6.95 SUS304L S 2 96 1.00   2.92 A 2.92 

3 9.22 306 66.00 8.45 SUS304L S 2 96 1.00   3.06 A 3.06 

評価：ｔｓ ≧ ｔｒ，よって十分である。 
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Ⅵ-3-3-4-2-1-4-2 管の応力計算書 
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まえがき 

 

 本計算書は，Ⅵ-3-1-2「クラス１機器の強度計算の基本方針」及びⅥ-3-1-5「重大事故等クラス

２機器及び重大事故等クラス２支持構造物の強度計算書の基本方針」並びにⅥ-3-2-2「クラス１管

の強度計算方法」及びⅥ-3-2-9「重大事故等クラス２管の強度計算方法」に基づいて計算を行う。 

 評価条件整理結果を以下に示す。なお，評価条件の整理に当たって使用する記号及び略語につい

ては，Ⅵ-3-2-1「強度計算方法の概要」に定義したものを使用する。
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・評価条件整理表 

応力計算 

モデル No. 

既設 

or 

新設 

施設時の 

技術基準に 

対象とする 

施設の規定 

があるか 

クラスアップするか 条件アップするか 
既工認 

における 

評価結果 

の有無 

施設時の 

適用規格 
評価区分 

同等性 

評価 

区分 

評価 

クラス 
クラス 

アップ 

の有無 

施設時 

機器 

クラス 

ＤＢ 

クラス 

ＳＡ 

クラス 

条件 

アップ 

の有無 

ＤＢ条件 ＳＡ条件 

圧力 

(MPa) 

温度 

(℃) 

圧力 

(MPa) 

温度 

(℃) 

SLC-002 既設 有 無 DB-2 DB-2 SA-2 無 1.37 66 1.37 66 有 S55 告示 既工認 ― SA-2 

SLC-002 既設 有 無 DB-2 DB-2 SA-2 無 10.80 66 10.80 66 有 S55 告示 既工認 ― SA-2 

SLC-003 既設 有 無 DB-2 DB-2 SA-2 無 10.80 66 10.80 66 有 S55 告示 既工認 ― SA-2 

SLC-003 既設 有 無 DB-2 DB-2 SA-2 有 8.62 302 9.22 306 ― S55 告示 
設計・建設規格 

又は告示 
― SA-2 

SLC-003 既設 有  DB-2 DB-1 SA-2 有 8.62 302 9.22 306  S55 告示 
設計・建設規格 

又は告示 
― 

DB-1 

SA-2 

注記＊1：原子炉冷却材圧力バウンダリ範囲の拡大によるクラスアップ。 

＊2：既工認において第１種管として評価を実施しており，かつ使用条件に変更はないことから，供用状態Ａ，Ｂの評価結果については 

   平成4年10月13日付け4資庁第8732号にて認可された工事計画のⅣ-3-2-2-2-2「管の応力計算書」による。 

 

＊1 有 無 ＊2
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1. 概要 

本計算書は，原子炉冷却材圧力バウンダリに対して，Ⅵ-3-1-2「クラス１機器の強度計算の基

本方針」及びⅥ-3-2-2「クラス１管の強度計算方法」に基づき，ほう酸水注入系の管の応力計算

を実施した結果を示したものである。ただし，既工認において第１種管として供用状態Ａ，Ｂの

評価を実施しており，かつ使用条件に変更がないことから，供用状態Ａ，Ｂの評価結果について

は平成 4 年 10 月 13 日付け 4 資庁第 8732 号にて認可された工事計画のⅣ-3-2-2-2-2「管の応力

計算書」による。 

評価結果記載方法は，以下に示すとおりである。 

 管 

設計及び工事の計画書に記載される範囲の管のうち，設計条件あるいは管クラスに変更が 

ある管における最大応力評価点の評価結果を解析モデル単位に記載する。また，最大応力評 

価点の許容値／発生値（裕度）が最小となる解析モデルを代表として鳥瞰図，計算条件及び 

評価結果を記載する。代表モデルの選定及び全モデルの評価結果を 5.に記載する。 
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2. 概略系統図及び鳥瞰図 

2.1 概略系統図 

概略系統図記号凡例 

記号例 内容 

（太線） 設計及び工事の計画書に記載されている範囲の管のう

ち，本計算書記載範囲の管 

（細線） 設計及び工事の計画書に記載されている範囲の管のう

ち，本系統の管であって他計算書記載範囲の管 

（破線） 設計及び工事の計画書に記載されている範囲外の管又

は設計及び工事の計画書に記載されている範囲の管の

うち，他系統の管であって解析モデルの概略を示すた

めに表記する管 

 鳥瞰図番号 

 アンカ 
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2.2 鳥瞰図 

鳥瞰図記号凡例 

記号例 内容 

 
設計及び工事の計画書記載範囲の管のうち，本計算書記載範囲

の管 

 
設計及び工事の計画書記載範囲外の管 

 
設計及び工事の計画書記載範囲の管のうち，他系統の管であっ

て本系統に記載する管 

 質点 

 アンカ 

 

レストレイント 

（矢印は斜め拘束の場合の全体座標系における拘束方向成分を

示す。スナッバについても同様とする。） 

 スナッバ 

 ハンガ 

  

 

申請範囲外 

 

○○○系 
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3.　計算条件

 3.1　設計条件

      鳥瞰図番号ごとに設計条件に対応した管名称で区分し,管名称と対応する評価点番号を示す。

鳥　瞰　図　　　　ＳＬＣ－００３（クラス１管）

管名称 材料

   1 8.62     302    48.6     5.1 SUS316LTP

最高使用圧力
(MPa)

最高使用温度
(℃)

外径
(mm)

厚さ
(mm)
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      管名称と対応する評価点
      評価点の位置は鳥瞰図に示す。

鳥　瞰　図　　　　ＳＬＣ－００３（クラス１管）

管名称

 1 48 49 50 51 52 53 54 55 56 247

対　応　す　る　評　価　点
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　　　配管の質量（配管の付加質量及びフランジの質量を含む）

鳥　瞰　図　　　　ＳＬＣ－００３（クラス１管）

評価点の質量を下表に示す。

評価点 質量(kg) 評価点 質量(kg) 評価点 質量(kg) 評価点 質量(kg) 評価点 質量(kg)

 48      50      52      54      56     

 49      51      53      55     
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鳥　瞰　図　　　　ＳＬＣ－００３（クラス１管）

弁部の質量を下表に示す。

弁１

評価点 質量(kg)

147       

 47      

247       
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6
 
①

 
Ⅵ

-
3
-
3
-
4
-
2
-
1
-
4
-
2
 
(
設

)
 
R
0

11



鳥　瞰　図　　　　ＳＬＣ－００３（クラス１管）

弁部の寸法を下表に示す。

弁NO. 評価点 外径(mm) 厚さ(mm) 長さ(mm)

弁1  47    

K
6
 
①

 
Ⅵ

-
3
-
3
-
4
-
2
-
1
-
4
-
2
 
(
設

)
 
R
0

12



 

 

 

3.2 材料及び許容応力 

使用する材料の最高使用温度での許容応力を下表に示す。 

 

 設計・建設規格に規定の応力評価に用いる許容応力 

 

材料 
最高使用温度 

(℃) 

許容応力 

(MPa) 

Ｓｍ Ｓｙ Ｓｕ Ｓｈ 

SUS316LTP 302 94 104 ― ― 

  

K
6
 
①

 
Ⅵ

-
3
-
3
-
4
-
2
-
1
-
4
-
2
 
(
設

)
 
R
0
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材料及び許容応力 

使用する材料の最高使用温度での許容応力を下表に示す。 

 

 告示第５０１号に規定の応力評価に用いる許容応力 

 

材料 
最高使用温度 

(℃) 

許容応力 

(MPa) 

Ｓｍ Ｓｙ Ｓｕ Ｓｈ 

SUS316LTP 302 94 ― ― ― 

 

 

  

K
6
 
①

 
Ⅵ

-
3
-
3
-
4
-
2
-
1
-
4
-
2
 
(
設

)
 
R
0

14



4.　評価結果

    下表に示すとおり最大応力はすべて許容応力以下である。

クラス１管
設計・建設規格　PPB-3500の規定に基づく評価

鳥　瞰　図　　　　ＳＬＣ－００３　　　

Ｃ  49 TEE Ｓｐｒｍ(2)
＊1   34  187

Ｄ  49 TEE Ｓｐｒｍ(3)
＊2   34  208

注記＊1：設計・建設規格　PPB-3552に基づき計算した一次応力を示す。
　　＊2：設計・建設規格　PPB-3562に基づき計算した一次応力を示す。

許容応力
Min(2.25・Ｓｍ,1.8・Ｓｙ)

Min(3・Ｓｍ,2・Ｓｙ)

一次応力評価
(MPa)

最大応力
区分

供用
状態

計算応力

Ｓｐｒｍ(2)
＊1

Ｓｐｒｍ(3)
＊2

配管
要素
名称

最大
応力

評価点

K6 ① Ⅵ-3-3-4-2-1-4-2 (設) R0

1
5



4.　評価結果

    下表に示すとおり最大応力はすべて許容応力以下である。

クラス１管
告示第５０１号第46条の規定に基づく評価

鳥　瞰　図　　　　ＳＬＣ－００３　　　

Ⅲ  49 TEE Ｓｐｒｍ(ロ)＊1   37 211

Ⅳ  49 TEE Ｓｐｒｍ(ハ)＊2   37 282

注記＊1：告示第５０１号第46条第2号に基づき計算した一次応力を示す。
　　＊2：告示第５０１号第46条第3号に基づき計算した一次応力を示す。

運転
状態

最大
応力

評価点

配管
要素
名称

最大応力
区分

一次応力評価
(MPa)

計算応力

Ｓｐｒｍ(ロ)＊1

Ｓｐｒｍ(ハ)＊2

許容応力
2.25・Ｓｍ

3・Ｓｍ

K6 ① Ⅵ-3-3-4-2-1-4-2 (設) R0

1
6



 

 

5. 代表モデルの選定結果及び全モデルの評価結果 

代表モデルは各モデルの最大応力点の応力と裕度を算出し，応力分類毎に裕度最小のモデルを選定して鳥瞰図，計算条件及び評価結果を記載して

いる。下表に，代表モデルの選定結果及び全モデルの評価結果を示す。 

 

代表モデルの選定結果及び全モデルの評価結果(クラス１管) 

No. 
配管 

モデル 

供用状態Ｃ*1 供用状態Ｄ*2 

一次応力（膜＋曲げ） 一次応力（膜＋曲げ） 

評 

価 

点 

計算 

応力 

(MPa) 

許容 

応力 

(MPa) 

裕度 
代 

表 

評 

価 

点 

計算 

応力 

(MPa) 

許容 

応力 

(MPa) 

裕度 
代 

表 

1 SLC-003 49 34 187 5.50 ○ 49 34 208 6.11 ○ 

注記＊1：設計・建設規格 PPB-3552 に基づき計算した一次応力を示す。 

＊2：設計・建設規格 PPB-3562 に基づき計算した一次応力を示す。 

 

  

K6 ① Ⅵ-3-3-4-2-1-4-2 (設) R0

1
7



 

 

代表モデルの選定結果及び全モデルの評価結果(クラス１管) 

No. 
配管 

モデル 

許容応力状態Ⅲ*１ 許容応力状態Ⅳ*２ 

一次応力（膜＋曲げ） 一次応力（膜＋曲げ） 

評 

価 

点 

計算 

応力 

(MPa) 

許容 

応力 

(MPa) 

裕度 
代 

表 

評 

価 

点 

計算 

応力 

(MPa) 

許容 

応力 

(MPa) 

裕度 
代 

表 

1 SLC-003 49 37 211 5.70 ○ 49 37 282 7.62 ○ 

注記＊1：告示第５０１号第 46条第 2 号に基づき計算した一次応力を示す。 

＊2：告示第５０１号第 46 条第 3 号に基づき計算した一次応力を示す。 

 

 

 

K6 ① Ⅵ-3-3-4-2-1-4-2 (設) R0E
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重大事故等対処設備 
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1. 概要 

本計算書は，Ⅵ-3-1-5「重大事故等クラス２機器及び重大事故等クラス２支持構造物の強度計

算の基本方針」及びⅥ-3-2-9「重大事故等クラス２管の強度計算方法」に基づき，ほう酸水注入

系の管の応力計算を実施した結果を示したものである。 

評価結果記載方法は，以下に示すとおりである。 

 管 

設計及び工事の計画書に記載される範囲の管のうち，設計条件あるいは管クラスに変更が 

ある管における最大応力評価点の評価結果を解析モデル単位に記載する。また，最大応力評

価点の許容値／発生値（裕度）が最小となる解析モデルを代表として鳥瞰図，計算条件及び

評価結果を記載する。代表モデルの選定及び全モデルの評価結果を 5.に記載する。 
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2. 概略系統図及び鳥瞰図 

2.1 概略系統図 

概略系統図記号凡例 

記号例 内容 

（太線） 設計及び工事の計画書に記載されている範囲の管のう

ち，本計算書記載範囲の管 

（細線） 設計及び工事の計画書に記載されている範囲の管のう

ち，本系統の管であって他計算書記載範囲の管 

（破線） 設計及び工事の計画書に記載されている範囲外の管又

は設計及び工事の計画書に記載されている範囲の管の

うち，他系統の管であって解析モデルの概略を示すた

めに表記する管 

 鳥瞰図番号 

 アンカ 
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Ⅵ

-
3
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3
-
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-
1
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4
-
2
 
(
重

)
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0
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K6 ① Ⅵ-3-3-4-2-1-4-2 (重) R0

3



 

 

2.2 鳥瞰図 

鳥瞰図記号凡例 

記号例 内容 

 
設計及び工事の計画書記載範囲の管のうち，本計算書記載範囲

の管 

 
設計及び工事の計画書記載範囲外の管 

 
設計及び工事の計画書記載範囲の管のうち，他系統の管であっ

て本系統に記載する管 

 質点 

 アンカ 

 

レストレイント 

（矢印は斜め拘束の場合の全体座標系における拘束方向成分を

示す。スナッバについても同様とする。） 

 スナッバ 

 ハンガ 

  

 

申請範囲外 

 

○○○系 
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K6 ① Ⅵ-3-3-4-2-1-4-2 (重) R0

5



K6 ① Ⅵ-3-3-4-2-1-4-2 (重) R0

6



K6 ① Ⅵ-3-3-4-2-1-4-2 (重) R0

7



3.　計算条件

 3.1　設計条件

      鳥瞰図番号ごとに設計条件に対応した管名称で区分し,管名称と対応する評価点番号を示す。

鳥　瞰　図　　　　ＳＬＣ－００３（クラス１管）

管名称 材料

   1 9.22     306    48.6     5.1 SUS316LTP

最高使用圧力
(MPa)

最高使用温度
(℃)

外径
(mm)

厚さ
(mm)

K
6
 
①

 
Ⅵ

-
3
-
3
-
4
-
2
-
1
-
4
-
2
 
(
重

)
 
R
0

8



      管名称と対応する評価点
      評価点の位置は鳥瞰図に示す。

鳥　瞰　図　　　　ＳＬＣ－００３（クラス１管）

管名称

 1 48 49 50 51 52 53 54 55 56 247

対　応　す　る　評　価　点

K
6
 
①

 
Ⅵ

-
3
-
3
-
4
-
2
-
1
-
4
-
2
 
(
重

)
 
R
0
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　　　配管の質量（配管の付加質量及びフランジの質量を含む）

鳥　瞰　図　　　　ＳＬＣ－００３（クラス１管）

評価点の質量を下表に示す。

評価点 質量(kg) 評価点 質量(kg) 評価点 質量(kg) 評価点 質量(kg) 評価点 質量(kg)

 48      50      52      54      56     

 49      51      53      55     
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(
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鳥　瞰　図　　　　ＳＬＣ－００３（クラス１管）

弁部の質量を下表に示す。

弁１

評価点 質量(kg)

147       

 47      

247       

K
6
 
①

 
Ⅵ

-
3
-
3
-
4
-
2
-
1
-
4
-
2
 
(
重

)
 
R
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鳥　瞰　図　　　　ＳＬＣ－００３（クラス１管）

弁部の寸法を下表に示す。

弁NO. 評価点 外径(mm) 厚さ(mm) 長さ(mm)

弁1  47    

K
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Ⅵ
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-
3
-
4
-
2
-
1
-
4
-
2
 
(
重

)
 
R
0
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3.　計算条件

 3.1　設計条件

      鳥瞰図番号ごとに設計条件に対応した管名称で区分し,管名称と対応する評価点番号を示す。

鳥　瞰　図　　　　ＳＬＣ－００３（クラス２以下の管）

管名称 材料

   1 9.22     306    48.6     5.1 SUS304LTP

   2 9.22     306    48.6     5.1 SUS304LTP

最高使用圧力
(MPa)

最高使用温度
(℃)

外径
(mm)

厚さ
(mm)

K
6
 
①

 
Ⅵ

-
3
-
3
-
4
-
2
-
1
-
4
-
2
 
(
重

)
 
R
0
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      管名称と対応する評価点
      評価点の位置は鳥瞰図に示す。

鳥　瞰　図　　　　ＳＬＣ－００３（クラス２以下の管）

管名称

 1 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22

23 24 25 26 27 28 29 30 31 32 33 34 35 36 37

38 39 40 41 42 43 44 45 46 60 61 62 107 108 109

2 46 147

対　応　す　る　評　価　点
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-
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-
4
-
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(
重

)
 
R
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　　　配管の質量（配管の付加質量及びフランジの質量を含む）

鳥　瞰　図　　　　ＳＬＣ－００３（クラス２以下の管）

評価点の質量を下表に示す。

評価点 質量(kg) 評価点 質量(kg) 評価点 質量(kg) 評価点 質量(kg) 評価点 質量(kg)

  9      18      27      36      45     

 10      19      28      37      46     

 11      20      29      38      61     

 12      21      30      39      62     

 13      22      31      40     107     

 14      23      32      41     108     

 15      24      33      42     109     

 16      25      34      43     147     

 17      26      35      44     
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鳥　瞰　図　　　　ＳＬＣ－００３（クラス２以下の管）

弁部の質量を下表に示す。

弁１ 弁２

評価点 質量(kg) 評価点 質量(kg)

  6        58       

  7       59      

  8        60       

 81       83      

 82       84      
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鳥　瞰　図　　　　ＳＬＣ－００３（クラス２以下の管）

弁部の寸法を下表に示す。

弁NO. 評価点 外径(mm) 厚さ(mm) 長さ(mm)

弁1   7    

弁2  59    
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-
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   　 支持点及び貫通部ばね定数

鳥　瞰　図　　　　ＳＬＣ－００３（クラス２以下の管）

支持点部のばね定数を下表に示す。

Ｘ Ｙ Ｚ Ｘ Ｙ Ｚ

     9   

    14   

    17   

    23   

    25   

    28   

    33   

    35   

    39   

    42   

    46   

    61   

    82   

    84   

支持点番号 各軸方向ばね定数(N/mm) 各軸回り回転ばね定数(N・mm/rad)
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3.2 材料及び許容応力 

使用する材料の最高使用温度での許容応力を下表に示す。 

 

 設計・建設規格に規定の応力評価に用いる許容応力 

材料 
最高使用温度 

(℃) 

許容応力 

(MPa) 

Ｓｍ Ｓｙ Ｓｕ Ｓｈ 

SUS316LTP 306 94 104 ― ― 

SUS304LTP 306 ― ― ― 96 
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3
-
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-
4
-
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-
1
-
4
-
2
 
(
重

)
 
R
0
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材料及び許容応力 

使用する材料の最高使用温度での許容応力を下表に示す。 

 

 告示第５０１号に規定の応力評価に用いる許容応力 

材料 
最高使用温度 

(℃) 

許容応力 

(MPa) 

Ｓｍ Ｓｙ Ｓｕ Ｓｈ 

SUS316LTP 306 94 ― ― ― 

SUS304LTP 306 ― ― ― 96 
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-
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(
重
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4.　評価結果

    下表に示すとおり最大応力はすべて許容応力以下である。

重大事故等クラス２管であってクラス１管
設計・建設規格  PPB-3562の規定に基づく評価

ＳＬＣ－００３  49 Ｓｐｒｍ  35  208

鳥瞰図
最大応力
評価点

最大応力
区分

一次応力評価
(MPa)

計算応力

Ｓｐｒｍ

許容応力

Min(3・Ｓｍ，2・Ｓｙ)

K6 ① Ⅵ-3-3-4-2-1-4-2 (重) R0

2
1



4.　評価結果

    下表に示すとおり最大応力はすべて許容応力以下である。

重大事故等クラス２管であってクラス１管
告示第５０１号第46条第3号の規定に基づく評価

ＳＬＣ－００３  49 Ｓｐｒｍ  38  282

鳥瞰図
最大応力
評価点

最大応力
区分

一次応力評価
(MPa)

計算応力

Ｓｐｒｍ

許容応力

3・Ｓｍ

K6 ① Ⅵ-3-3-4-2-1-4-2 (重) R0

2
2



4.　評価結果

    下表に示すとおり最大応力はすべて許容応力以下である。

重大事故等クラス２管であってクラス２以下の管
設計・建設規格  PPC-3520の規定に基づく評価

 60 Ｓｐｒｍ
＊1  47 144

 60 Ｓｐｒｍ
＊2  51 172

注記＊1：設計・建設規格　PPC-3520(1)に基づき計算した一次応力を示す。
　　＊2：設計・建設規格　PPC-3520(2)に基づき計算した一次応力を示す。

鳥瞰図

ＳＬＣ－００３

許容応力

1.5・Ｓｈ

1.8・Ｓｈ

計算応力

Ｓｐｒｍ
＊1

Ｓｐｒｍ
＊2

一次応力評価
(MPa)

最大応力
区分

最大応力
評価点

K6 ① Ⅵ-3-3-4-2-1-4-2 (重) R0

2
3



4.　評価結果

    下表に示すとおり最大応力はすべて許容応力以下である。

重大事故等クラス２管であってクラス２以下の管
告示第５０１号第56条第1号の規定に基づく評価

 60 Ｓｐｒｍ
＊1  36  96

 60 Ｓｐｒｍ
＊2  39 115

注記＊1：告示第５０１号第56条第1号イに基づき計算した一次応力を示す。
　　　　 なお，保守的な評価となる告示第５０１号第56条第1号ロに基づき計算した一次応力を
　　　　 記載してもよいものとする。
　　＊2：告示第５０１号第56条第1号ロに基づき計算した一次応力を示す。

計算応力

Ｓｐｒｍ
＊1

Ｓｐｒｍ
＊2

許容応力

Ｓｈ

1.2・Ｓｈ

ＳＬＣ－００３

鳥瞰図
最大応力
評価点

最大応力
区分

一次応力評価
(MPa)

K6 ① Ⅵ-3-3-4-2-1-4-2 (重) R0

2
4



 

 

5. 代表モデルの選定結果及び全モデルの評価結果 

代表モデルは各モデルの最大応力点の応力と裕度を算出し，応力分類毎に裕度最小のモデルを選定して鳥瞰図，計算条件及び評価結果を記載して

いる。下表に，代表モデルの選定結果及び全モデルの評価結果を示す。 

 

代表モデルの選定結果及び全モデルの評価結果(重大事故等クラス２管であってクラス１管) 

No. 
配管 

モデル 

重大事故等時* 

一次応力 

評 

価 

点 

計算 

応力 

(MPa) 

許容 

応力 

(MPa) 

裕度 
代 

表 

1 SLC-003 49 35 208 5.94 ○ 

注記＊：設計・建設規格 PPB-3562 に基づき計算した一次応力を示す。 

  

K6 ① Ⅵ-3-3-4-2-1-4-2 (重) R0

2
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代表モデルの選定結果及び全モデルの評価結果(重大事故等クラス２管であってクラス１管) 

No. 
配管 

モデル 

許容応力状態Ⅴ* 

一次応力 

評 

価 

点 

計算 

応力 

(MPa) 

許容 

応力 

(MPa) 

裕度 
代 

表 

1 SLC-003 49 38 282 7.42 ○ 

注記＊：告示第５０１号第 46条第 3 号に基づき計算した一次応力を示す。 

K6 ① Ⅵ-3-3-4-2-1-4-2 (重) R0

2
6



 

代表モデルの選定結果及び全モデルの評価結果(重大事故等クラス２管であってクラス２以下の管) 

No. 
配管 

モデル 

重大事故等時*1 重大事故等時*2 

一次応力 一次応力 

評 

価 

点 

計算 

応力 

(MPa) 

許容 

応力 

(MPa) 

裕度 
代 

表 

評 

価 

点 

計算 

応力 

(MPa) 

許容 

応力 

(MPa) 

裕度 
代 

表 

1 SLC-003 60 47 144 3.06 ○ 60 51 172 3.37 ○ 

注記＊1：設計・建設規格 PPC-3520(1)に基づき計算した一次応力を示す。 

＊2：設計・建設規格 PPC-3520(2)に基づき計算した一次応力を示す。 

 

 

 

  

K6 ① Ⅵ-3-3-4-2-1-4-2 (重) R0
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代表モデルの選定結果及び全モデルの評価結果(重大事故等クラス２管であってクラス２以下の管) 

No. 
配管 

モデル 

許容応力状態Ⅴ*1 許容応力状態Ⅴ*2 

一次応力 一次応力 

評 

価 

点 

計算 

応力 

(MPa) 

許容 

応力 

(MPa) 

裕度 
代 

表 

評 

価 

点 

計算 

応力 

(MPa) 

許容 

応力 

(MPa) 

裕度 
代 

表 

1 SLC-003 60 36 96 2.66 ○ 60 39 115 2.94 ○ 

注記＊1：告示第５０１号第 56条第 1 号イに基づき計算した一次応力を示す。 

＊2：告示第５０１号第 56 条第 1 号ロに基づき計算した一次応力を示す。 

 

K6 ① Ⅵ-3-3-4-2-1-4-2 (重) R0E
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Ⅵ-3-3-4-3 制御用空気設備の強度計算書 
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Ⅵ-3-3-4-3-1 高圧窒素ガス供給系の強度計算書 
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Ⅵ-3-3-4-3-1-1 管の強度計算書 

 



Ⅵ-3-3-4-3-1-1-1 管の基本板厚計算書 
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まえがき 

 

本計算書は，Ⅵ-3-1-5「重大事故等クラス２機器及び重大事故等クラス２支持構造物の強度計

算の基本方針」及びⅥ-3-2-9「重大事故等クラス２管の強度計算方法」に基づいて計算を行う。 

評価条件整理結果を以下に示す。なお，評価条件の整理に当たって使用する記号及び略語につ

いては，Ⅵ-3-2-1「強度計算方法の概要」に定義したものを使用する。 
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・評価条件整理表 

管 No. 

既設 

or 

新設 

施設時の 

技術基準

に対象と

する施設

の規定が

あるか 

クラスアップするか 条件アップするか 
既工認に 

おける 

評価結果 

の有無 

施設時の 

適用規格 
評価区分 

同等性 

評価 

区分 

評価 

クラス 
クラス

アップ

の有無 

施設時 

機器 

クラス 

ＤＢ 

クラス 

ＳＡ 

クラス 

条件 

アップ 

の有無 

ＤＢ条件 ＳＡ条件 

圧力 

(MPa) 

温度 

（℃） 

圧力 

(MPa) 

温度 

（℃） 

1 既設 有 有 DB-3 DB-3 SA-2 無 1.77 66 1.77 66 ― S55 告示 
設計・建設規格 

又は告示 
― SA-2 

2 既設 有 有 DB-3 DB-3 SA-2 無 1.77 66 1.77 66 ― S55 告示 
設計・建設規格 

又は告示 
― SA-2 

3 既設 有 有 DB-3 DB-3 SA-2 無 1.77 66 1.77 66 ― S55 告示 
設計・建設規格 

又は告示 
― SA-2 

4 既設 有 無 DB-2 DB-2 SA-2 無 1.77 171 1.77 171 無 S55 告示 
設計・建設規格 

又は告示 
― SA-2 

5 既設 有 無 DB-2 DB-2 SA-2 無 1.77 171 1.77 171 無 S55 告示 
設計・建設規格 

又は告示 
― SA-2 

6 既設 有 有 DB-3 DB-3 SA-2 有 1.77 171 2.00 171 ― S55 告示 
設計・建設規格 

又は告示 
― SA-2 

K6 ① Ⅵ-3-3-4-3-1-1-1 R0



 

・適用規格の選定 

管 No. 評価項目 評価区分 判定基準 適用規格 

1 管の強度計算 
設計・建設規格 

又は告示 
同等 設計・建設規格 

2 管の強度計算 
設計・建設規格 

又は告示 
同等 設計・建設規格 

3 管の強度計算 
設計・建設規格 

又は告示 
同等 設計・建設規格 

4 管の強度計算 
設計・建設規格 

又は告示 
同等 設計・建設規格 

5 管の強度計算 
設計・建設規格 

又は告示 
同等 設計・建設規格 

6 管の強度計算 
設計・建設規格 

又は告示 
同等 設計・建設規格 
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不活性
ガス系より

高圧窒素ガス供給系
概略系統図（その２）へ

高圧窒素ガス供給系
概略系統図（その２）へ

原子炉建屋 原子炉格納容器

１

１ ２

*

２ ３

主蒸気逃がし安全弁
逃がし弁機能用
アキュムレータへ

主蒸気逃がし安全弁
逃がし弁機能用
アキュムレータへ

主蒸気逃がし安全弁
逃がし弁機能用
アキュムレータへ

主蒸気逃がし安全弁
逃がし弁機能用
アキュムレータへ

６

６

６

６ ６

６

６

６６

６

６

６

６

１

４

X-72

３

１ ２ ３

**

*

**

*

１．概略系統図

６

６

６

６ ６６

６

６ ６

６

６

注記＊：管継手
高圧窒素ガス供給系概略系統図（その１）

１ ２ ３
**

１
*

２１
*

K6 ① Ⅵ-3-3-4-3-1-1-1 R0
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原子炉建屋 原子炉格納容器

主蒸気逃がし安全弁
自動減圧機能用
アキュムレータへ

主蒸気逃がし安全弁
自動減圧機能用
アキュムレータへ

逃がし安全弁の作動に必要な
窒素ガス喪失時の減圧設備
高圧窒素ガスボンベ接続口（Ｂ）より

逃がし安全弁の作動に必要な
窒素ガス喪失時の減圧設備
高圧窒素ガスボンベ接続口（Ａ）より

高圧窒素ガス供給系
概略系統図（その１）より

高圧窒素ガス供給系
概略系統図（その１）より

６

６

６

６

１

１

２

２

２

２

３

１

注記＊：管継手
高圧窒素ガス供給系概略系統図（その２）

４

４
１

４ ５

X-71B

X-71A

２ ３

２１

* * *

*

*
*

**

６

６
６

６

６

６

１
*

１
*
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2. 管の強度計算書（重大事故等クラス２管）

設計・建設規格 PPC-3411 準用 

ＮＯ． 

最高使用圧力 

Ｐ 

（MPa） 

最高使用 

温  度 

（℃） 

外 径 

Ｄｏ 

（mm） 

公称厚さ 

（mm） 

材  料 製 

法 

ク 

ラ 

ス 

Ｓ 

（MPa） 

η Ｑ ｔｓ 

（mm） 

ｔ 

（mm） 

算 

式 

ｔｒ 

（mm） 

1 1.77 66 76.00 7.45 SUS304 S 2 126 1.00 1.35mm 6.10 0.53 A 0.53 

2 1.77 66 60.50 3.90 SUS304TP S 2 126 1.00 0.50mm 3.40 0.43 A 0.43 

3 1.77 66 77.00 7.95 SUS304 S 2 126 1.00 1.85mm 6.10 0.54 A 0.54 

4 1.77 171 60.50 5.50 SUS316LTP S 2 107 1.00 12.5% 4.81 0.50 A 0.50 

5 1.77 171 77.00 7.95 SUS316L S 2 107 1.00 1.08mm 6.87 0.64 A 0.64 

6 2.00 171 60.50 3.90 SUS304TP S 2 113 1.00 0.50mm 3.40 0.54 A 0.54 

評価：ｔｓ ≧ ｔｒ，よって十分である。 

K6 ① Ⅵ-3-3-4-3-1-1-1 R0E
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Ⅵ-3-3-4-3-2 逃がし安全弁の作動に必要な窒素ガス喪失時の 

減圧設備の強度計算書 
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Ⅵ-3-3-4-3-2-1 高圧窒素ガスボンベの強度計算書 
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   一般産業品の規格及び基準への適合性確認結果（法令又は公的な規格） （高圧窒素ガスボンベ） 

  Ⅰ． 重大事故等クラス３機器の使用目的及び使用環境，材料及び使用条件 

種類 使用目的及び使用環境 材料 
最高使用圧力 

(MPa) 

最高使用温度 

(℃) 

一般継目なし 

容器 

主蒸気逃がし安全弁の作動に必要な窒素ガスを貯

蔵する容器として使用することを目的とする。使

用環境として，窒素を貯蔵し，屋内で使用する。 

マンガン鋼 14.7＊ 40＊ 

注記 ＊：重大事故等時における使用時の値を示す。 

 

Ⅱ.  法令又は公的な規格に規定されている事項 

規格及び基準 「高圧ガス保安法」に基づく「容器保安規則」及び「一般高圧ガス保安規則」 

機器名 使用目的及び想定している使用環境 材料 最高使用圧力(MPa) 最高使用温度(℃) 規格及び基準に基づく試験 

継目なし 

容器 

高圧ガスを充填し，貯蔵，移動等をするための容

器として使用することを目的とする。使用環境と

して，屋内外＊1 で高圧ガスを充填することを想定

している。 

充填する高圧ガスの種

類，充填圧力，使用温度

及び使用される環境に応

じた適切な材料を使用し

て製造すること。 

温度 35 ℃においてそ

の容器に充填すること

ができるガスの圧力の

うち最高のものの数

値。＊2 

40＊1 

耐圧試験（試験圧力：最高

充填圧力の 5/3 倍）等の容

器検査に合格したものに，

刻印又は標章の掲示がなさ

れる。 

注記 ＊1：容器等を常に温度 40 ℃以下に保つ必要があり，直射日光等による温度上昇を防ぐため，屋根，障壁を設ける等の措置を講じることが，「高圧ガス保安法及び関係政省令

の運用及び解釈について（内規）」に記載されている。 

＊2：「高圧ガス保安法」に基づく「容器保安規則」に規定される最高充填圧力であり，当該ボンベにおいては 14.7 MPa である。 

 

Ⅲ.  メーカ仕様 

機器名 使用目的及び想定している使用環境 材料 最高使用圧力(MPa) 最高使用温度(℃) 規格及び基準に基づく試験 

一般継目なし 

容器 

1 MPa を超えるような高圧の窒素ガスを充填し，

保安・運搬等をするための容器として使用するこ

とを目的とする。使用環境として，屋内外＊で高

圧ガスを充填することを想定している。 

マンガン鋼 14.7 40＊ 

高圧ガス保安法に基づく容

器保安規則による耐圧試験

（試験圧力：最高充填圧力

の 5/3 倍）等の容器検査

に合格している。 

注記 ＊：「高圧ガス保安法」に基づく「一般高圧ガス保安規則」に従い使用する。 
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Ⅳ． 確認項目 

   （a） ：規格及び基準が妥当であることの確認（ⅠとⅡの使用目的及び使用環境の比較） 

        当該ボンベは，重大事故等時に窒素供給用として屋内で使用される。 一方，「高圧ガス保安法」に基づく「容器保安規則」及び「一般高圧ガス保安規則」は，高

圧ガスを貯蔵する容器の技術上の規定を定めた一般産業品に対する規格であり，高圧ガスを貯蔵する容器は 40 ℃以下で使用し，直射日光等による温度上昇を防ぐよ

う規定されている。重大事故等時における当該ボンベの使用目的及び使用環境は，本規格で定める使用目的及び想定している使用環境の範囲内である。 

 

   （b-1）：材料が適切であること及び使用条件に対する強度の確認（ⅡとⅢの材料及び試験条件の比較，ⅠとⅢの使用条件の比較） 

        当該ボンベには，「高圧ガス保安法」に基づく「容器保安規則」に従った適切な材料であるマンガン鋼が使用されていることを容器検査成績書等により確認でき

る。 

当該ボンベの最高使用温度は「一般高圧ガス保安規則」で定める 40 ℃以下，最高使用圧力はメーカ仕様の範囲内であり，「高圧ガス保安法」に基づく「容器保安

規則」に従った試験に合格していることを容器検査成績書等により確認できることから，当該ボンベは要求される強度を有している。 

 

  Ⅴ． 評価結果 

       上記の重大事故等クラス３機器は，一般産業品として「高圧ガス保安法」（「容器保安規則」及び「一般高圧ガス保安規則」含む）に適合し，使用材料の特性を踏ま

えた上で，重大事故等時における使用圧力及び使用温度が負荷された状態において要求される強度を有している。 
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Ⅵ-3-3-4-3-2-2 管の強度計算書 

 



Ⅵ-3-3-4-3-2-2-1 管の基本板厚計算書 
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まえがき 

 

本計算書は，Ⅵ-3-1-5「重大事故等クラス２機器及び重大事故等クラス２支持構造物の強度計

算の基本方針」及びⅥ-3-2-9「重大事故等クラス２管の強度計算方法」に基づいて計算を行う。 

評価条件整理結果を以下に示す。なお，評価条件の整理に当たって使用する記号及び略語につ

いては，Ⅵ-3-2-1「強度計算方法の概要」に定義したものを使用する。 
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・評価条件整理表 

管 No. 

既設 

or 

新設 

施設時の 

技術基準

に対象と

する施設

の規定が

あるか 

クラスアップするか 条件アップするか 
既工認に 

おける 

評価結果 

の有無 

施設時の 

適用規格 
評価区分 

同等性 

評価 

区分 

評価 

クラス 
クラス

アップ

の有無 

施設時 

機器 

クラス 

ＤＢ 

クラス 

ＳＡ 

クラス 

条件 

アップ 

の有無 

ＤＢ条件 ＳＡ条件 

圧力 

(MPa) 

温度 

（℃） 

圧力 

(MPa) 

温度 

（℃） 

1 既設 有 有 DB-3 DB-3 SA-2 無 19.60 66 19.60 66 ― S55 告示 
設計・建設規格 

又は告示 
― SA-2 

2 既設 有 有 DB-3 DB-3 SA-2 無 19.60 66 19.60 66 ― S55 告示 
設計・建設規格 

又は告示 
― SA-2 

3 既設 有 有 DB-3 DB-3 SA-2 無 19.60 66 19.60 66 ― S55 告示 
設計・建設規格 

又は告示 
― SA-2 

4 既設 有 有 DB-3 DB-3 SA-2 無 19.60 66 19.60 66 ― S55 告示 
設計・建設規格 

又は告示 
― SA-2 

5 既設 有 有 DB-3 DB-3 SA-2 無 19.60 66 19.60 66 ― S55 告示 
設計・建設規格 

又は告示 
― SA-2 

6 既設 有 有 DB-3 DB-3 SA-2 無 1.77 66 1.77 66 ― S55 告示 
設計・建設規格 

又は告示 
― SA-2 

7 既設 有 有 DB-3 DB-3 SA-2 無 1.77 66 1.77 66 ― S55 告示 
設計・建設規格 

又は告示 
― SA-2 
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・適用規格の選定

管 No. 評価項目 評価区分 判定基準 適用規格 

1 管の強度計算 
設計・建設規格 

又は告示 
同等 設計・建設規格 

2 管の強度計算 
設計・建設規格 

又は告示 
同等 設計・建設規格 

3 管の強度計算 
設計・建設規格 

又は告示 
同等 設計・建設規格 

4 管の強度計算 
設計・建設規格 

又は告示 
同等 設計・建設規格 

5 管の強度計算 
設計・建設規格 

又は告示 
同等 設計・建設規格 

6 管の強度計算 
設計・建設規格 

又は告示 
同等 設計・建設規格 

7 管の強度計算 
設計・建設規格 

又は告示 
同等 設計・建設規格 
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高圧窒素ガスボンベ接続口（Ｂ）より 高圧窒素ガスボンベ接続口（Ｂ）より

高圧窒素ガスボンベ接続口（Ａ）より高圧窒素ガスボンベ接続口（Ａ）より

注記＊：管継手

逃がし安全弁の作動に必要な
窒素ガス喪失時の減圧設備
概略系統図（その１）

１１

４４
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１．概略系統図
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１
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４ ３
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逃がし安全弁の作動に必要な
窒素ガス喪失時の減圧設備
概略系統図（その２）へ

３ ４３ ４ ３３ ４
* * *

５
* *

１

２
*

１１

４４

１１

３ ３ ３３ ４４４ ４ ４ ３３３ ４ ４３
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*

５
*

１１

４
* ** *

２
*

２
*

４３
*

３
*

*

１

２

４ ３
*

逃がし安全弁の作動に必要な
窒素ガス喪失時の減圧設備
概略系統図（その２）へ

３ ４３ ４ ３３ ４
* * *

５
* *

１

２
*
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逃がし安全弁の作動に必要な
窒素ガス喪失時の減圧設備
概略系統図（その１）
高圧窒素ガスボンベ接続口（Ｂ）より

６

４３
*

６

４

４

逃がし安全弁の作動に必要な
窒素ガス喪失時の減圧設備
概略系統図（その１）
高圧窒素ガスボンベ接続口（Ａ）より

高圧窒素ガス供給系へ

７
*

６

４３
*

４３
*

注記＊：管継手

逃がし安全弁の作動に必要な
窒素ガス喪失時の減圧設備
概略系統図（その２）

７
*

３
*

６

４３
*

６

４

４

高圧窒素ガス供給系へ

７
*

６

４３
*

４３
*

７
*

３
*

K6 ① Ⅵ-3-3-4-3-2-2-1 R0

2



2. 管の強度計算書（重大事故等クラス２管）

設計・建設規格 PPC-3411 準用

ＮＯ． 

最高使用圧力 

Ｐ 

（MPa） 

最高使用 

温  度 

（℃） 

外 径 

Ｄｏ 

（mm） 

公称厚さ 

（mm） 

材  料 製 

法 

ク 

ラ 

ス 

Ｓ 

（MPa） 

η Ｑ ｔｓ 

（mm） 

ｔ 

（mm） 

算 

式 

ｔｒ 

（mm） 

1 19.60 66 34.00 6.40 SUS304TP S 2 126 1.00 12.5% 5.60 2.49 A 2.49 

2 19.60 66 84.00 24.75 SUS304 S 2 126 1.00 16.75mm 8.00 6.15 A 6.15 

3 19.60 66 84.00 11.45 SUS304 S 2 126 1.00  0.55mm 10.90 6.15 A 6.15 

4 19.60 66 60.50 8.70 SUS304TP S 2 126 1.00 12.5% 7.61 4.43 A 4.43 

5 19.60 66 85.00 11.95 SUS304 S 2 126 1.00  1.05mm 10.90 6.23 A 6.23 

6 1.77 66 60.50 3.90 SUS304TP S 2 126 1.00  0.50mm 3.40 0.43 A 0.43 

7 1.77 66 76.00 7.45 SUS304 S 2 126 1.00  1.35mm 6.10 0.53 A 0.53 

評価：ｔｓ ≧ ｔｒ，よって十分である。 
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Ⅵ-3-3-4-3-2-2-3 管の強度計算書（可搬型） 
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1. 概要 

本資料は逃がし安全弁の作動に必要な窒素ガス喪失時の減圧設備のうち，完成品を除く重大事故等

クラス３管の強度評価について示すものである。 

 

2. 評価方針 

完成品を除く重大事故等クラス３管は設計・建設規格の耐圧設計(PPD-3400)で考慮されている裕度

を参考にしつつ，実条件を踏まえた耐圧試験により評価を実施する。 

なお，設計・建設規格のクラス３管の規定では，設計許容応力以下となる必要板厚は，最高使用  

圧力を条件として評価式により求めており，設計許容応力は降伏点に対して 8分の 5を基準にしてい 

ることから，降伏点に対する安全率は 1.6 となる。また，設計・建設規格のクラス３機器の最高許容

耐圧試験圧力は機器の応力制限（降伏点）を基に定められており，耐圧試験（PHT-2300）では，耐圧

試験圧力は最高使用圧力の 1.5 倍（気圧の場合は 1.25 倍）の 106％を超えないこととしている。 

 

3. 評価部位 

本資料における強度評価は，高圧窒素ガスボンベと常設配管を接続する連結管（高圧窒素ガスボン

ベ～高圧窒素ガスボンベ接続口(A)及び高圧窒素ガスボンベ接続口(B)）について実施する。 

常設配管と連結管はねじ込み継手により接続される。また，ねじ込み継手の強度評価については連

結管の耐圧試験に併せて確認を実施している。 

 

4. 使用材料 

  使用材料は設計・建設規格で規定されるクラス３配管の材料を用いる。 

連結管の使用材料については以下のとおり。 

   連結管     SUS304TP 
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5. 耐圧試験結果 

設備区分        計測制御系統施設      制御用空気設備 

名     称 
最高使用圧力 

(MPa) 

耐圧試験圧力 

(MPa) 
耐圧試験倍率 耐圧試験結果 評    価 

高圧窒素ガスボンベ～高圧窒素ガスボンベ接続口(A)及び

高圧窒素ガスボンベ接続口(B) 
19.6＊1 29.4＊2 1.5 良 適合 

注記＊1 ：重大事故等時における使用時の値。 

＊2 ：水圧による。 
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Ⅵ-3-3-5 放射線管理施設の強度に関する説明書 
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Ⅵ-3-3-5-1 換気設備の強度計算書 
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Ⅵ-3-3-5-1-1  中央制御室陽圧化換気空調系の強度計算書 
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本資料のうち，枠囲みの内容

は，機密事項に属しますので
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刈羽原子力発電所第７号機 工事計画審査資料 
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Ⅵ-3-3-5-1-1-1 管の強度計算書 

 

 



 

 
 

K
6
 
①
 Ⅵ

-
3-
3
-
5-
1
-
1-
1
-
1 
R
0
 

 

 

 

 

Ⅵ-3-3-5-1-1-1-1 管の強度計算書（可搬型） 
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1. 管の強度計算（可搬型） 

管の強度計算（可搬型）に関する説明は，令和2年10月14日付け原規規発第2010147号にて認可

された柏崎刈羽原子力発電所第7号機の設計及び工事の計画のⅤ-3-3-5-1-1-1-1「管の強度計算書

（可搬型）」による。 
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Ⅵ-3-3-5-1-2 中央制御室待避室陽圧化換気空調系の強度計算書 
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Ⅵ-3-3-5-1-2-1 中央制御室待避室陽圧化装置（空気ボンベ） 

の強度計算書 
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1. 概要 

本資料は，中央制御室待避室陽圧化装置（空気ボンベ）（「7号機設備，6,7 号機共用」（以下同

じ。））の構造強度が「実用発電用原子炉及びその附属施設の技術基準に関する規則」第 55 条及び

第 58条に適合することを説明するものである。 

中央制御室待避室陽圧化装置（空気ボンベ）の構造強度に関する説明は，令和 2年 10月 14 日

付け原規規発第 2010147 号にて認可された柏崎刈羽原子力発電所第 7号機の設計及び工事の計画

のⅤ-3-3-5-1-2-1「中央制御室待避室陽圧化装置（空気ボンベ）の強度計算書」による。 

 

 

 



 

 

K
6
 
①
 Ⅵ

-
3-
3
-
5-
1
-
2-
2
 
R0
 

 

 

 

 

Ⅵ-3-3-5-1-2-2 管の強度計算書 
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Ⅵ-3-3-5-1-2-2-1 管の基本板厚計算書 
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まえがき 

 

本資料は，7号機設備，6,7 号機共用である中央制御室待避室陽圧化換気空調系の管の構造強度

が「実用発電用原子炉及びその附属施設の技術基準に関する規則」第 55 条に適合することを説明

するものである。 

中央制御室待避室陽圧化換気空調系の管の構造強度に関する説明は，令和 2年 10 月 14 日付け

原規規発第 2010147 号にて認可された柏崎刈羽原子力発電所第 7号機の設計及び工事の計画のⅤ

-3-3-5-1-2-2-1「管の基本板厚計算書」による。 
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Ⅵ-3-3-5-1-2-2-2 管の応力計算書 
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まえがき 

 

本資料は，7号機設備，6,7 号機共用である中央制御室待避室陽圧化換気空調系の管の構造強度

が「実用発電用原子炉及びその附属施設の技術基準に関する規則」第 55 条に適合することを説明

するものである。 

中央制御室待避室陽圧化換気空調系の管の構造強度に関する説明は，令和 2年 10月 14 日付け

原規規発第 2010147 号にて認可された柏崎刈羽原子力発電所第 7号機の設計及び工事の計画のⅤ

-3-3-5-1-2-2-2「管の応力計算書」による。  
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Ⅵ-3-3-5-1-2-2-3 管の強度計算書（可搬型） 
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(1) 管の強度計算書（可搬型）（完成品を除く） 

(2) 管の強度計算書（可搬型）（完成品として一般産業品の規格及び基準へ

の適合性確認結果） 
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(1) 管の強度計算書（可搬型）（完成品を除く） 
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1. 概要 

本資料は，7号機設備，6,7 号機共用である中央制御室待避室陽圧化換気空調系の管の構造強度

が「実用発電用原子炉及びその附属施設の技術基準に関する規則」第 55 条及び第 58条に適合す

ることを説明するものである。 

中央制御室待避室陽圧化換気空調系の管の構造強度に関する説明は，令和 2年 10月 14 日付け

原規規発第 2010147 号にて認可された柏崎刈羽原子力発電所第 7号機の設計及び工事の計画のⅤ

-3-3-5-1-2-2-3「管の強度計算書（可搬型）」による。 
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(2) 管の強度計算書（可搬型）（完成品として一般産業品の規格及び基準へ

の適合性確認結果） 
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1. 概要 

本資料は，7号機設備，6,7 号機共用である中央制御室待避室陽圧化換気空調系の管の構造強度

が「実用発電用原子炉及びその附属施設の技術基準に関する規則」第 55 条及び第 58条に適合す

ることを説明するものである。 

中央制御室待避室陽圧化換気空調系の管の構造強度に関する説明は，令和 2年 10月 14 日付け

原規規発第 2010147 号にて認可された柏崎刈羽原子力発電所第 7号機の設計及び工事の計画のⅤ

-3-3-5-1-2-2-3「管の強度計算書（可搬型）」による。 
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Ⅵ-3-3-5-1-3 緊急時対策所換気空調系の強度計算書 
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Ⅵ- 3-3-5-1-3-1 5 号機原子炉建屋内緊急時対策所（対策本部） 

陽圧化装置（空気ボンベ）及び 5号機原子炉

建屋内緊急時対策所（待機場所）陽圧化装置

（空気ボンベ）の強度計算書 
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1. 概要 

本資料は，5号機原子炉建屋内緊急時対策所（対策本部）陽圧化装置（空気ボンベ）（「7号機設

備，6,7 号機共用」（以下同じ。））及び 5号機原子炉建屋内緊急時対策所（待機場所）陽圧化装置

（空気ボンベ）（「7 号機設備，6,7 号機共用」（以下同じ。））の構造強度が「実用発電用原子炉及

びその附属施設の技術基準に関する規則」第 55 条及び第 58 条に適合することを説明するもので

ある。 

5 号機原子炉建屋内緊急時対策所（対策本部）陽圧化装置（空気ボンベ）及び 5 号機原子炉建

屋内緊急時対策所（待機場所）陽圧化装置（空気ボンベ）の構造強度に関する説明は，令和 2年

10 月 14 日付け原規規発第 2010147 号にて認可された柏崎刈羽原子力発電所第 7 号機の設計及び

工事の計画のⅤ-3-3-5-1-3-1「5 号機原子炉建屋内緊急時対策所（対策本部）陽圧化装置（空気

ボンベ）及び 5 号機原子炉建屋内緊急時対策所（待機場所）陽圧化装置（空気ボンベ）の強度計

算書」による。 
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Ⅵ-3-3-5-1-3-2 管の強度計算書 
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公開できません。 
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Ⅵ-3-3-5-1-3-2-1 管の基本板厚計算書 

 

 

 

 



 

1 

K
6
 
①
 Ⅵ

-
3-
3
-
5-
1
-
3-
2
-
1 
R
0
E 

 

まえがき 

 

本資料は，7号機設備，6,7 号機共用である緊急時対策所換気空調系の管の構造強度が「実用発

電用原子炉及びその附属施設の技術基準に関する規則」第 55条に適合することを説明するもので

ある。 

緊急時対策所換気空調系の管の構造強度に関する説明は，令和 2年 10月 14 日付け原規規発第

2010147 号にて認可された柏崎刈羽原子力発電所第 7 号機の設計及び工事の計画のⅤ

-3-3-5-1-3-2-1「管の基本板厚計算書」による。 
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Ⅵ-3-3-5-1-3-2-2 管の応力計算書 
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本資料は，7号機設備，6,7 号機共用である緊急時対策所換気空調系の管の構造強度が「実用発

電用原子炉及びその附属施設の技術基準に関する規則」第 55 条に適合することを説明するもの

である。 

緊急時対策所換気空調系の管の構造強度に関する説明は，令和 2年 10月 14 日付け原規規発第

2010147 号にて認可された柏崎刈羽原子力発電所第 7 号機の設計及び工事の計画のⅤ-3-3-5-1-

3-2-2「管の応力計算書」による。 
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Ⅵ-3-3-5-1-3-2-3 管の強度計算書（可搬型） 
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(1) 管の強度計算書（可搬型）（完成品を除く） 

(2) 管の強度計算書（可搬型）（完成品として一般産業品の規格及び基準へ

の適合性確認結果） 
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(1) 管の強度計算書（可搬型）（完成品を除く） 
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1. 概要 

本資料は，7 号機設備，6,7 号機共用である緊急時対策所換気空調系の管の構造強度が「実用発電

用原子炉及びその附属施設の技術基準に関する規則」第 55 条及び第 58 条に適合することを説明する

ものである。 

緊急時対策所換気空調系の管の構造強度に関する説明は，令和 2 年 10 月 14 日付け原規規発第

2010147 号にて認可された柏崎刈羽原子力発電所第 7 号機の設計及び工事の計画のⅤ-3-3-5-1-3-2-3

「管の強度計算書（可搬型）」による。 
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(2) 管の強度計算書（可搬型）（完成品として一般産業品の規格及び基準へ

の適合性確認結果） 

 

 

 

  



 

 

K
6
 
①
 Ⅵ

-
3-
3
-
5-
1
-
3-
2
-
3(
2
)
 
R
0 

 

目  次 

 

 1. 概要  ·······································································   1 

 

 

  



 

1 

K
6
 
①
 Ⅵ

-
3-
3
-
5-
1
-
3-
2
-
3(
2
)
 
R
0
E 

1. 概要 

本資料は，7号機設備，6,7 号機共用である緊急時対策所換気空調系の管の構造強度が「実用発

電用原子炉及びその附属施設の技術基準に関する規則」第 55 条及び第 58条に適合することを説

明するものである。 

緊急時対策所換気空調系の管の構造強度に関する説明は，令和 2年 10月 14 日付け原規規発第

2010147 号にて認可された柏崎刈羽原子力発電所第 7 号機の設計及び工事の計画のⅤ-3-3-5-1-

3-2-3「管の強度計算書（可搬型）」による。 
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Ⅵ-3-3-5-2 その他の放射線管理施設の強度についての説明書 
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Ⅵ-3-3-5-2-1 中央制御室隔離ダンパの強度計算書
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まえがき

本書は，工事計画認可申請書に添付する中央制御室隔離ダンパの強度計算について説明するもの

である。

本書は，以下により構成される。

  (1) 中央制御室隔離ダンパの強度計算書

  (2) 中央制御室隔離ダンパ（7号機設備）の強度計算書
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(1) 中央制御室隔離ダンパの強度計算書
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 1. 概要

  本資料は，U41-DAM601A,B（6,7号機共用），U41-DAM602A,B（6,7号機共用）及び U41-

DAM604A,B（6,7号機共用）の強度が「実用発電用原子炉及びその附属施設の技術基準に

関する規則」第 55条に適合することを説明するものである。

 U41-DAM601A,B（6,7 号機共用），U41-DAM602A,B（6,7号機共用）及び U41-DAM604A,B

（6,7号機共用）の強度に関する説明は，令和 2 年 10 月 14 日付け原規規発第

2010147 号にて認可された柏崎刈羽原子力発電所第 7号機の設計及び工事の計画のⅤ-

3-3-5-2-1「中央制御室隔離ダンパの強度計算書」による。
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(2) 中央制御室隔離ダンパ（7 号機設備）の強度計算書
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1. 概要

  本資料は，U41-F001A,B（7号機設備，6,7号機共用），U41-F002A,B（7号機設備，6,7 号機共

用）及び U41-F003A,B（7号機設備，6,7号機共用）の強度が「実用発電用原子炉及びその附属施

設の技術基準に関する規則」第 55条に適合することを説明するものである。

  U41-F001A,B（7号機設備，6,7号機共用），U41-F002A,B（7号機設備，6,7 号機共用）及び U41-

F003A,B（7号機設備，6,7号機共用）の強度に関する説明は，令和 2 年 10 月 14 日付け原規規

発第 2010147 号にて認可された柏崎刈羽原子力発電所第 7 号機の設計及び工事の計画のⅤ-3-3-

5-2-1「中央制御室隔離ダンパの強度計算書」による。
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Ⅵ-3-3-5-2-2 中央制御室外気取入れ・排気ダクトの強度計算書 
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まえがき 

 

本書は，工事計画認可申請書に添付する中央制御室外気取入れ・排気ダクトの強度計算に

ついて説明するものである。 

本書は，以下により構成される。 

 

  (1) 中央制御室外気取入れ・排気ダクトの強度計算書 

  (2) 中央制御室外気取入れ・排気ダクト（7号機設備）の強度計算書 
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(1) 中央制御室外気取入れ・排気ダクトの強度計算書 
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1. 概要 

本資料は，中央制御室換気空調系（中央制御室外気取入ダクト）（6,7 号機共用）及び

中央制御室換気空調系（中央制御室排気ダクト）（6,7 号機共用）の強度が「実用発電用

原子炉及びその附属施設の技術基準に関する規則」第 55 条に適合することを説明するも

のである。 

 中央制御室換気空調系（中央制御室外気取入ダクト）及び中央制御室換気空調系（中

央制御室排気ダクト）の強度に関する説明は，令和 2 年 10 月 14 日付け原規規発第

2010147 号にて認可された柏崎刈羽原子力発電所第 7号機の設計及び工事の計画のⅤ-3-

3-5-2-2「中央制御室外気取入れ・排気ダクトの強度計算書」による。 
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(2) 中央制御室外気取入れ・排気ダクト（7号機設備）の強度計算書 
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1. 概要 

本資料は，中央制御室換気空調系（中央制御室外気取入ダクト）（7号機設備，6,7 号機共用）

及び中央制御室換気空調系（中央制御室排気ダクト）（7号機設備，6,7 号機共用）の強度が「実

用発電用原子炉及びその附属施設の技術基準に関する規則」第 55 条に適合することを説明する

ものである。 

中央制御室換気空調系（中央制御室外気取入ダクト）及び中央制御室換気空調系（中央制御室

排気ダクト）の強度に関する説明は，令和 2 年 10 月 14 日付け原規規発第 2010147 号にて認可

された柏崎刈羽原子力発電所第 7号機の設計及び工事の計画のⅤ-3-3-5-2-2「中央制御室外気取

入れ・排気ダクトの強度計算書」による。 
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Ⅵ-3-3-6 原子炉格納施設の強度に関する説明書 
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Ⅵ-3-3-6-1 原子炉格納容器の強度計算書 
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Ⅵ-3-3-6-1-1 原子炉格納容器本体の強度計算書 
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Ⅵ-3-3-6-1-1-1 原子炉格納容器コンクリート部の強度計算書 
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1. 概要 

本資料は，原子炉格納容器コンクリート部の強度計算書である。 

設計基準対象施設としては，平成 4 年 3 月 27 日付け 3 資庁 13033 号にて認可された工

事計画の添付書類Ⅳ-1-3「原子炉格納施設の基礎に関する説明書」及びⅣ-3-4-1-1 

「原子炉格納容器コンクリート部の強度計算書」（以下「既工認」という。）に評価結

果があり，強度が十分であることを確認している。 

以下，重大事故等クラス２容器として，Ⅵ-1-8-1「原子炉格納施設の設計条件に関す

る説明書」及びⅥ-3-1-5「重大事故等クラス２機器及び重大事故等クラス２支持構造物

の強度計算の基本方針」に基づき，原子炉格納容器コンクリート部の強度評価を示す。 
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2. 基本方針 

2.1 位置 

原子炉格納容器は，原子炉建屋の一部を構成している。原子炉格納容器を含む原子

炉建屋の設置位置を図 2－1 に示す。 

 

 

図 2－1 原子炉格納容器を含む原子炉建屋の設置位置 
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2.2 構造概要 

原子炉格納容器は，コンクリート部が耐圧，耐震及び遮蔽の機能を有し，コンクリ

ート部に内張りした鋼板であるライナプレートが漏えい防止の機能を有する鉄筋コン

クリート製原子炉格納容器（以下「RCCV」という。）である。 

コンクリート部は，シェル部，トップスラブ部及び底部から構成され，シェル部は，

原子炉建屋の床と接合されている。また，トップスラブ部の一部は，使用済燃料貯蔵

プール，蒸気乾燥器・気水分離器ピット等を兼ねる構造となっている。底部は，底部

以外の原子炉建屋の基礎（以下「周辺部基礎」という。）とともに原子炉建屋基礎ス

ラブを構成している。この基礎スラブの上部構造物として，原子炉本体基礎（以下

「RPV 基礎」という。），原子炉建屋の外壁（以下「ボックス壁」という。），RCCV

とボックス壁の間の耐震壁（以下「中間壁」という。）等が配置されている。 

RCCV の内径は 29.0m，底部上端からトップスラブ部下端までの高さは 29.5m，ドラ

イウェル上鏡を含めた全体高さは約 36m である。また，シェル部の厚さは 2.0m，トッ

プスラブ部の厚さは 2.2m（一部 2.4m），底部の厚さは 5.5m である。RCCV の概略平面

図及び概略断面図を図 2－2 及び図 2－3 に示す。 

RCCV の内部は，ダイヤフラムフロア及び原子炉本体基礎によりドライウェルとサプ

レッションチェンバに区分されている。 
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注 1 ：ハッチング部分は，RCCV を示す。 

注 2 ：東京湾平均海面を，以下「T.M.S.L.」という。 

注記＊：原子炉圧力容器を，以下「RPV」という。 

図 2－2 RCCV の概略平面図（T.M.S.L.-8.2m）（単位：m） 
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注：ハッチング部分は，RCCV を示す。 

図 2－3 RCCV の概略断面図（A-A 断面）（単位：m） 
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2.3 適用規格・基準等 

本評価において，適用する規格・基準等を以下に示す。 

・コンクリート製原子炉格納容器に関する構造等の技術基準（平成 2 年 10 月 22 日 

通商産業省告示第４５２号）（以下「告示第４５２号」という。） 
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3. 応力解析による評価方法 

3.1 評価対象部位及び評価方針 

RCCV の応力解析による評価対象部位はシェル部，トップスラブ部，底部，貫通部及

び局部とし，3 次元 FEM モデルを用いた弾塑性応力解析を行い，以下の方針に基づき

断面の評価を行う。 

重大事故等対処施設としての評価においては，荷重状態Ⅴの地震時以外における評

価に関する荷重の組合せ＊に対する評価を行うこととし，発生する応力又はひずみが，

告示第４５２号に基づいて設定した荷重状態Ⅳの許容値を超えないことを確認する。 

 

 

注記＊：発電用原子炉施設が重大事故に至るおそれがある事故，又は重大事故の状

態で，重大事故等対処施設の機能が必要とされる状態（本評価では，Ⅵ-

1-8-1「原子炉格納施設の設計条件に関する説明書」の「5.2 荷重の組合

せ」に示す重大事故等時の荷重の組合せ表に従う。）における組合せ

No.V(S)-1～3 に相当する。 
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3.2 荷重及び荷重の組合せ 

3.2.1 荷重 

(1) 通常荷重 

a. 死荷重及び活荷重（ＤＬ） 

    死荷重及び活荷重は，既工認に基づき，次のものを考慮する。 

 

・鉄筋コンクリート構造体の自重・・・・23.5kN/m3 

・ライナプレート及びライナアンカの自重並びに RCCV にとりつく機器配管等

の付加重量 

・サプレッションプール内静水圧（水深 7.1m） 

・使用済燃料貯蔵プール，原子炉ウェル及び蒸気乾燥器・気水分離器ピット

の自重，内部機器重量及び内容水による静水圧（水面を T.M.S.L.31.7m よ

り 0.31m 下りとする。） 

・床スラブを介して伝わる自重並びに機器及び配管の重量 

・ダイヤフラムフロアを介して伝わる自重並びに機器及び配管の重量 

・ボックス壁，RCCV，中間壁，柱等から作用する上部構造物の自重並びに機

器及び配管の重量 

・基礎スラブ上の機器，配管等の重量 

・浮力・・・・53.9kN/m2 

 

 

  



 

9 

K
6
 
①
 Ⅵ

-
3-
3
-
6-
1
-
1-
1
 
R0
 

b. 静止土圧荷重（Ｅ０） 

原子炉建屋は，地下外壁に静止土圧が作用する。静止土圧荷重は，「原子力

発電所耐震設計技術指針 ＪＥＡＧ４６０１-1991 追補版」（（社）日本電気

協会）を参考に算出する。原子炉建屋に作用する静止土圧による荷重分布を図

3－1 に示す。 

 

図 3－1 静止土圧による荷重分布 

 

  

T.M.S.L.-8.2m

T.M.S.L.12.0m 0 kN/m2

169 kN/m2
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(2) 重大事故等対処施設としての評価荷重 

a. 圧力（ＰＳＡ） 

重大事故等対処施設の評価に用いる圧力として，Ⅵ-1-8-1「原子炉格納施設

の設計条件に関する説明書」の「5.2 荷重の組合せ」に基づき，次の 2 つの値

を考慮する。 

ＰＳＡ１＝620kPa＊1  ·········································· （3．1） 

ＰＳＡ２＝310kPa＊2  ·········································· （3．2） 

 

注記＊1 ：Ⅵ-1-8-1「原子炉格納施設の設計条件に関する説明書」の「5.2 荷

重の組合せ」に基づき，内圧 620kPa（限界圧力）とする。 

＊2 ：Ⅵ-1-8-1「原子炉格納施設の設計条件に関する説明書」の「5.2 荷

重の組合せ」に基づき，内圧 310kPa（最高使用圧力）とする。 
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b. 配管荷重（ＲＳＡ） 

重大事故等対処施設の評価に用いる，主蒸気配管及び給水配管の貫通部に加

わる荷重として，表 3－1 に示す値を考慮する。 

 

表 3－1 配管荷重（ＲＳＡ） 

記号 配管 
Ｎ 

(kN) 

Ｑ 

(kN) 

Ｍｔ 

(kN･m) 

Ｍ 

(kN･m) 

ＲＳＡ 
主蒸気配管 1177 197 393 785 

給水配管 393 148 295 491 

注 1 ：Ｎ，Ｑ，Ｍｔ及びＭは，下図に示すとおりである。 

注 2 ：数値は，1 本当たりの絶対値を示す。 

注 3 ：開口部の位置，開口径は「5.1 貫通部」に示す。 

注 4 ：Ｍ（曲げモーメント）については，せん断力による効果も併せて考

慮した。 
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c. 水圧荷重（ＨＳＳＡ） 

重大事故等対処施設の評価に用いる原子炉格納容器内の水圧荷重は，死荷重

として考慮している静水圧との差分として考慮し，次の水深に応じて各部に作

用させるものとする。なお，この水深は，Ⅵ-3-3-6-1-1-2「原子炉格納容器ラ

イナ部の強度計算書」，Ⅵ-3-3-6-1-2-4「サプレッションチェンバ出入口の強

度計算書」等における水位と整合している。 

・下部ドライウェル    水深  

・サプレッションプール  水深  

 

d. 水力学的動荷重（ＨＳＡ） 

重大事故等対処施設の評価に用いる，サプレッションプール部に考慮する水

力学的動荷重は，Ⅵ-1-8-1「原子炉格納施設の設計条件に関する説明書」の

「4.3.9 重大事故等時に加わる動荷重」より，設計基準対象施設としての原

子炉冷却材喪失事故時荷重及び逃がし安全弁作動時荷重に対して，重大事故等

時の水位上昇を考慮し，保守的に次の値とする。 

・逃がし安全弁作動時荷重（ＨＳＡ１）  

・蒸気凝縮振動荷重（ＨＳＡ２１）  

・チャギング荷重（ＨＳＡ２２）  
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3.2.2 荷重の組合せ 

荷重の組合せを表 3－2 に示す。 

 

表 3－2 荷重の組合せ 

荷重

状態 
荷重時 

荷重 

番号 
荷重の組合せ 

Ⅴ 

異常時(1) 1 ＤＬ＋Ｅ０＋ＰＳＡ１＋ＲＳＡ＋ＨＳＳＡ＋ＨＳＡ２２ 

異常時(2) 2 ＤＬ＋Ｅ０＋ＰＳＡ２＋ＲＳＡ＋ＨＳＳＡ＋ＨＳＡ１＋ＨＳＡ２２ 

異常時(3) 3 ＤＬ＋Ｅ０＋ＰＳＡ１＋ＲＳＡ＋ＨＳＳＡ＋ＨＳＡ２１ 

 

ＤＬ  ：死荷重及び活荷重 

Ｅ０  ：静止土圧荷重 

ＰＳＡ１及びＰＳＡ２ ：圧力 

ＲＳＡ  ：配管荷重 

ＨＳＳＡ  ：水圧荷重 

ＨＳＡ１  ：逃がし安全弁作動時荷重 

ＨＳＡ２１  ：蒸気凝縮振動荷重 

ＨＳＡ２２  ：チャギング荷重 

  



 

14 

K
6
 
①
 Ⅵ

-
3-
3
-
6-
1
-
1-
1
 
R0
 

3.3 許容限界 

応力解析による評価における RCCV の許容限界は，発生する応力及びひずみについて

告示第４５２号に基づく荷重状態Ⅳの許容値とする。 

コンクリート及び鉄筋の許容応力度を表 3－3 及び表 3－4 にコンクリート及び鉄筋

の許容ひずみを表 3－5 に示す。 

 

表 3－3 コンクリートの許容応力度 

                    （単位：N/mm2） 

荷重 

状態 
部位 

設計基準強度 

Ｆｃ 
圧縮 せん断 

Ⅴ 

シェル部 

トップスラブ部 
32.3 21.4＊ 1.21 

底部 29.4 ― 1.17 

注記＊：膜力の検討に用いる許容圧縮応力度を示す。 

 

 

表 3－4 鉄筋の許容応力度 

                     （単位：N/mm2） 

荷重状態 

引張及び圧縮 面外せん断補強 

SD35 

（SD345 相当） 

SD40 

（SD390 相当） 

SD35 

（SD345 相当） 

Ⅴ 345 390 295 

 

表 3－5 コンクリート及び鉄筋の許容ひずみ 

荷重 

状態 

コンクリート 

（圧縮ひずみ） 

鉄筋 

（圧縮ひずみ及び引張ひずみ） 

Ⅴ 0.003 0.005 

 

 

 

  



 

15 

K
6
 
①
 Ⅵ

-
3-
3
-
6-
1
-
1-
1
 
R0
 

3.4 解析モデル及び諸元 

3.4.1 モデル化の基本方針 

(1) 基本方針 

応力解析は，3次元 FEMモデルを用いた弾塑性応力解析を実施する。解析には，

解析コード「ＡＢＡＱＵＳ」を用いる。また，解析コードの検証及び妥当性確認

の概要については，Ⅵ-3「強度に関する説明書」のうち別紙「計算機プログラム

（解析コード）の概要」に示す。 

応力解析モデルは，RCCV，使用済燃料貯蔵プール，蒸気乾燥器・気水分離器ピ

ット，ダイヤフラムフロア，RPV 基礎及び基礎スラブを一体としたモデルである。

応力解析における評価対象部位は，RCCV シェル部，トップスラブ部及び底部であ

るが，各部の荷重伝達を考慮するために周辺部を含むモデルを用いることとした。

また，シェル部では「5.1 貫通部」に示す大開口や小開口をモデル化する。解

析モデルを図 3－2 に示す。 

 

(2) 使用要素 

解析モデルに使用する FEM 要素は，積層シェル要素とする。使用する要素は四

辺形及び三角形で，この要素は鉄筋層をモデル化した異方性材料による積層シェ

ル要素である。 

各要素には，板の曲げと膜応力を同時に考えるが，板の曲げには面外せん断変

形の影響も考慮する。 

解析モデルの節点数は 8201，要素数は 11507 である。 

 

(3) 境界条件 

3 次元 FEM モデルの基礎スラブ底面に，振動アドミッタンス理論に基づく静的

地盤ばねを離散化して，水平方向及び鉛直方向のばねを設ける。 

また，3 次元 FEM モデルの上部構造物に対する周辺床及び外壁の剛性並びに基

礎スラブに対する上部構造物の剛性を考慮する。中間壁の脚部位置については，

はり要素を設ける。 
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(a) 全体鳥瞰図 

 

 

(b) 全体断面図 

図 3－2 解析モデル（1/3）  

Ｎ 

Ｅ 

Ｎ 

Ｅ 
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(c) トップスラブ部要素分割図 

 

 

 

(d) シェル部要素分割図（90°側） 

図 3－2 解析モデル（2/3） 
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注：太線部は耐震壁の位置を示す。 

(e) 基礎スラブ要素分割図 

図 3－2 解析モデル（3/3）  

Ｘ 

Ｙ 



 

19 

K
6
 
①
 Ⅵ

-
3-
3
-
6-
1
-
1-
1
 
R0
 

3.4.2 解析諸元 

使用材料の物性値を表 3－6 及び表 3－7 に示す。なお，コンクリートの圧縮強

度及びヤング係数並びに鉄筋のヤング係数は，図 3－3 に示す重大事故等時の温度

分布を考慮し，要素ごとの平均温度に基づいて低減し与える。コンクリートの圧

縮強度の低減率については，Eurocode（引用文献(1)参照）に基づき，表 3－8 の

とおり設定する。コンクリートの剛性の低減率については，Eurocode に記載の圧

縮強度低減率及び圧縮強度時ひずみに基づき，各温度の応力－ひずみ関係を作成

して，コンクリート強度の 1/3 の点での割線剛性を求め，表 3－9 のとおり設定す

る。鉄筋の降伏点及び剛性の低減率については，Eurocode に基づき，表 3－10 及

び表 3－11 のとおり設定する。 

 

表 3－6 コンクリートの物性値 

諸元 
物性値 

上部構造物 基礎スラブ 

設計基準強度 

(N/mm2) 
32.3 29.4 

ヤング係数 

(N/mm2) 
3.05×104 ＊1 2.91×104 ＊2 

ポアソン比 0.167 0.167 

注記＊1 ：剛性はコンクリートの実強度（43.1N/mm2）に基づく。 

＊2 ：剛性はコンクリートの実強度（39.2N/mm2）に基づく。 

 

表 3－7 鉄筋の物性値 

（単位：N/mm2） 

諸元 物性値 

鉄筋の種類 
SD40（SD390 相当） 

SD35（SD345 相当） 

ヤング係数 2.05×105 
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（単位：℃） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

注記＊1 ：Ⅵ-1-1-7「安全設備及び重大事故等対処設備が使用される条件の下におけ

る健全性に関する説明書」の「2.3 環境条件等」に基づく原子炉建屋原

子炉区域内の重大事故等対処設備の環境温度による。 

＊2 ：Ⅵ-1-1-7「安全設備及び重大事故等対処設備が使用される条件の下におけ

る健全性に関する説明書」の「2.3 環境条件等」に基づく原子炉格納容

器内の重大事故等対処設備の環境温度による。 

＊3 ：平成 4 年 3 月 27 日付け 3 資庁第 13033 号にて認可された工事計画の添付

書類Ⅳ-1-3「原子炉格納施設の基礎に関する説明書」に基づく温度によ

る。 

＊4 ：Ⅵ-1-1-7「安全設備及び重大事故等対処設備が使用される条件の下におけ

る健全性に関する説明書」の「2.3 環境条件等」に基づく屋外の重大事

故等対処設備の環境温度による。 

 

図 3－3 重大事故等時の温度分布 

  

部位 温度 

Ｔ１ 使用済燃料貯蔵プール 77＊1 

Ｔ２ 
蒸気乾燥器・気水分離器

ピット 
77＊1 

Ｔ３ 原子炉ウェル 77＊1 

Ｔ４ ドライウェル 200＊2 

Ｔ５ サプレッションチェンバ 200＊2 

Ｔ６ 建屋室内 66＊1 

Ｔ７ 地盤 15.5
＊3
 

Ｔ８ 外気 40
＊4
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表 3－8 コンクリートの圧縮強度の低減率 

要素の平均温度 

(℃) 

圧縮強度 

低減率 

圧縮強度 
(N/mm2) 

上部構造物 基礎スラブ 

20～65 1.00 32.3 29.4 

100 1.00 32.3 29.4 

200 0.95 30.7 27.9 

 

表 3－9 コンクリートの剛性の低減率 

要素の平均温度 

(℃) 

剛性 

低減率 

ヤング係数 
(×104N/mm2) 

上部構造物＊1 基礎スラブ＊2 

20～65 1.00 3.05 2.91 

100 0.63 1.92 1.83 

200 0.43 1.31 1.25 

注記＊1 ：低減前の剛性はコンクリートの実強度（43.1N/mm2）に基づく。 

  ＊2 ：低減前の剛性はコンクリートの実強度（39.2N/mm2）に基づく。 

 

表 3－10 鉄筋の降伏点の低減率 

要素の平均温度 

(℃) 

降伏点 

低減率 

降伏点 
(N/mm2) 

SD35 

（SD345相当） 

SD40 

（SD390相当） 

20～65 1.00 345 390 

100 1.00 345 390 

200 1.00 345 390 

 

表 3－11 鉄筋の剛性の低減率 

要素の平均温度 

(℃) 

剛性 

低減率 

ヤング係数 
(×105N/mm2) 

SD40（SD390相当） 

SD35（SD345相当） 

20～65 1.00 2.05 

100 1.00 2.05 

200 0.90 1.85 
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3.4.3 材料構成則 

使用するコンクリートと鉄筋の材料構成則を図 3－4 に示す。 

 

応力σ

（N/mm2）

ひずみε

（×10-6） -3000 -2000
0

‐0.85Fc

0.38  Fc

 

Ｆｃ：コンクリートの設計基準強度 

 

項目 設定 

圧縮強度 -0.85Ｆｃ（告示第４５２号） 

終局圧縮ひずみ -3000×10-6（告示第４５２号） 

圧縮側のコンクリート構成則 
CEB-FIP Model code に基づき設定

（引用文献(2)参照） 

ひび割れ発生後の引張軟化曲線 
出雲ほか（1987）による式 

（ｃ＝0.4）（引用文献(3)参照） 

引張強度 

σｔ＝0.38 Ｆｃ（「鉄筋コンクリ

ート構造計算規準・同解説 －許

容応力度設計法－」（（社）日本

建築学会，1999 改定）） 

 

注 1 ：引張方向の符号を正とする。 

注 2 ：強度及び剛性は表 3－8 及び表 3－9 に基づき低減する。 

(a) コンクリートの応力－ひずみ関係 

 

図 3－4 材料構成則（1/2） 
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・鉄筋の構成則：バイリニア型 

・終局ひずみ：±5000×10-6（告示第４５２号） 

応力σ

（N/mm2）

ひずみε

（×10-6）-5000
0

‐σｙ

5000

σｙ

 

σy：鉄筋の降伏強度 

 

注 1 ：引張方向の符号を正とする。 

注 2 ：降伏強度及び剛性は表 3－10 及び表 3－11 に基づき低減する。 

(b) 鉄筋の応力－ひずみ関係 

 

図 3－4 材料構成則（2/2） 
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3.5 評価方法 

3.5.1 応力解析方法 

RCCV について，3 次元 FEM モデルを用いた弾塑性応力解析を実施する。 

荷重の入力は，モデル上の各節点又は各要素に，集中荷重又は分布荷重として

入力する。 

 

3.5.2 断面の評価方法 

RCCV の断面の評価に用いる応力は，3 次元 FEM モデルを用いた応力解析により

得られた各荷重による断面力（軸力，曲げモーメント及びせん断力）とする。ト

ップスラブ部，底部及びシェル部の断面力成分を図 3－5 に示す。 
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(a) トップスラブ部及び底部 

 

(b) シェル部 

図 3－5 トップスラブ部，底部及びシェル部の断面力成分 

 

kN･m/m 

kN/m 

kN/m 

kN/m 

kN/m2 

m 

N/mm2 

Ｍｘ，Ｍｙ：曲げモーメント kN･m/m   Ｍｒ，Ｍθ：曲げモーメント kN･m/m 

Ｑｘ，Ｑｙ：せん断力  kN/m    Ｑｒ，Ｑθ：せん断力  kN/m 

Ｎｘ，Ｎｙ：軸力   kN/m    Ｎｒ，Ｎθ：軸力    kN/m 

応力の符号（矢印の方向を正とする。） 

 

 

 

ｙ軸 

ｘ軸 

ｘ軸 

ｚ軸 

ｚ軸 
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(1) シェル部 

膜力及び曲げモーメントによる鉄筋及びコンクリートのひずみ，膜力による圧

縮応力度，面内せん断力並びに面外せん断力を算定し，告示第４５２号に基づき

設定した各許容値を超えないことを確認する。 

 

a. 膜力及び曲げモーメントに対する断面の評価方法 

各断面は，子午線方向及び円周方向各々について，膜力及び曲げモーメント

を受ける鉄筋コンクリート造長方形仮想柱として算定する。この場合，膜力は

同時に作用する面内せん断力の影響を考慮して，等価膜力として評価する。 

膜力と面内せん断力の関係図を図 3－6 に示す。 

等価膜力及び曲げモーメントによる引張応力度及び圧縮応力度については，

告示第４５２号の第 10 条第二号に基づき，表 3－5 に示す許容ひずみを超えな

いことを確認する。 

 

Ｎφ
＊＝Ｎφ±|Ｎφθ|  ····································· （3．3） 

Ｎθ
＊＝Ｎθ±|Ｎφθ|  ····································· （3．4） 

ここで， 

Ｎφ
＊，Ｎθ

＊ ：φ，θ方向の等価膜力 

Ｎφ，Ｎθ ：φ，θ方向の膜力 

Ｎφθ ：面内せん断力 

（φ方向は子午線方向，θ方向は円周方向とする） 

 

 

図 3－6 膜力と面内せん断力の関係図 

 

 

 

  

子
午
線
方
向

円周方向

Ｎφ

Ｎφθ

Ｎφθ

Ｎθ

Ｎθ

Ｎφθ

Ｎφθ

Ｎφ
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b. 膜力に対する断面の評価方法 

膜力による圧縮応力度については，告示第４５２号の第 10 条第四号に基づき，

コンクリートの設計基準強度の 2/3 倍を超えないことを確認する。 

 

c. 面内せん断力に対する断面の評価方法 

断面の評価は，告示第４５２号の第 10 条第六号に基づき行う。告示第４５２

号の従来単位系の評価式については，「発電用原子力設備規格 コンクリート

製原子炉格納容器規格」（（社）日本機械学会，2003）（以下「CCV 規格」と

いう。）の該当する SI 単位系の評価式を適用する。 

面内せん断応力度が，CVE-3512.2-1 及び CVE-3512.2-2 より計算した終局面内

せん断応力度のいずれか小さい方の値を超えないことを確認する。 

 

τ
ｕ
＝0.5 ｐ

ｔφ
∙ｆ

ｙ
－σ

０φ
+ ｐ

ｔθ
∙ｆ

ｙ
－σ

０θ
 · （CVE-3512.2-1） 

τ
ｕ
＝1.10 Ｆｃ ··································· （CVE-3512.2-2） 

ここで， 

τｕ ：終局面内せん断応力度(N/mm2) 

ｐｔφ ：子午線方向主筋の鉄筋比 

ｐｔθ ：円周方向主筋の鉄筋比 

σ０φ ：外力により生じる子午線方向の膜応力度(N/mm2)（引張の場合のみ

を考慮し，符号を正とする） 

σ０θ ：外力により生じる円周方向の膜応力度(N/mm2)（引張の場合のみを

考慮し，符号を正とする） 

ｆｙ ：鉄筋の許容引張応力度及び許容圧縮応力度であり，表3－4に示す

値(N/mm2) 

Ｆｃ ：コンクリートの設計基準強度(N/mm2) 
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d. 面外せん断力に対する断面の評価方法 

断面の評価は，告示第４５２号の第 10 条第八号に基づき行う。告示第４５２

号の従来単位系の評価式については，CCV 規格の該当する SI 単位系の評価式を

適用する。 

面外せん断応力度が，CVE-3513.2-1 及び CVE-3513.2-2 より計算した終局面外

せん断応力度のいずれか小さい方の値を超えないことを確認する。 

 

τ
Ｒ
＝Φ 0.1 ｐ

ｔ
・ｆ

ｙ
－σ

０
＋0.5・ｐ

ｗ
・ｆ

ｙ
＋0.235 Ｆｃ   （CVE-3513.2-1） 

τ
Ｒ
＝1.10 Ｆｃ  ···································· （CVE-3513.2-2） 

ここで， 

τＲ ：終局面外せん断応力度(N/mm2) 

ｐｔ ：主筋の鉄筋比 

σ０ ：外力による膜応力度(N/mm2)（引張の符号を正とする） 

ｐｗ ：面外せん断力に対する補強筋の鉄筋比であって，次の計算式によ

り計算した値 

ｐｗ＝ａｗ／（ｂ・ｘ）  ··················· （CVE-3513.2-3） 

ａｗ ：面外せん断力に対する補強筋の断面積(mm2) 

ｂ ：断面の幅(mm) 

ｘ ：面外せん断力に対する補強筋の間隔(mm) 

Φ ：低減係数であり，次の計算式により計算した値 

（1を超える場合は1，0.58未満の場合は0.58とする） 

Φ＝1／ Ｍ／（Ｑ・ｄ）  ·················· （CVE-3513.2-4） 

Ｍ ：曲げモーメント(N･mm) 

Ｑ ：せん断力(N) 

ｄ ：断面の有効せい(mm) 

ｆｙ ：鉄筋の許容引張応力度及び許容圧縮応力度であり，表3－4に示す

値(N/mm2) 

Ｆｃ ：コンクリートの設計基準強度(N/mm2) 
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e. シェル部の基部の面外せん断力に対する断面の評価方法 

断面の評価は，告示第４５２号の第 10 条第十号に基づき行う。告示第４５２

号の従来単位系の評価式については，CCV 規格の該当する SI 単位系の評価式を

適用する。 

シェル部が底部に接続する部分に作用する軸対称荷重により生じる面外せん

断応力度が，CVE-3514.2-1 より計算した終局面外せん断応力度の値を超えない

ことを確認する。確認は，底部からシェル部の壁の厚さの 10 倍の高さまでの範

囲について行うこととする。 

 

τ
Ｈ
＝10・ｐ

ｔθ
・ｆ

ｙ
／ 13.2・ β −β   ·············  （CVE-3514.2-1） 

ここで， 

τＨ ：終局面外せん断応力度(N/mm2) 

ｐｔθ ：円周方向主筋の鉄筋比 

β ：シェル部の壁の厚さの中心までの半径を壁の厚さで除した比であ

り，次の計算式により計算した値 

β＝ｒ／ｔ  ······························· （CVE-3514.2-2） 

ｔ ：シェル部の壁の厚さ(mm) 

ｒ ：シェル部の壁の厚さの中心までの半径(mm) 

ｆｙ ：鉄筋の許容引張応力度及び許容圧縮応力度であり，表3－4に示す

値(N/mm2) 
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(2) トップスラブ部及び底部 

軸力及び曲げモーメントによる鉄筋及びコンクリートのひずみ並びに面外せん

断力を算定し，告示第４５２号に基づき設定した各許容値を超えないことを確認

する。 

 

a. 軸力及び曲げモーメントに対する断面の評価方法 

軸力及び曲げモーメントによる鉄筋及びコンクリートのひずみが，告示第４

５２号の第 11 条第二号に基づき，表 3－5 に示す許容ひずみを超えないことを

確認する。 
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b. 面外せん断力に対する断面の評価方法 

断面の評価は，告示第４５２号の第 11 条第四号に基づき行う。告示第４５２

号の従来単位系の評価式については，CCV 規格の該当する SI 単位系の評価式を

適用する。 

面外せん断力が，CVE-3522-1 又は CVE-3522-2 より計算した許容面外せん断力

を超えないことを確認する。 

 

ＱＡ＝ｂ・ｊ・ｃｆｓ  ································ （CVE-3522-1） 

ここで， 

ＱＡ ：許容面外せん断力(N) 

ｂ ：断面の幅(mm) 

ｊ ：断面の応力中心間距離で，断面の有効せいの7/8倍の値(mm) 

ｃｆｓ ：コンクリートの許容せん断応力度で，表3－3に示す値(N/mm2) 

 

ＱＡ＝ｂ・ｊ{α・ｃｆｓ＋0.5・ｗｆｔ（ｐｗ－0.002）} ···· （CVE-3522-2） 

ここで， 

ｐｗ ：面外せん断力に対する補強筋の鉄筋比であり，次の計算式により

計算した値（0.002以上とし，0.012を超える場合は0.012として

計算する） 

ｐｗ＝ａｗ／（ｂ・ｘ）  ······················ （CVE-3522-3） 

ａｗ ：面外せん断力に対する補強筋の断面積(mm2) 

ｘ ：面外せん断力に対する補強筋の間隔(mm) 

ｗｆｔ ：面外せん断力に対する補強筋の許容引張応力度であり，表3－4に

示す値(N/mm2) 

α ：割増し係数であり，次の計算式により計算した値（2を超える場

合は2，1未満の場合は1とする。また，引張軸力が2N/mm2を超える

場合は1とする。） 

α＝
4

Ｍ／（Ｑ・ｄ）＋1
  ······················ （CVE-3522-4） 

Ｍ ：曲げモーメント(N･mm) 

Ｑ ：せん断力(N) 

ｄ ：断面の有効せい(mm) 

 

3 次元 FEM モデルを用いた応力の算定において，FEM 要素に応力集中等が見られ

る場合については，「原子力施設鉄筋コンクリート構造計算規準・同解説」

（（社）日本建築学会，2005 制定）を参考に，応力の再配分等を考慮してある一
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定の領域の応力を平均化したうえで断面の評価を行う。 
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4. 評価結果 

「3.5.2 断面の評価方法」に基づいた断面の評価結果を以下に示す。また，3 次元

FEM モデルの配筋領域図を図 4－1～図 4－3 に，配筋一覧を表 4－1～表 4－3 に示す。 

断面の評価結果を記載する要素を以下のとおり選定する。 

シェル部については，等価膜力及び曲げモーメントによる鉄筋及びコンクリートのひ

ずみ，膜力による圧縮応力度，面内せん断応力度，面外せん断応力度並びに基部の面外

せん断応力度に対する評価において，発生値に対する許容値の割合が最小となる要素を

それぞれ選定する。 

トップスラブ部及び底部については，軸力及び曲げモーメントによる鉄筋及びコンク

リートのひずみ並びに面外せん断応力度に対する評価において，発生値に対する許容値

の割合が最小となる要素をそれぞれ選定する。 

選定した要素の位置を図 4－4～図 4－6 に，評価結果を表 4－4～表 4－6 に示す。 

シェル部について，等価膜力及び曲げモーメントによる鉄筋及びコンクリートのひず

み，膜力による圧縮応力度，面内せん断応力度，面外せん断応力度並びに基部の面外せ

ん断応力度が，各許容値を超えないことを確認した。また，トップスラブ部及び底部に

ついて，軸力及び曲げモーメントによる鉄筋及びコンクリートのひずみ並びに面外せん

断応力度が，各許容値を超えないことを確認した。 
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図 4－1 配筋領域図（シェル部） 
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表 4－1 配筋一覧（シェル部） 

(a) 子午線（φ）方向 

T.M.S.L. 

(m) 
配筋＊ 

21.3 

3×320-D51 

11.0 

2×320-D51 

＋1×320-D41 

-8.2 

注記＊：内側及び外側とも，同一配筋である。 

 

(b) 円周（θ）方向 

T.M.S.L. 

(m) 
配筋＊ 

21.3 

2-D51@300 

17.7 

3-D51@300 

 8.7 

2-D51@300 

＋1-D41@300 

 4.5 

2-D51@300 

＋1-D41@600 
-8.2 

注記＊：内側及び外側とも，同一配筋である。 
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注：配筋は R4 通りに対して対称である。 

図 4－2 配筋領域図（トップスラブ部）（単位：m） 
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表 4－2 配筋一覧（トップスラブ部） 

(a) 主筋 

領域 方向 配筋＊ 

Ａ 
NS 3-D41@300 

EW 3-D41@300 

Ｂ 
NS 

1-D41@150 

＋2-D41@300 

EW 3-D41@300 

Ｃ 
NS 

2-D41@150 

＋1-D41@300 

EW 3-D41@300 

注記＊：上ば筋及び下ば筋とも，同一配筋である。 

 

(b) せん断補強筋 

領域 せん断補強筋 

ａ D19@300×300 

ｂ D19@150×150 
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(a) 主筋 

 

(b) せん断補強筋 

図 4－3 配筋領域図（底部）（単位：m）  
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表 4－3 配筋一覧（底部） 

(a) 主筋 

領域 
上ば筋 下ば筋 

方向 配筋 方向 配筋 

Ａ 

NS 3-D38@130 NS 5-D38@200 

EW 3-D38@130 EW 5-D38@200 

Ｂ 

放射 5×160-D38 NS 5-D38@200 

円周 
2-D38@200 

＋3-D38@400 
EW 5-D38@200 

Ｃ 

放射 5×320-D38 NS 5-D38@200 

円周 
2-D38@200 

＋3-D38@400 
EW 5-D38@200 

Ｄ 

放射 5×320-D38 NS 5-D38@200 

円周 5-D38@200 EW 5-D38@200 

 

(b) せん断補強筋 

領域 配筋 

ａ D35@200×80/周 

ｂ D35@200×160/周 

ｃ D35@200×160/周 

ｄ D35@400×400 
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(a) シェル部 

 

図 4－4 選定した要素の位置 荷重状態Ⅴ・異常時(1)（1/2） 
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(b) トップスラブ部 

 

 

(c) 底部 

 

図 4－4 選定した要素の位置 荷重状態Ⅴ・異常時(1)（2/2） 
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(a) シェル部 

 

図 4－5 選定した要素の位置 荷重状態Ⅴ・異常時(2)（1/2） 
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(b) トップスラブ部 

 

(c) 底部 

 

図 4－5 選定した要素の位置 荷重状態Ⅴ・異常時(2)（2/2） 
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(a) シェル部 

 

図 4－6 選定した要素の位置 荷重状態Ⅴ・異常時(3)（1/2） 
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(b) トップスラブ部 

 

 

(c) 底部 

 

図 4－6 選定した要素の位置 荷重状態Ⅴ・異常時(3)（2/2） 
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表 4－4 評価結果 荷重状態Ⅴ 異常時(1) 

 

  

部位 方向 要素番号 発生値 許容値

コンクリート圧縮ひずみ

(×10-3)
子午線 143 0.179 3.00

鉄筋引張ひずみ

(×10-3)
円周 30135 0.370 5.00

膜力
圧縮応力度

(N/mm2)
子午線 30095 1.03 21.4

面内せん断力
面内せん断応力度

(N/mm2)
― 30471 0.779 5.09

面外せん断力
面外せん断応力度

(N/mm2)
子午線 514 0.707 2.03

基部面外せん断力
面外せん断応力度

(N/mm2)
子午線 30017 0.687 2.11

コンクリート圧縮ひずみ

(×10-3)
NS 1401 0.404 3.00

鉄筋引張ひずみ

(×10-3)
NS 1430 0.473 5.00

面外せん断力
面外せん断応力度

(N/mm2)
NS 31402 1.68 2.58

コンクリート圧縮ひずみ

(×10-3)
放射 102151 0.200 3.00

鉄筋引張ひずみ

(×10-3)
EW 102151 0.146 5.00

面外せん断力
面外せん断応力度

(N/mm2)
放射 102250 0.736 1.17

底部

軸力
＋

曲げモーメント

評価項目

シェル部

等価膜力
＋

曲げモーメント

トップ
スラブ部

軸力
＋

曲げモーメント
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表 4－5 評価結果 荷重状態Ⅴ 異常時(2) 

 

  

部位 方向 要素番号 発生値 許容値

コンクリート圧縮ひずみ

(×10-3)
子午線 30057 0.167 3.00

鉄筋引張ひずみ

(×10-3)
円周 135 0.219 5.00

膜力
圧縮応力度

(N/mm2)
子午線 30095 1.74 21.4

面内せん断力
面内せん断応力度

(N/mm2)
― 95 0.610 5.36

面外せん断力
面外せん断応力度

(N/mm2)
子午線 5 0.605 2.12

基部面外せん断力
面外せん断応力度

(N/mm2)
子午線 16 0.610 2.11

コンクリート圧縮ひずみ

(×10-3)
NS 1401 0.101 3.00

鉄筋引張ひずみ

(×10-3)
NS 1401 0.0750 5.00

面外せん断力
面外せん断応力度

(N/mm2)
NS 31406 0.707 2.58

コンクリート圧縮ひずみ

(×10-3)
放射 102170 0.141 3.00

鉄筋引張ひずみ

(×10-3)
EW 102170 0.0874 5.00

面外せん断力
面外せん断応力度

(N/mm2)
放射 102259 0.451 1.17

底部

軸力
＋

曲げモーメント

評価項目

シェル部

等価膜力
＋

曲げモーメント

トップ
スラブ部

軸力
＋

曲げモーメント
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表 4－6 評価結果 荷重状態Ⅴ 異常時(3) 

 

  

部位 方向 要素番号 発生値 許容値

コンクリート圧縮ひずみ

(×10-3)
子午線 135 0.306 3.00

鉄筋引張ひずみ

(×10-3)
円周 156 0.415 5.00

膜力
圧縮応力度

(N/mm2)
子午線 30095 1.41 21.4

面内せん断力
面内せん断応力度

(N/mm2)
― 95 1.14 5.23

面外せん断力
面外せん断応力度

(N/mm2)
子午線 30172 0.932 1.94

基部面外せん断力
面外せん断応力度

(N/mm2)
子午線 30172 0.932 2.11

コンクリート圧縮ひずみ

(×10-3)
NS 1401 0.407 3.00

鉄筋引張ひずみ

(×10-3)
NS 1430 0.470 5.00

面外せん断力
面外せん断応力度

(N/mm2)
NS 31402 1.69 2.58

コンクリート圧縮ひずみ

(×10-3)
放射 102151 0.278 3.00

鉄筋引張ひずみ

(×10-3)
EW 102151 0.239 5.00

面外せん断力
面外せん断応力度

(N/mm2)
放射 102250 0.845 1.17

底部

軸力
+

曲げモーメント

評価項目

シェル部

等価膜力
＋

曲げモーメント

トップ
スラブ部

軸力
＋

曲げモーメント
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5. 局部応力に対する評価 

5.1 貫通部 

シェル部には，大開口として下部ドライウェルアクセストンネル開口（以下「L/D

アクセストンネル開口」という。）（2 箇所），サプレッションチェンバ出入口（以下

「S/C アクセスハッチ」という。），所員用エアロック及び機器搬入用ハッチが，中開

口として主蒸気配管及び給水配管（以下，「MS/FDW 開口」という。）が設置されてい

る。主要な開口の配置及び形状寸法を図 5－1 に示す。なお，各開口とも形状は円形で

ある。 

 

 



 

 

K6 ① Ⅵ-3-3-6-1-1-1 R0 

5
0
 

 

 

 

図 5－1 主要な開口の配置及び形状寸法 
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5.1.1 貫通部の評価方法 

貫通部の評価は，「3. 応力解析による評価方法」に示す応力解析により得ら

れた応力及びひずみを用いて断面の評価を行うことで実施する。 

断面の評価は告示第４５２号の第 12 条に基づき行う。ここで，断面の評価に用

いる応力は，開口の縁から直径の 3/4 倍の範囲の平均応力とする。なお，断面の

評価方向は，子午線方向及び円周方向の直交二方向とする。 

膜力及び曲げモーメントによる鉄筋及びコンクリートのひずみ並びに面外せん

断力を算定し，告示第４５２号に基づき設定した各許容値を超えないことを確認

する。 

具体的には，等価膜力及び曲げモーメントによる鉄筋及びコンクリートのひず

み並びに面外せん断応力度について，「3.5.2 断面の評価方法」の「(1) シェ

ル部」に示す方法により評価する。 

 

5.1.2 貫通部の評価結果 

「5.1.1 貫通部の評価方法」に基づいた断面の評価結果を以下に示す。貫通

部の評価は各開口について実施しているが，ここでは主要な MS/FDW 開口及び L/D

アクセストンネル開口に対する評価結果を示す。また，開口補強筋概要図を図 5

－2 に示す。 

断面の評価結果を記載する要素を以下のとおり選定する。 

MS/FDW 開口及び L/D アクセストンネル開口それぞれについて，等価膜力及び曲

げモーメントによる鉄筋及びコンクリートのひずみ並びに面外せん断応力度に対

する評価において，発生値に対する許容値の割合が最小となる要素をそれぞれ選

定する。 

選定した要素の位置を図 5－3～図 5－5 に，評価結果を表 5－1～表 5－3 に示

す。 

MS/FDW 開口及び L/D アクセストンネル開口について，等価膜力及び曲げモーメ

ントによる鉄筋及びコンクリートのひずみ並びに面外せん断応力度が，各許容値

を超えないことを確認した。 
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図 5－2 開口補強筋概要図（片面当たり） 
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(a) MS/FDW 開口 

 

 

(b) L/D アクセストンネル開口 

 

図 5－3 選定した要素の位置 荷重状態Ⅴ 異常時(1) 
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(a) MS/FDW 開口 

 

 

(b) L/D アクセストンネル開口 

 

図 5－4 選定した要素の位置 荷重状態Ⅴ 異常時(2) 
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(a) MS/FDW 開口 

 

 

(b) L/D アクセストンネル開口 

 

図 5－5 選定した要素の位置 荷重状態Ⅴ 異常時(3) 
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表 5－1 評価結果 荷重状態Ⅴ 異常時(1) 

 

 

表 5－2 評価結果 荷重状態Ⅴ 異常時(2) 

 

 

表 5－3 評価結果 荷重状態Ⅴ 異常時(3) 

 

  

部位 方向 領域番号 発生値 許容値

コンクリート圧縮ひずみ

(×10-3)
子午線 MD13 0.332 3.00

鉄筋引張ひずみ

(×10-3)
子午線 MA5 0.648 5.00

面外せん断力
面外せん断応力度

(N/mm2)
子午線 FB11 0.899 2.07

コンクリート圧縮ひずみ

(×10-3)
子午線 LDH5 0.556 3.00

鉄筋引張ひずみ

(×10-3)
円周 LDA1 0.954 5.00

面外せん断力
面外せん断応力度

(N/mm2)
子午線 LDA13 0.747 2.43

評価項目

MS/FDW
開口

等価膜力
＋

曲げモーメント

L/Dアクセス
トンネル開口

等価膜力
＋

曲げモーメント

部位 方向 領域番号 発生値 許容値

コンクリート圧縮ひずみ

(×10-3)
子午線 MA5 0.167 3.00

鉄筋引張ひずみ

(×10-3)
円周 FA1 0.210 5.00

面外せん断力
面外せん断応力度

(N/mm2)
子午線 FA7 0.577 2.14

コンクリート圧縮ひずみ

(×10-3)
子午線 LDH14 0.459 3.00

鉄筋引張ひずみ

(×10-3)
円周 LDH1 0.727 5.00

面外せん断力
面外せん断応力度

(N/mm2)
子午線 LDA3 0.432 2.21

評価項目

MS/FDW
開口

等価膜力
＋

曲げモーメント

L/Dアクセス
トンネル開口

等価膜力
＋

曲げモーメント

部位 方向 領域番号 発生値 許容値

コンクリート圧縮ひずみ

(×10-3)
子午線 MD13 0.329 3.00

鉄筋引張ひずみ

(×10-3)
子午線 MA5 0.672 5.00

面外せん断力
面外せん断応力度

(N/mm2)
子午線 FA7 0.907 2.07

コンクリート圧縮ひずみ

(×10-3)
子午線 LDH14 0.704 3.00

鉄筋引張ひずみ

(×10-3)
円周 LDA18 1.22 5.00

面外せん断力
面外せん断応力度

(N/mm2)
子午線 LDA13 0.937 2.46

評価項目

MS/FDW
開口

等価膜力
＋

曲げモーメント

L/Dアクセス
トンネル開口

等価膜力
＋

曲げモーメント
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5.2 局部 

シェル部において，MS/FDW 開口の上部，各開口の周辺部並びに使用済燃料貯蔵プー

ルの壁及び床が取り付く部分のような，局部的に応力の増加する部分（以下「局部」

という。）は，局部補強筋を配して補強している。 

 

5.2.1 局部の評価方法 

局部の評価は，「3. 応力解析による評価方法」に示す応力解析により得られ

た応力及びひずみを用いて断面の評価を行うことで実施する。 

断面の評価は告示第４５２号の第 12 条に基づき行う。なお，断面の評価方向は，

子午線方向及び円周方向の直交二方向とする。 

膜力及び曲げモーメントによる鉄筋及びコンクリートのひずみ，膜力による圧

縮応力度，面内せん断力並びに面外せん断力を算定し，告示第４５２号に基づき

設定した各許容値を超えないことを確認する。 

具体的には，等価膜力及び曲げモーメントによる鉄筋及びコンクリートのひず

み，膜力による圧縮応力度，面内せん断応力度並びに面外せん断応力度について，

「3.5.2 断面の評価方法」の「(1) シェル部」に示す方法により評価する。 

3 次元 FEM モデルを用いた応力の算定において，FEM 要素に応力集中等が

見られる場合については，RC-N 規準を参考に，応力の再配分等を考慮して

ある一定の領域の応力を平均化したうえで断面の評価を行う。 

 

5.2.2 局部の評価結果 

「5.2.1 局部の評価方法」に基づいた断面の評価結果を以下に示す。局部の

評価は各局部について実施しているが，ここでは MS/FDW 開口の周辺に対する評価

結果を示す。局部検討対象範囲を図 5－6 に示す。また，局部補強範囲を図 5－7

に，局部補強筋一覧を表 5－4 に示す。 

断面の評価結果を記載する要素を以下のとおり選定する。 

等価膜力及び曲げモーメントによる鉄筋及びコンクリートのひずみ，膜力によ

る圧縮応力度，面内せん断応力度並びに面外せん断応力度に対する評価において，

発生値に対する許容値の割合が最小となる要素とする。 

選定した要素の位置を図 5－8～図 5－10 に，評価結果を表 5－5～表 5－7 に示

す。 

等価膜力及び曲げモーメントによる鉄筋及びコンクリートのひずみ，膜力によ

る圧縮応力度，面内せん断応力度並びに面外せん断応力度が，各許容値を超えな

いことを確認した。 
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図 5－6 局部評価対象範囲 

 

 

図 5－7 局部補強範囲 

 

表 5－4 局部補強筋一覧 

方向 配筋＊ 

子午線（φ） 3×64-D51 

円周（θ） 
2-D51@150 

＋1-D51@300 

注記＊：内側及び外側とも，同一配筋である。 

 

T.M.S.L. 21.3m

T.M.S.L. 17.7m

0°36° 324°

MS開口

FDW開口

局部補強範囲

：
：

：局部評価対象範囲 

：「5.1 貫通部」での評価対象範囲 
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図 5－8 選定した要素の位置 荷重状態Ⅴ 異常時(1) 

 

 

図 5－9 選定した要素の位置 荷重状態Ⅴ 異常時(2) 
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図 5－10 選定した要素の位置 荷重状態Ⅴ 異常時(3) 
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表 5－5 評価結果 荷重状態Ⅴ 異常時(1) 

 

 

表 5－6 評価結果 荷重状態Ⅴ 異常時(2) 

 

 

表 5－7 評価結果 荷重状態Ⅴ 異常時(3) 

 

  

方向 要素番号 発生値 許容値

コンクリート圧縮ひずみ

(×10-3)
子午線 303 0.326 3.00

鉄筋引張ひずみ

(×10-3)
子午線 304 0.459 5.00

膜力
圧縮応力度

(N/mm2)

面内せん断力
面内せん断応力度

(N/mm2)
― 30447 0.902 6.25

面外せん断力
面外せん断応力度

(N/mm2)
子午線 30304 0.884 1.96

注記＊：当該部位では膜力による圧縮応力度が生じていない。

評価項目

等価膜力
＋

曲げモーメント

―*

方向 要素番号 発生値 許容値

コンクリート圧縮ひずみ

(×10-3)
子午線 303 0.112 3.00

鉄筋引張ひずみ

(×10-3)
円周 363 0.0854 5.00

膜力
圧縮応力度

(N/mm2)
子午線 284 0.457 21.4

面内せん断力
面内せん断応力度

(N/mm2)
― 30435 0.312 6.25

面外せん断力
面外せん断応力度

(N/mm2)
子午線 303 0.428 1.88

等価膜力
＋

曲げモーメント

評価項目

方向 要素番号 発生値 許容値

コンクリート圧縮ひずみ

(×10-3)
子午線 303 0.336 3.00

鉄筋引張ひずみ

(×10-3)
子午線 304 0.498 5.00

膜力
圧縮応力度

(N/mm2)

面内せん断力
面内せん断応力度

(N/mm2)
― 30447 0.890 6.25

面外せん断力
面外せん断応力度

(N/mm2)
子午線 304 0.882 1.92

注記＊：当該部位では膜力による圧縮応力度が生じていない。

評価項目

等価膜力
＋

曲げモーメント

―*
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1. 概要 

本計算書は，原子炉格納容器ライナ部の強度計算書である。 

原子炉格納容器ライナ部は，設計基準対象施設の原子炉格納容器ライナ部を重大事故等クラス

２容器として兼用する機器である。 

以下，重大事故等クラス２容器として，Ⅵ-1-8-1「原子炉格納施設の設計条件に関する説明書」

及びⅥ-3-1-5「重大事故等クラス２機器及び重大事故等クラス２支持構造物の強度計算の基本方

針」に基づき，原子炉格納容器ライナ部の強度評価を示す。 

なお，本計算書においては，重大事故等時における荷重に対して，平成 4年 3月 27 日付け 

3 資庁第 13033 号にて認可された工事計画の添付書類（参照図書(1)）（以下「既工認」という。）

に示す手法に従い強度評価を行う。 

また，Ⅵ-1-8-1「原子炉格納施設の設計条件に関する説明書」に基づき，設計基準対象施設と

しての疲れ解析の必要性の検討について示す。 

 

2. 一般事項 

2.1 構造計画 

原子炉格納容器ライナ部の構造計画を表 2－1に示す。 
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表 2－1 構造計画 

計画の概要 
概略構造図 

基礎・支持構造 主体構造 

原子炉格納容器ライナ部

は，ライナプレート及び

ライナアンカで構成さ

れ，原子炉格納容器コン

クリート部に支持され

る。 

原子炉格納容器ライナ

部は，ライナプレート

及びライナアンカで構

成される鋼製構造物で

ある。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（単位：mm） 

K6 ① Ⅵ-3-3-6-1-1-2 R0 

原子炉格納容器ライナ部 

 

 

ライナアンカ 

ライナプレート 

コンクリート部 

ＡＡ

シェル部ライナ 詳細図 

Ａ Ａ 

Ａ～Ａ断面図 
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2.2 評価方針 

原子炉格納容器ライナ部の評価は，Ⅵ-1-8-1「原子炉格納施設の設計条件に関する説明書」

及びⅥ-3-1-5「重大事故等クラス２機器及び重大事故等クラス２支持構造物の強度計算の基本

方針」にて設定した荷重及び荷重の組合せ並びに許容限界に基づき，「3. 評価部位」にて設

定する箇所において重大事故等時における圧力によるひずみ等が許容限界内に収まることを，

「4. 強度評価」にて示す方法にて確認することで実施する。確認結果を「5. 評価結果」に

示す。 

原子炉格納容器ライナ部の強度評価フローを図 2－1に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2－1 原子炉格納容器ライナ部の強度評価フロー 

 

 

2.3 適用規格・基準等 

適用規格・基準等を以下に示す。 

・コンクリート製原子炉格納容器に関する構造等の技術基準（平成 2 年 10 月 22 日 通商産

業省告示第４５２号）（以下「告示第４５２号」という。） 

・発電用原子力設備に関する構造等の技術基準（昭和 55 年 10 月 30 日 通商産業省告示 

第５０１号）（以下「告示第５０１号」という。） 
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原子炉格納容器コンクリート部及び 

ライナ部の計算モデルの設定 

原子炉格納容器ライナ部の強度評価 

ライナアンカの変位量 

重大事故等時における 

コンクリート部からの強制ひずみ 
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2.4 記号の説明 

記号 記号の説明 単位 

Ａｍ 圧力変動の全振幅 MPa 

Ｄ 死荷重 ― 

Ｄｉ 直径（ｉ＝1，2） mm 

Ｅ 縦弾性係数 MPa 

Ｅｉ 縦弾性係数（ｉ＝1，2） MPa 

ℓｉ 長さ（ｉ＝1，2，3…） mm 

Ｌ 活荷重 ― 

Ｎ 許容繰返し回数 ― 

Ｐ 圧力，距離 MPa，mm 

ＰＳＡ 圧力（ＳＡ後圧力） kPa 

Ｒ 半径 mm 

ＲＳＡ 配管荷重（ＳＡ後配管荷重） ― 

Ｓ’ 繰返し回数に対する許容ピーク応力強さ MPa 

Ｓａ 繰返し回数に対する許容ピーク応力強さ MPa 

ｔ 厚さ mm 

ｔｉ 厚さ（ｉ＝1，2，3…） mm 

Ｔ 温度 ℃ 

ＴＳＡ 温度（ＳＡ後温度） ℃ 

α 熱膨張係数 mm/mm･℃ 

αｉ 熱膨張係数（ｉ＝1，2） mm/mm･℃ 

δｕ ライナアンカの破断変位量 mm 

ε ひずみ ― 

εｘ ライナプレートのＸ方向のひずみ ― 

εｙ ライナプレートのＹ方向のひずみ ― 

σ 応力 MPa 
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2.5 計算精度と数値の丸め方 

精度は，有効数字 6桁以上を確保する。 

表示する数値の丸め方は表 2－2に示すとおりである。 

 

表 2－2 表示する数値の丸め方 

数値の種類 単位 処理桁 処理方法 表示桁 

圧力 kPa ― ― 整数位 

温度 ℃ ― ― 整数位 

許容ひずみ ― ― ― 小数点以下第 3位 

算出ひずみ ― 小数点以下第 6位 切上げ 小数点以下第 5位 

許容変位量 mm 小数点以下第 3位 切捨て 小数点以下第 2位 

算出変位量 mm 小数点以下第 3位 切上げ 小数点以下第 2位 

許容繰返し回数 ― 小数点以下第 1位 切捨て 整数位 

許容圧力変動 MPa 有効数字 4桁 切捨て 有効数字 3桁 

許容温度差 ℃ 小数点以下第 2位 切捨て 小数点以下第 1位 

算出温度 ℃ ― ― 小数点以下第 1位 
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3. 評価部位 

原子炉格納容器ライナ部の形状及び主要寸法を図 3－1～図 3－3に，評価部位及び使用材料を

表 3－1に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

注：貫通部フランジプレート，ライナプレートの隅角部及び附属物が取り付くライナ 

プレートは，厚板としている箇所がある。 

 

①ライナプレート ②トップスラブ部 ③シェル部 ④底部 

 

Ｄ１＝  Ｄ２＝  ℓ１＝  ｔ１＝  ｔ２＝  

（単位：mm） 

図 3－1 原子炉格納容器ライナ部の形状及び主要寸法 
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Ａ～Ａ断面図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

①ライナプレート  ②ライナアンカ 

 

ℓ２＝   ℓ３＝  ℓ４＝  ｔ１＝  ｔ３＝  

ｔ４ ＝  

（単位：mm） 

図 3－2 シェル部ライナの形状及び主要寸法 
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①ライナプレート  ②ライナアンカ 

 

ℓ５＝   ℓ６＝  ℓ７＝  ｔ１＝  ｔ５＝  

ｔ６＝  

（単位：mm） 

図 3－3 トップスラブ部ライナの形状及び主要寸法 
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表 3－1 評価部位及び使用材料表 

評価部位 使用材料 備考 

ライナプレート 
  

  

ライナアンカ   
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4. 強度評価 

4.1 強度評価方法 

(1) 原子炉格納容器ライナ部のライナプレートは，コンクリート部に加わる荷重により，コン

クリート部に生じる変形に伴う強制ひずみを受ける。Ⅵ-3-3-6-1-1-1「原子炉格納容器コン

クリート部の強度計算書」において計算されたライナプレートのひずみを用いて， 

参照図書(1)に示す既工認の手法に従い強度評価を行う。 

(2) 構造評価に用いる寸法は，公称値を用いる。 

 

4.2 荷重の組合せ及び許容値 

4.2.1 荷重の組合せ及び荷重状態 

原子炉格納容器ライナ部の荷重の組合せ及び荷重状態のうち，重大事故等対処設備の評

価に用いるものを表 4－1に示す。 

詳細な荷重の組合せは，Ⅵ-1-8-1「原子炉格納施設の設計条件に関する説明書」に従い，

対象機器の設置位置等を考慮し決定する。なお，考慮する荷重の組合せは，組み合わせる

荷重の大きさを踏まえ，評価上厳しくなる組合せを選定する。 

 

4.2.2 許容値 

原子炉格納容器ライナ部の許容値は，Ⅵ-3-1-5「重大事故等クラス２機器及び重大事故

等クラス２支持構造物の強度計算の基本方針」に基づき表 4－2に示すとおりとする。 
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表 4－1 荷重の組合せ及び荷重状態（重大事故等対処設備） 

施設区分 機器名称 
機器等 

の区分 
荷重の組合せ＊1 荷重状態 

原子炉格納 

施設 

原子炉格納 

容器 

原子炉格納 

容器ライナ部 

重大事故等 

クラス２容器 
Ｄ＋Ｌ＋ＰＳＡ＋ＲＳＡ 

(V(S)-1) 

(V(S)-2) 

(V(S)-3) 

重大事故等時＊2 

注記＊1：（ ）内はⅥ-1-8-1「原子炉格納施設の設計条件に関する説明書」における表5－4の荷重の組合せのNo.を示す。 

   ＊2：重大事故等時としてⅣの許容限界を用いる。 
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表4－2 原子炉格納容器ライナ部の許容値（クラスＭＣ容器） 

荷重状態 

許容限界 

（ライナプレート） 

許容限界＊2 

（ライナアンカ） 

（単位：mm） 

膜ひずみ 
膜ひずみ＋ 

曲げひずみ 
強制ひずみ荷重に 

対する許容変位量＊3 
引張 圧縮 引張 圧縮 

重大事故等時＊1 0.003 0.005 0.010 0.014 0.5・δｕ 

注記＊1：重大事故等時としてⅣの許容限界を用いる。 

＊2：告示第４５２号第21条の許容値を用いることができる。 

＊3：告示第４５２号第21条第1項第二号においては，「ライナプレートの降伏時の荷重が，ラ

イナアンカの最大荷重を超えない場合は，この限りでない」旨が規定されているが，本

計算書においてはこの規定にかかわらず，許容変位量との比較により評価を実施する。 
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4.2.3 設計荷重 

(1) コンクリート部からの強制ひずみ 

原子炉格納容器ライナ部のライナプレートは，コンクリート部に加わる荷重により，コ

ンクリート部に生じる変形に伴う強制ひずみを受ける。以下に主な荷重を示す。なお，荷

重の詳細はⅥ-3-3-6-1-1-1「原子炉格納容器コンクリート部の強度計算書」による。 

 

a. 圧力及び温度 

重大事故等時の圧力及び温度として，Ⅵ-1-8-1「原子炉格納施設の設計条件に関す

る説明書」に従い，下記を考慮する。 

内圧ＰＳＡ   620kPa（ＳＡ後） 

内圧ＰＳＡ   310kPa（ＳＡ後） 

温度ＴＳＡ   200℃（ＳＡ後） 

 

b. 配管荷重 

重大事故等時の配管荷重を考慮する。 

 

c. 水荷重 

重大事故等対処設備の評価に用いる水荷重として，Ⅵ-1-8-1「原子炉格納施設の設

計条件に関する説明書」に従い，下記に示す水位によるドライウェル及びサプレッシ

ョンチェンバの水頭圧を考慮する。 

 

ドライウェル   水位 T.M.S.L. 7400mm 

サプレッションチェンバ  水位 T.M.S.L. 8750mm 

 

d. 水力学的動荷重 

重大事故等対処設備の評価に用いる水力学的動荷重として，Ⅵ-1-8-1「原子炉格納

施設の設計条件に関する説明書」に従い，以下に示すサプレッションチェンバに作用

する荷重を考慮する。 

(a) 逃がし安全弁作動時荷重 

正圧    kPa 

負圧    kPa 

(b) 蒸気凝縮振動荷重 

正圧    kPa 

負圧    kPa 

(c) チャギング荷重 

正圧    kPa 

負圧    kPa 
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4.3 計算方法 

原子炉格納容器ライナ部の評価点は，原子炉格納容器ライナ部を構成する部材の形状及び荷

重伝達経路を考慮し，発生ひずみが大きくなる部位を選定する。選定した評価点を表 4－3 及

び図 4－1に示す。 

ひずみ及び変位の計算方法は既工認から変更はなく，参照図書(1)に示すとおりである。 

評価の概要を以下に示す。 

ひずみについては，Ⅵ-3-3-6-1-1-1「原子炉格納容器コンクリート部の強度計算書」におい

て計算されたひずみを用いて評価する。 

変位については，ライナアンカ及びライナプレートをばねでモデル化し，コンクリート部か

らの強制ひずみにより発生する荷重を入力した場合の力の釣り合いを解くことで評価する。 

 

表 4－3 原子炉格納容器ライナ部の評価点 

評価点番号 評価点 

Ｐ１ トップスラブ部外側（180°側） 

Ｐ２ トップスラブ部外側（90°側） 

Ｐ３ トップスラブ部外側（0°側） 

Ｐ４ トップスラブ部内側（90°側） 

Ｐ５ ドライウェルシェル部のトップスラブ部近傍（180°側） 

Ｐ６ ドライウェルシェル部のトップスラブ部近傍（90°側） 

Ｐ７ ドライウェルシェル部のトップスラブ部近傍（0°側） 

Ｐ８ ドライウェルシェル部一般部（90°側） 

Ｐ９ サプレッションチェンバシェル部のダイヤフラムフロア近傍（180°側） 

Ｐ１０ サプレッションチェンバシェル部のダイヤフラムフロア近傍（90°側） 

Ｐ１１ サプレッションチェンバシェル部のダイヤフラムフロア近傍（0°側） 

Ｐ１２ サプレッションチェンバシェル部一般部（90°側） 

Ｐ１３ サプレッションチェンバシェル部の底部近傍（180°側） 

Ｐ１４ サプレッションチェンバシェル部の底部近傍（90°側） 

Ｐ１５ サプレッションチェンバシェル部の底部近傍（0°側） 

Ｐ１６ 底部外側（180°側） 

Ｐ１７ 底部外側（90°側） 

Ｐ１８ 底部外側（0°側） 

Ｐ１９ 底部内側（90°側） 

Ｐ２０ 底部中央部 
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①トップスラブ部  ②シェル部  ③底部 

注記＊1：トップスラブ部の座標系。直交座標系である。 

＊2：シェル部の座標系。Xを円周方向，Yを鉛直方向とする円筒座標系である。 

＊3：底部の座標系。Xを円周方向，Yを放射方向とする円筒座標系である。 

 

図 4－1 原子炉格納容器ライナ部の評価点 
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4.4 計算条件 

ひずみ及び変位の計算に用いる荷重を「4.2 荷重の組合せ及び許容値」に示す。 

 

4.5 ひずみ及び変位の評価 

「4.3 計算方法」で求めたひずみ及び変位が許容値以下であること。 
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5. 評価結果 

5.1 重大事故等対処設備としての評価結果 

原子炉格納容器ライナ部の重大事故等時の状態を考慮した場合の強度評価結果を以下に示

す。発生値は許容限界を満足している。 

(1) 強度評価結果 

強度評価結果を表 5－1に示す。 

表中の「荷重の組合せ」欄には，Ⅵ-1-8-1「原子炉格納施設の設計条件に関する説明書」 

における表 5－4の荷重の組合せの No.を記載する。 
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表 5－1 重大事故等時に対する評価結果（Ｄ＋Ｌ＋ＰＳＡ＋ＲＳＡ）（その 1） 

評価対象 

設備 
評価部位 

ひずみの 

種別 

重大事故等時 

判定 
荷重の 

組合せ 
発生値 

許容値 
εｘ εｙ 

原子炉 

格納容器 

ライナ部 

P1 トップスラブ部外側（180°側） 
引張 0.00034 0.00001 0.003 ○ V(S)-2,3 

圧縮 ―＊2 0.00002 0.005 ○ V(S)-1 

P2 トップスラブ部外側（90°側） 
引張 0.00001 0.00038 0.003 ○ V(S)-1,2 

圧縮 0.00004 ―＊2 0.005 ○ V(S)-1 

P3 トップスラブ部外側（0°側） 
引張 0.00055 ―＊1 0.003 ○ V(S)-3 

圧縮 ―＊2 0.00003 0.005 ○ V(S)-1 

P4 トップスラブ部内側（90°側） 
引張 ―＊1 0.00005 0.003 ○ V(S)-1 

圧縮 0.00024 ―＊2 0.005 ○ V(S)-1 

P5 
ドライウェルシェル部のトップスラブ部近傍 

（180°側） 

引張 0.00003 0.00050 0.003 ○ V(S)-3 

圧縮 ―＊2 ―＊2 ― ― ― 

P6 
ドライウェルシェル部のトップスラブ部近傍 

（90°側） 

引張 0.00002 0.00044 0.003 ○ V(S)-1,2 

圧縮 ―＊2 ―＊2 ― ― ― 

P7 
ドライウェルシェル部のトップスラブ部近傍 

（0°側） 

引張 0.00003 0.00069 0.003 ○ V(S)-3 

圧縮 ―＊2 ―＊2 ― ― ― 

P8 ドライウェルシェル部一般部（90°側） 
引張 0.00009 ―＊1 0.003 ○ V(S)-1 

圧縮 ―＊2 0.00002 0.005 ○ V(S)-2 

P9 
サプレッションチェンバシェル部の 

ダイヤフラムフロア近傍（180°側） 

引張 0.00014 0.00010 0.003 ○ V(S)-3 

圧縮 ―＊2 ―＊2 ― ― ― 

注記＊1：引張ひずみは生じない。 

  ＊2：圧縮ひずみは生じない。  
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表 5－1 重大事故等時に対する評価結果（Ｄ＋Ｌ＋ＰＳＡ＋ＲＳＡ）（その 2） 

評価対象 

設備 
評価部位 

ひずみの 

種別 

重大事故等時 

判定 
荷重の 

組合せ 
発生値 

許容値 
εｘ εｙ 

原子炉 

格納容器 

ライナ部 

P10 
サプレッションチェンバシェル部の 

ダイヤフラムフロア近傍（90°側） 

引張 0.00011 0.00011 0.003 ○ V(S)-3 

圧縮 ―＊2 ―＊2 ― ― ― 

P11 
サプレッションチェンバシェル部の 

ダイヤフラムフロア近傍（0°側） 

引張 0.00022 0.00013 0.003 ○ V(S)-3 

圧縮 ―＊2 ―＊2 ― ― ― 

P12 
サプレッションチェンバシェル部一般部 

（90°側） 

引張 0.00038 ―＊1 0.003 ○ V(S)-3 

圧縮 ―＊2 0.00017 0.005 ○ V(S)-3 

P13 
サプレッションチェンバシェル部の底部近傍 

（180°側） 

引張 0.00018 0.00006 0.003 ○ V(S)-1,3 

圧縮 ―＊2 ―＊2 ― ― ― 

P14 
サプレッションチェンバシェル部の底部近傍 

（90°側） 

引張 0.00014 0.00002 0.003 ○ V(S)-1,3 

圧縮 ―＊2 0.00004 0.005 ○ V(S)-2 

P15 
サプレッションチェンバシェル部の底部近傍 

（0°側） 

引張 0.00019 0.00006 0.003 ○ V(S)-1,3 

圧縮 ―＊2 ―＊2 ― ― ― 

P16 底部外側（180°側） 
引張 ―＊1 0.00002 0.003 ○ V(S)-1 

圧縮 0.00007 0.00002 0.005 ○ V(S)-2,3 

P17 底部外側（90°側） 
引張 ―＊1 ―＊1 0.003 ○ ― 

圧縮 0.00008 0.00005 0.005 ○ V(S)-3 

P18 底部外側（0°側） 
引張 ―＊1 ―＊1 ― ― ― 

圧縮 0.00008 0.00002 0.005 ○ V(S)-2,3 

注記＊1：引張ひずみは生じない。 

  ＊2：圧縮ひずみは生じない。  
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表 5－1 重大事故等時に対する評価結果（Ｄ＋Ｌ＋ＰＳＡ＋ＲＳＡ）（その 3） 

評価対象 

設備 
評価部位 

ひずみの 

種別 

重大事故等時 

判定 
荷重の 

組合せ 
発生値 

許容値 
εｘ εｙ 

原子炉 

格納容器 

ライナ部 

P19 底部内側（90°側） 
引張 ―＊ ―＊ 0.003 ○ ― 

圧縮 0.00006 0.00023 0.005 ○ V(S)-3 

P20 底部中央部 
引張 ―＊ ―＊ 0.003 ○ ― 

圧縮 0.00003 0.00005 0.005 ○ V(S)-1,3 

注記＊：引張ひずみは生じない。 

 

 

表 5－1 重大事故等時に対する評価結果（Ｄ＋Ｌ＋ＰＳＡ＋ＲＳＡ）（その 4） 

評価対象 

設備 
評価部位 

重大事故等時 

判定 
荷重の 

組合せ 

ライナアンカの 

変位量 

(mm) 

許容変位量 

(mm) 

原子炉 

格納容器 

ライナ部 

P4＊ トップスラブ部内側（90°側） 0.25 4.50 ○ V(S)-1 

注記＊：P1～P15 までの強制ひずみ荷重が最大となる評価点 
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 5.2 疲れ解析の必要性の検討 

ライナプレートについて，告示第５０１号第 13 条第 1 項第 3 号を準用して疲れ解析が不要

となることを以下の(1)～(6)に示す。 

ここで，繰返し荷重としてかかるサイクル数はⅥ-1-8-1「原子炉格納施設の設計条件に関す

る説明書」による。 

(1) 大気圧から運転圧になり，再び大気圧に戻るサイクル数の検討 

（告示第５０１号第 13条第 1項第 3号イ） 

a.  

Δσ＝Ｅ・Δε ＝  
ここに， 

Ｅ：告示第５０１号別図第 に示す縦弾性係数 

＝  MPa 

よって，許容繰返し回数Ｎ＝ 回 

 

b.  

Δσ＝Ｅ・Δε ＝  
ここに， 

Ｅ：告示第５０１号別図第 に示す縦弾性係数 

＝  MPa 

よって，許容繰返し回数Ｎ＝ 回 

 

c. 結論 

a.項及び b.項で計算した，許容繰返し回数Ｎは，原子炉格納容器の最高使用圧力を運

転圧と見なした場合の繰返し回数 50 回より大きい。 

 

(2) 負荷運転時における圧力変動の全振幅の検討 

（告示第５０１号第 13条第 1項第 3号ロ） 

a. 疲れ解析の対象となる圧力変動の全振幅 

(a)  

Ａｍ＝
1

3
・Ｐ・

Ｓ’

1
3
・Ｅ・Δε

＝1.61×10-2MPa 
ここに， 

Ｓ’：  の 106回の繰返しに対する許容ピーク応力強さ 

＝  MPa 

Ｅ ：告示第５０１号別図第  に示す縦弾性係数 

＝  MPa 
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(b)  

Ａｍ＝
1

3
・Ｐ・

Ｓ’

1
3
・Ｅ・Δε

＝3.84×10-2MPa 
ここに， 

Ｓ’：  の 106回の繰返しに対する許容ピーク応力強さ 

＝  MPa 

Ｅ ：告示第５０１号別図第  に示す縦弾性係数 

＝  MPa 

 

b. 疲れ解析が不要となる圧力変動の全振幅 

(a)  

Ａｍ＝
1

3
・Ｐ・

Ｓa

1
3
・Ｅ・Δε

＝7.46×10-1MPa 
ここに， 

Ｓａ：  の告示第５０１号別図第  において，a.(a)項におけるＡｍを超え   

る圧力変動（28kPa）を保守的に 10回とした場合に，これに対する許容ピー

ク応力強さ 

＝  MPa 

Ｅ ：告示第５０１号別図第  に示す縦弾性係数 

＝  MPa 

 

c. 結論 

したがって，疲れ解析が不要となる圧力変動の全振幅は，負荷運転時における圧力変動

の全振幅より大きくなるので，本条項は満足されている。 

 

(3) 起動，運転，停止サイクル中の任意の 2点間の温度差の検討 

（告示第５０１号第 13条第 1項第 3号ハ） 

本規定の適用に当たっては，規定中「容器」を「ライナプレート」と読み替えるものとす

る。 

a. 解析の対象となる任意の 2点間の距離 

Ｐ＝2・ Ｒ・ｔ＝2×   ＝  
ここに， 

Ｒ：ライナプレートの最大半径＝  mm 

ｔ：ライナプレートの板厚＝  mm 
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b. 疲れ解析が不要となる任意の 2点間の最大温度差 

(a)  

Ｔ＝ 
Ｓa

2・Ｅ・α
 ＝165.1℃ 

ここに， 

Ｓａ：  の 350 回の繰返しに対する許容ピーク応力強さ 

＝  MPa 

Ｅ ：  の縦弾性係数 

＝  MPa 

171℃＋57℃
＝114.0℃における値

2
 

α ：  の瞬時熱膨張係数 

＝  mm/mm･℃（114.0℃における値） 

 

(b)  

Ｔ＝ Ｓa

2・Ｅ・α
 ＝171.8℃ 

ここに， 

Ｓａ：  の 350 回の繰返しに対する許容ピーク応力強さ 

＝  MPa 

Ｅ ：  の縦弾性係数 

＝  MPa  

104℃＋35℃
＝69.5℃における値

2
 

α ：ステンレス鋼の瞬時熱膨張係数 

＝  mm/mm･℃（69.5℃における値） 

 

c. 結論 

ここでＴは設計上の最大温度差 161℃（171℃－10℃）より大きい。したがって，任意

の 2点間の最大温度差はＴの値を超えることはないので本条項を満足している。 

 

(4) 負荷運転中の任意の 2点間の温度差の変動の全振幅の検討 

（告示第５０１号第 13条第 1項第 3号ニ） 

負荷運転中の温度変動の数を 350 回とすると疲れ解析が不要となる最大温度差は(3)項に

示すＴと全く同じになる。 

したがって，負荷運転時の任意の 2 点間の最大温度差の変動の全振幅は(3)項に示すＴを

超えることはないので本条項を満足している。 
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(5) 負荷運転時の異種材結合部の温度差の検討 

（告示第５０１号第 13条第 1項第 3号ホ） 

a. 疲れ解析の対象となる異種材結合部の最小温度差 

Ｔ＝
Ｓ’

2・（Ｅ１・α１－Ｅ２・α２）
＝38.6℃ 

ここに， 

Ｓ'：  の 106回の繰返しに対する許容ピーク応力強さ 

＝  MPa 

Ｅ１：  の縦弾性係数 

＝  MPa（69.5℃における値） 

α１：  の瞬時熱膨張係数 

＝  mm/mm･℃（69.5℃における値） 

Ｅ２：  の縦弾性係数 

＝  MPa（69.5℃における値） 

α２：  の瞬時熱膨張係数 

＝  mm/mm･℃（69.5℃における値） 

 

b. 疲れ解析が不要となる異種材結合部の最大温度差 

上記Ｔを超える異種材結合部温度差の変動回数を 350 回とすると，疲れ解析が不要とな

る異種材結合部の最大温度差は 

Ｔ＝
Ｓa

2・（Ｅ１・α１－Ｅ２・α２）
＝377.1℃ 

ここに， 

Ｓａ：  の 350 回の繰返しに対する許容ピーク応力強さ 

＝  MPa 

 

c. 結論 

ここで疲れ解析が不要となる異種材結合部の許容最大温度差は，温度差 94℃（104℃－

10℃）より大きくなるので本条項を満足している。 

 

(6) 機械的荷重及び地震動による応力の全振幅の検討 

（告示第５０１号第 13条第 1項第 3号ヘ） 

荷重の繰返し回数 350回に対する許容ピーク応力強さは，  の場合  MPa，

の場合  MPa であり，また，これをひずみに換算した値は，それぞれ 0.00406，

0.00584 となる。 

ライナプレートのひずみの全振幅は，すべての荷重状態を考慮しても，参照図書(1)  

表 5－2 及びⅥ-2-9-2-2「原子炉格納容器ライナ部の耐震性についての計算書」表 5－1及び

表 5－2 より最大で 0.00206 であり，上記値を超えることはないので，本条項を満足してい

る。  
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6. 参照図書 

(1) 柏崎刈羽原子力発電所第６号機 第２回工事計画認可申請書  

Ⅳ-3-4-1-2「原子炉格納容器ライナ部の強度計算書」 
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Ⅵ-3-3-6-1-1-3 原子炉格納容器胴の基本板厚計算書 

 

 

 

K
6
 
①
 Ⅵ

-
3-
3
-
6-
1
-
1-
3
 
R0
 



 

1 

 本計算書の評価結果については，Ⅵ-1-8-1「原子炉格納施設の設計条件に関する説明書」によ

る。 
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Ⅵ-3-3-6-1-1-4 ドライウェル上鏡の強度計算書 
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1. 概要 

本計算書は，ドライウェル上鏡の強度計算書である。 

ドライウェル上鏡は，設計基準対象施設のドライウェル上鏡を重大事故等クラス２容器とし

て兼用する機器である。 

以下，重大事故等クラス２容器として，Ⅵ-1-8-1「原子炉格納施設の設計条件に関する説明

書」及びⅥ-3-1-5「重大事故等クラス２機器及び重大事故等クラス２支持構造物の強度計算の

基本方針」に基づき，ドライウェル上鏡の強度評価を示す。ただし，主フランジ部の強度評価

についてはⅥ-3-3-6-1-1-5「ドライウェル主フランジの強度計算書」に示す。 

なお，本計算書においては，重大事故等時における荷重に対して，平成 4年 3月 27 日付け 3

資庁第 13033 号にて認可された工事計画の添付書類（参照図書(1)）（以下「既工認」という。）

に示す手法に従い強度評価を行う。 

 

2. 一般事項 

2.1 構造計画 

ドライウェル上鏡の構造計画を表 2－1に示す。 
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2.2 評価方針 

ドライウェル上鏡の応力評価は，Ⅵ-1-8-1「原子炉格納施設の設計条件に関する説明書」

及びⅥ-3-1-5「重大事故等クラス２機器及び重大事故等クラス２支持構造物の強度計算の基

本方針」にて設定した荷重及び荷重の組合せ並びに許容限界に基づき，「3. 評価部位」にて

設定する箇所において重大事故等時における温度，圧力による応力等が許容限界内に収まる

ことを，「4. 強度評価」にて示す方法にて確認することで実施する。確認結果を「5. 評価

結果」に示す。 

ドライウェル上鏡の強度評価フローを図 2－1に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2－1 ドライウェル上鏡の強度評価フロー 
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計算モデルの設定 

重大事故等による荷重 

重大事故等時における応力 

応力解析又は理論式による応力計算 

ドライウェル上鏡の強度評価 
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2.3 適用規格・基準等 

適用規格・基準等を以下に示す。 

・発電用原子力設備に関する構造等の技術基準（昭和 55 年 10 月 30 日 通商産業省告示 

第５０１号）（以下「告示第５０１号」という。） 

・コンクリート製原子炉格納容器に関する構造等の技術基準（平成2年10月22日 通商産業 

省告示第４５２号）（以下「告示第４５２号」という。） 
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2.4 記号の説明 

記号 記号の説明 単位 

 Ｄ 死荷重 ― 

 Ｄ１ 内径 mm 

 ｆｂ 許容曲げ応力度 MPa 

 ｆｃ 許容圧縮応力度 MPa 

 ｆｐ 許容支圧応力度 MPa 

 ｆｓ 許容せん断応力度 MPa 

 ｆｔ 許容引張応力度 MPa 

 Ｆｃ コンクリートの設計基準強度 kg/cm2, 

N/mm2 

ℓｉ 長さ（ｉ＝1，2，3…） mm 

 Ｌ 活荷重 ― 

 ＭＳＡ 機械的荷重（ＳＡ後機械的荷重） ― 

 ＰＳＡ 圧力（ＳＡ後圧力） kPa 

 Ｒｉ 半径（ｉ＝1，2） mm 

 ＲＳＡ 配管荷重（ＳＡ後配管荷重） ― 

 Ｓ 許容引張応力 MPa 

 Ｓｕ 設計引張強さ MPa 

 Ｓｙ 設計降伏点 MPa 

Ｓｙ（ＲＴ） 40℃における設計降伏点 MPa 

 ｔｉ 厚さ（ｉ＝1，2） mm 

 ＴＳＡ 温度（ＳＡ後温度） ℃ 
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2.5 計算精度と数値の丸め方 

精度は，有効数字6桁以上を確保する。 

表示する数値の丸め方は表2－2に示すとおりである。 

 

表 2－2 表示する数値の丸め方 

数値の種類 単位 処理桁 処理方法 表示桁 

最高使用圧力 kPa ― ― 整数位 

温度 ℃ ― ― 整数位 

許容応力＊ MPa 小数点以下第 1位 切捨て 整数位 

算出応力 MPa 小数点以下第 1位 切上げ 整数位 

注記＊：告示第５０１号別表に記載された温度の中間における許容引張応力，設計降伏点及び設計

引張強さは，比例法により補間した値の小数点以下第 2 位を切り捨て，小数点以下第 1 位

までの値として算出する。得られた値を SI 単位に換算し，SI 単位に換算した値の小数点

以下第1位を切り捨てて整数化する。 
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3. 評価部位 

ドライウェル上鏡の形状及び主要寸法を図 3－1 に，評価部位及び使用材料を表 3－1 に示す。 

 

 

 

①ドライウェル上鏡シェル ②フランジプレート（上側） ③フランジプレート（下側） 

④ガセットプレート（上側） ⑤ガセットプレート（下側） ⑥コンクリート部 

 

Ｄ１＝  ℓ１＝  ℓ２＝   ℓ３＝   ℓ４＝  

 Ｒ１＝  Ｒ２＝  ｔ１＝   ｔ２＝  

（単位：mm） 

 

図 3－1 ドライウェル上鏡の形状及び主要寸法 
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表 3－1 評価部位及び使用材料表 

評価部位 使用材料 備考 

ドライウェル上鏡シェル   

フランジプレート（上側）   

フランジプレート（下側）   

ガセットプレート（上側）   

ガセットプレート（下側）   

コンクリート部 コンクリート（Ｆc＝330kg/cm2） Ｆc＝32.4N/mm2 
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4. 強度評価 

4.1 強度評価方法 

(1) ドライウェル上鏡は，円筒胴が原子炉格納容器コンクリート部に支持された構造であり，

荷重は原子炉格納容器コンクリートを介して原子炉建屋に伝達される。 

   ドライウェル上鏡の強度評価として，Ⅵ-1-8-1「原子炉格納施設の設計条件に関する説

明書」において設定された荷重を用いて，参照図書(1)に示す既工認の手法に従い強度評価

を行う。 

(2) 強度評価に用いる寸法は，公称値を用いる。 

 

4.2 荷重の組合せ及び許容応力 

4.2.1 荷重の組合せ及び許容応力状態 

ドライウェル上鏡の荷重の組合せ及び許容応力状態のうち，重大事故等対処設備の評

価に用いるものを表 4－1に示す。 

詳細な荷重の組合せは，Ⅵ-1-8-1「原子炉格納施設の設計条件に関する説明書」に従

い，対象機器の設置位置等を考慮し決定する。なお，考慮する荷重の組合せは，組み合

わせる荷重の大きさを踏まえ，評価上厳しくなる組合せを選定する。 

 

4.2.2 許容応力 

ドライウェル上鏡の許容応力及び許容応力度は，Ⅵ-3-1-5「重大事故等クラス２機器

及び重大事故等クラス２支持構造物の強度計算の基本方針」に基づき，表 4－2～表 4－4

に示すとおりとする。 

 

4.2.3 使用材料の許容応力評価条件 

ドライウェル上鏡の使用材料の許容応力評価条件のうち，重大事故等対処設備の評価

に用いるものを表 4－5に示す。 
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表 4－1 荷重の組合せ及び許容応力状態（重大事故等対処設備） 

施設区分 機器名称 
機器等 

の区分 
荷重の組合せ＊1，＊2 

許容応力状態＊1 

＜荷重状態＞ 

原子炉格納 

施設 

原子炉格納 

容器 

ドライウェル

上鏡 

重大事故等 

クラス２容器 

Ｄ＋ＰＳＡ＋ＭＳＡ
 

＜Ｄ＋Ｌ＋ＰＳＡ＋ＲＳＡ＞ 

(V(S)-1) 

(V(S)-2) 

(V(S)-3) 

重大事故等時＊3 

＜重大事故等時＞ 

注記＊1：告示第４５２号による場合は，＜ ＞内の荷重状態及び荷重の組合せを適用する。 

   ＊2：（ ）内はⅥ-1-8-1「原子炉格納施設の設計条件に関する説明書」における表5－4の荷重の組合せのNo.を示す。 
   ＊3：重大事故等時としてⅣＡ（＜Ⅳ＞）の許容限界を用いる。 
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表4－2 許容応力（第２種容器） 

応力分類 

許容 

応力状態 

一次一般膜応力 一次膜応力＋一次曲げ応力 

重大事故 

等時＊
 

運転状態Ⅳの許容応力である2/3・Ｓｕとす

る。ただし，オーステナイト系ステンレス

鋼及び高ニッケル合金については，2.4・

Ｓと2/3・Ｓｕの小さい方とする。 

左欄の 

1.5倍の値 

注記＊：重大事故等時としてⅣＡの許容限界を用いる。 
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表4－3 ライナプレート，ライナアンカ等の許容応力度 

応力 

分類 

荷重 

状態 

ライナプレート，ライナアンカ等＊1 ボルト等 

一次応力 一次＋二次応力 一次応力 

引張り せん断 圧縮 曲げ 支圧 
引張り 

／圧縮 
せん断 曲げ 支圧 座屈 引張り せん断 

重大事故 

等時＊2 

 

1.5・ｆｔ ＊ 
 

1.5・ｆｓ ＊ 

 

1.5・ｆｃ ＊ 

 

1.5・ｆｂ ＊ 

 

1.5・ｆｐ ＊ 

 

― 

 

― 

 

― 

 

― 

 

― 

 

 

1.5・ｆｔ ＊ 

 

1.5・ｆｓ ＊ 

注：本表の対象部としては，貫通部のフランジプレート，ガセットプレート等が該当する。 

注記＊1：鋼構造設計規準（日本建築学会 1973 改定）等の幅厚比の制限を満足させる。 

＊2：重大事故等時としてⅣの許容限界を用いる。 

 

 

表4－4 コンクリート部の許容応力度 

応力分類    

荷重状態 

コンクリート部 （単位：kg/cm2） 

圧縮応力度 せん断応力度 

重大事故等時＊ 0.85・Ｆｃ 

次の二つの計算式のうち 

いずれかｆｓの値の小さい方の

1.5倍の値 

ｃ
ｓ

Ｆ

30
ｆ  

ｃ
ｓ

Ｆ
5

100
ｆ  

注記＊：重大事故等時としてⅣの許容限界を用いる。 
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表 4－5 使用材料の許容応力評価条件（重大事故等対処設備） 

評価部材 材料 
温度条件 

(℃) 

Ｓ 

(MPa) 

Ｓｙ 

(MPa) 

Ｓｕ 

(MPa) 

Ｓｙ（ＲＴ） 

(MPa) 

ドライウェル上鏡円筒胴， 

フランジプレート 

及びガセットプレート 

 
周囲環境

温度 
200 ―   ― 

注記＊：  
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4.2.4 設計荷重 

(1) 重大事故等対処設備としての評価圧力及び評価温度 

重大事故等対処設備としての評価圧力及び評価温度は，Ⅵ-1-8-1「原子炉格納施設の

設計条件に関する説明書」に従い，以下のとおりとする。 

 

  内圧ＰＳＡ  620kPa（ＳＡ後） 

  温度ＴＳＡ  200℃（ＳＡ後） 

 

4.3 計算方法 

ドライウェル上鏡の応力評価点は，ドライウェル上鏡を構成する部材の形状及び荷重伝達

経路を考慮し，発生応力が大きくなる部位を選定する。選定した応力評価点を表 4－6及び 

図 4－1に示す。 

応力計算方法は既工認から変更はなく，参照図書(1)に示すとおりである。 

評価の概要を以下に示す。 

応力評価点 P1 及び P2 は既工認の各荷重による応力に荷重条件の比（圧力比等）を乗じて

計算することにより評価する。 

応力評価点 P3 及び P4 は，等分布荷重を受ける 3 辺固定 1 辺自由の矩形板にモデル化し評

価する。 

応力評価点 P5 及び P6 は，等分布荷重を受けるガセットプレートの断面性能より評価する。 

応力評価点 P7 は，作用荷重に応じ，コンクリート部のフランジプレートとの接触面に生じ

る圧縮応力の分布を仮定して，力の釣り合い式を解き，最大圧縮応力度を計算することによ

り評価する。 

 

表 4－6 応力評価点 

応力評価点番号 応力評価点 

Ｐ１ 上鏡球殻部とナックル部の結合部 

Ｐ２ 上鏡円筒胴のフランジプレートとの結合部 

Ｐ３ フランジプレート（上側） 

Ｐ４ フランジプレート（下側） 

Ｐ５ ガセットプレート（上側） 

Ｐ６ ガセットプレート（下側） 

Ｐ７ コンクリート部 
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図 4－1 ドライウェル上鏡の応力評価点 
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4.4 計算条件 

応力計算に用いる荷重を，「4.2 荷重の組合せ及び許容応力」に示す。 

応力評価に用いる荷重の組合せは，表 4－1 に記載の組合せのうち評価上最も厳しくなる

V(S)-1 とする。 

 

4.5 応力の評価 

「4.3 計算方法」で求めた応力が許容応力以下であること。 
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5. 評価結果 

5.1 重大事故等対処設備としての評価結果 

ドライウェル上鏡の重大事故等時の状態を考慮した場合の強度評価結果を以下に示す。 

発生値は許容限界を満足している。 

(1) 強度評価結果 

強度評価結果を表 5－1に示す。 

なお，表中の一次膜応力＋一次曲げ応力の算出応力が一次一般膜応力の許容応力を下回

ることから，評価を省略した一次一般膜応力が生じる応力評価点も十分な構造強度を有す

る。 
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表 5－1 重大事故等時に対する評価結果（Ｄ＋ＰＳＡ＋ＭＳＡ）（その 1） 

評価対象設備 評価部位 応力分類 

重大事故等時 

判定 備考 算出応力 許容応力 

MPa MPa 

ドライウェル

上鏡 

P1 上鏡球殻部とナックル部の結合部 一次膜応力＋一次曲げ応力 243  ○  

P2 
上鏡円筒胴のフランジプレートとの 

結合部 
一次膜応力＋一次曲げ応力 66  ○  

K6 ① Ⅵ-3-3-6-1-1-4 R0 
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表 5－1 重大事故等時に対する評価結果（Ｄ＋ＰＳＡ＋ＭＳＡ）（その 2） 

評価対象設備 評価部位 応力分類 

重大事故等時 

判定 備考 算出応力 許容応力 

MPa MPa 

ドライウェル

上鏡 

P3 フランジプレート（上側） 
曲げ応力度 5  ○  

せん断応力度 1  ○  

P4 フランジプレート（下側） 
曲げ応力度 205  ○  

せん断応力度 32  ○  

P5 ガセットプレート（上側） せん断応力度 2  ○  

P6 ガセットプレート（下側） せん断応力度 85  ○  

P7 

コンクリート部 

（フランジプレート上側近傍） 
圧縮応力度 0.4 27.5 ○ 単位：N/mm2 

コンクリート部 

（フランジプレート下側近傍） 
圧縮応力度 16.5 27.5 ○ 単位：N/mm2 

注：本表のフランジプレート，ガセットプレート及びコンクリート部は告示第４５２号による評価を示す。 
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6. 参照図書 

(1) 柏崎刈羽原子力発電所第６号機 第２回工事計画認可申請書 

Ⅳ-3-4-1-4「ドライウェル上鏡の強度計算書」 
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Ⅵ-3-3-6-1-1-5 ドライウェル主フランジの強度計算書 
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1. 概要 

本計算書は，ドライウェル主フランジの強度計算書である。 

ドライウェル主フランジは，設計基準対象施設のドライウェル主フランジを重大事故等クラ

ス２容器として兼用する機器である。 

以下，重大事故等クラス２容器として，Ⅵ-1-8-1「原子炉格納施設の設計条件に関する説明

書」及びⅥ-3-1-5「重大事故等クラス２機器及び重大事故等クラス２支持構造物の強度計算の

基本方針」に基づき，ドライウェル主フランジの強度評価を示す。 

なお，本計算書においては，重大事故等時における荷重に対して，平成 4年 3月 27 日付け 3

資庁第 13033 号にて認可された工事計画の添付書類（参照図書(1)）（以下「既工認」という。）

に示す手法に従い強度評価を行う。 

 

2. 一般事項 

2.1 構造計画 

ドライウェル主フランジの構造計画を表 2－1に示す。 
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表 2－1 構造計画 

計画の概要 
概略構造図 

基礎・支持構造 主体構造 

ドライウェル主フランジ

はドライウェル上鏡円筒

胴に支持される。 

ドライウェル主フランジ

に作用する，鉛直方向荷

重及び水平方向荷重は，

ドライウェル上鏡円筒胴

を介して，トップスラブ

部に伝達させる。 

ドライウェル主フラン

ジは，内径  mm，

板厚  mm のドライウ

ェル上鏡円筒胴に取り

付けられる，板厚  

mm の鋼製構造物であ

る。 

 

 

 

                                                                                                                             

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（単位：mm） 
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ドライウェル上鏡 

Ａ部 

ドライウェル上鏡円筒胴 

フランジ 

Ａ部詳細図 

（ドライウェル主フランジ詳細） 

 

 

 

 
 

ボルト 
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2.2 評価方針 

ドライウェル主フランジの応力評価は，Ⅵ-1-8-1「原子炉格納施設の設計条件に関する説

明書」及びⅥ-3-1-5「重大事故等クラス２機器及び重大事故等クラス２支持構造物の強度計

算の基本方針」にて設定した荷重及び荷重の組合せ並びに許容限界に基づき，「3. 評価部 

位」にて設定する箇所において重大事故等時における温度，圧力による応力等が許容限界内

に収まることを，「4. 強度評価」にて示す方法にて確認することで実施する。確認結果を

「5. 評価結果」に示す。 

ドライウェル主フランジの強度評価フローを図 2－1に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2－1 ドライウェル主フランジの強度評価フロー 
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計算モデルの設定 

重大事故等による荷重 

重大事故等時における応力 

理論式による応力計算 

ドライウェル主フランジの強度評価 
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2.3 適用規格・基準等 

適用規格・基準等を以下に示す。 

・発電用原子力設備に関する構造等の技術基準（昭和 55 年 10 月 30 日 通商産業省告示 

第５０１号）（以下「告示第５０１号」という。） 
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2.4 記号の説明 

記号 記号の説明 単位 

Ａ フランジ外径 mm 

Ｂ フランジ内径 mm 

Ｃ ボルト中心円直径 mm 

Ｄ 死荷重，ボルト穴直径 ―，mm 

ｇ０ ハブ先端の厚さ mm 

ｇ１ フランジ背面のハブの厚さ mm 

Ｇ ガスケット平均直径 mm 

Ｇｉ 内側ガスケット直径 mm 

Ｇｏ 外側ガスケット直径 mm 

ＭＳＡ 機械的荷重（ＳＡ後機械的荷重） ― 

ＰＳＡ 圧力（ＳＡ後圧力） kPa 

Ｒ ボルト中心円からハブとフランジ背面の交点までの 

半径方向の距離 

mm 

Ｓ 許容引張応力 MPa 

Ｓｕ 設計引張強さ MPa 

Ｓｙ 設計降伏点 MPa 

Ｓｙ（ＲＴ） 40℃における設計降伏点 MPa 

ｔ フランジの厚さ mm 

ＴＳＡ 温度（ＳＡ後温度） ℃ 

σＨ１ 円筒胴のフランジとの結合部の軸方向応力 MPa 

σＨ２ 円筒胴のフランジとの結合部の周方向応力 MPa 

σＲ フランジの半径方向応力 MPa 

σＲ’ ボルト中心円におけるフランジの半径方向応力 MPa 

σＴ フランジの周方向応力 MPa 
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2.5 計算精度と数値の丸め方 

精度は，有効数字6桁以上を確保する。 

表示する数値の丸め方は表2－2に示すとおりである。 

 

表 2－2 表示する数値の丸め方 

数値の種類 単位 処理桁 処理方法 表示桁 

最高使用圧力 kPa ― ― 整数位 

温度 ℃ ― ― 整数位 

許容応力＊ MPa 小数点以下第 1位 切捨て 整数位 

算出応力 MPa 小数点以下第 1位 切上げ 整数位 

注記＊：告示第５０１号別表に記載された温度の中間における許容引張応力，設計降伏点及び設計

引張強さは，比例法により補間した値の小数点以下第 2 位を切り捨て，小数点以下第 1 位

までの値として算出する。得られた値を SI 単位に換算し，SI 単位に換算した値の小数点

以下第1位を切り捨てて整数化する。 
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3. 評価部位 

ドライウェル主フランジの形状及び主要寸法を図 3－1に，評価部位及び使用材料を 

表 3－1に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

① フランジ ②ドライウェル上鏡円筒胴 

 

Ａ＝  Ｂ＝  Ｃ＝  Ｄ＝   Ｇ＝  

Ｇｉ＝  Ｇｏ＝  ｇ０＝   ｇ１＝   Ｒ＝  

ｔ＝    

ここに，Ｇ＝(Ｇｉ＋Ｇｏ)／2  Ｒ＝(Ｃ－Ｂ)／2－ｇ１ 

（単位：mm） 

図 3－1 ドライウェル主フランジの形状及び主要寸法  
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φＤ 

φＤ 

Ｒ 

Ａ部詳細図 

φＡ 

φＣ 

φＢ 

ｇ０ 

ｇ１ 

ｇ１ 

ｇ０ 

φＡ 

φＣ 

φＢ 

ｔ
 

ｔ
 Ｂ 

φＧo 

φＧ 

φＧi 

Ｂ部詳細図 

1 
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表 3－1 評価部位及び使用材料表 

評価部位 使用材料 備考 

フランジ   

ボルト   
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4. 強度評価 

4.1 強度評価方法 

(1) ドライウェル主フランジは，ドライウェル上鏡円筒胴に取り付けられた構造であり，荷

重はトップスラブを介して原子炉建屋に伝達される。 

   ドライウェル主フランジの強度評価として，Ⅵ-1-8-1「原子炉格納施設の設計条件に関

する説明書」において設定された荷重を用いて，参照図書(1)に示す既工認の手法に従い強

度評価を行う。 

(2) 強度評価に用いる寸法は，公称値を用いる。 

 

4.2 荷重の組合せ及び許容応力 

4.2.1 荷重の組合せ及び許容応力状態 

ドライウェル主フランジの荷重の組合せ及び許容応力状態のうち，重大事故等対処設

備の評価に用いるものを表 4－1に示す。 

詳細な荷重の組合せは，Ⅵ-1-8-1「原子炉格納施設の設計条件に関する説明書」に従

い，対象機器の設置位置等を考慮し決定する。なお，考慮する荷重の組合せは，組み合

わせる荷重の大きさを踏まえ，評価上厳しくなる組合せを選定する。 

 

4.2.2 許容応力 

ドライウェル主フランジの許容応力は，Ⅵ-3-1-5「重大事故等クラス２機器及び重大

事故等クラス２支持構造物の強度計算の基本方針」に基づき表 4－2 及び表 4－3 に示す

とおりとする。 

 

4.2.3 使用材料の許容応力評価条件 

ドライウェル主フランジの使用材料の許容応力評価条件のうち，重大事故等対処設備

の評価に用いるものを表 4－4に示す。 
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表 4－1 荷重の組合せ及び許容応力状態（重大事故等対処設備） 

施設区分 機器名称 
機器等 

の区分 
荷重の組合せ＊ 許容応力状態 

原子炉格納 

施設 

原子炉格納 

容器 

ドライウェル

主フランジ 

重大事故等 

クラス２容器 
Ｄ＋ＰＳＡ＋ＭＳＡ 

(V(S)-1) 

(V(S)-2) 

(V(S)-3) 

重大事故等時 

注記＊：（ ）内はⅥ-1-8-1「原子炉格納施設の設計条件に関する説明書」における表5－4の荷重の組合せのNo.を示す。 
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表4－2 許容応力（第２種容器） 

応力分類 

許容 

応力状態 

一次一般膜応力 一次膜応力＋一次曲げ応力 

重大事故 

等時＊
 

運転状態Ⅳの許容応力である2/3・Ｓｕと

する。ただし，オーステナイト系ステンレ

ス鋼及び高ニッケル合金については，

2.4・Ｓと2/3・Ｓｕの小さい方とする。 

左欄の 

1.5倍の値 

注記＊：重大事故等時としてⅣＡの許容限界を用いる。 

 

表4－3 許容応力（第２種容器耐圧部テンションボルト） 

応力分類 

許容 

応力状態 

平均引張応力 平均引張応力＋曲げ応力 

重大事故 

等時＊
 

2/3・Ｓｕ。ただし，オーステナイト系ステ

ンレス鋼及び高ニッケル合金については，

2.4・Ｓと2/3・Ｓｕの小さい方とする。 

左欄の 

1.5倍の値 

注記＊：重大事故等時としてⅣＡの許容限界を用いる。 
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表4－4 使用材料の許容応力評価条件（重大事故等対処設備） 

評価部材 材料 
温度条件 

(℃) 

Ｓ 

(MPa) 

Ｓｙ 

(MPa) 

Ｓｕ 

(MPa) 

Ｓｙ（ＲＴ） 

(MPa) 

フランジ  
周囲環境

温度 
200 ―   ― 

ボルト  
周囲環境

温度 
200 ― ―  ― 

注記＊：  
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4.2.4 設計荷重 

(1) 重大事故等対処設備としての評価圧力及び評価温度 

重大事故等対処設備としての評価圧力及び評価温度は，Ⅵ-1-8-1「原子炉格納施設の

設計条件に関する説明書」に従い，以下のとおりとする。 

 

  内圧ＰＳＡ  620kPa（ＳＡ後） 

  温度ＴＳＡ  200℃（ＳＡ後） 
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4.3 計算方法 

ドライウェル主フランジの応力評価点は，ドライウェル主フランジを構成する部材の形状

及び荷重伝達経路を考慮し，発生応力が大きくなる部位を選定する。選定した応力評価点を

表 4－5及び図 4－1に示す。 

応力計算方法は既工認から変更はなく，参照図書(1)に示すとおりである。 

評価の概要を以下に示す。 

応力評価点 P1～P2 は JIS B 8243-1981「圧力容器の構造」附属書２「フランジの応力計算

方法」に基づいて評価する。 

 

 

表 4－5 応力評価点 

応力評価点番号 応力評価点 

Ｐ１ フランジ 

Ｐ２ ボルト 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4－1 ドライウェル主フランジの応力評価点 
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4.4 計算条件 

応力計算に用いる荷重を，「4.2 荷重の組合せ及び許容応力」に示す。 

応力評価に用いる荷重の組合せは，表 4－1 に記載の組合せのうち評価上最も厳しくなる

V(S)-1 とする。 

 

4.5 応力の評価 

「4.3 計算方法」で求めた応力が許容応力以下であること。 
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5. 評価結果 

5.1 重大事故等対処設備としての評価結果 

ドライウェル主フランジの重大事故等時の状態を考慮した場合の強度評価結果を以下に示

す。発生値は許容限界を満足している。 

(1) 強度評価結果 

強度評価結果を表 5－1に示す。 
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表 5－1 重大事故等時に対する評価結果（Ｄ＋ＰＳＡ＋ＭＳＡ） 

評価対象設備 評価部位 応力分類 

重大事故等時 

判定 備考 算出応力 許容応力 

MPa MPa 

ドライウェル 

主フランジ 

P1 フランジ 

ボルト中心円における 

フランジの半径方向応力 
σＲ’ 

接触面 201  ○ 
 

背面 -201  ○ 

フランジの半径方向応力 σＲ 
接触面 3  ○ 

 
背面 -6  ○ 

フランジの周方向応力 σＴ 
接触面 41  ○ 

 
背面 20  ○ 

円筒胴のフランジとの結合部 

の軸方向応力 
σＨ１ 

内面 100  ○ 
 

外面 34  ○ 

円筒胴のフランジとの結合部 

の周方向応力 
σＨ２ 

内面 70  ○ 
 

外面 50  ○ 

組合せ応力 
(σＨ

＊＋σＲ’)／2 151  ○  

(σＨ
＊＋σＴ)／2 71  ○  

P2 ボルト 平均引張応力 353  ○  

 注記＊：σＨはσＨ１とσＨ２のいずれか大きい値とする。 
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6. 参照図書 

(1) 柏崎刈羽原子力発電所第６号機 第２回工事計画認可申請書 

Ⅳ-3-4-1-5「ドライウェル主フランジの強度計算書」 
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Ⅵ-3-3-6-1-1-6 下部ドライウェルアクセストンネルスリーブ及び 

鏡板（所員用エアロック付）の強度計算書 
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1. 概要 

本計算書は，下部ドライウェルアクセストンネルスリーブ及び鏡板（所員用エアロック付）

の強度計算書である。 

下部ドライウェルアクセストンネルスリーブ及び鏡板（所員用エアロック付）は，設計基準

対象施設の下部ドライウェルアクセストンネルスリーブ及び鏡板（所員用エアロック付）を重

大事故等クラス２容器として兼用する機器である。 

以下，重大事故等クラス２容器として，Ⅵ-1-8-1「原子炉格納施設の設計条件に関する説明

書」及びⅥ-3-1-5「重大事故等クラス２機器及び重大事故等クラス２支持構造物の強度計算の

基本方針」に基づき，下部ドライウェルアクセストンネルスリーブ及び鏡板（所員用エアロッ

ク付）の強度評価を示す。 

なお，本計算書においては，重大事故等時における荷重に対して，平成 4年 3月 27 日付け 

3 資庁第 13033 号にて認可された工事計画の添付書類（参照図書(1)）（以下「既工認」という。）

に示す手法に従い強度評価を行う。 

 

2. 一般事項 

2.1 構造計画 

下部ドライウェルアクセストンネルスリーブ及び鏡板（所員用エアロック付）の構造計画

を表 2－1に示す。 
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表 2－1 構造計画 

計画の概要 
概略構造図 

基礎・支持構造 主体構造 

下部ドライウェルアクセ

ストンネルスリーブ及び

鏡板（所員用エアロック

付）は，原子炉格納容器

コンクリート部に支持さ

れる。 

下部ドライウェルアクセ

ストンネルスリーブ及び

鏡板（所員用エアロック

付）は，原子炉格納容器

と一体構造となってお

り，鉛直方向荷重及び水

平方向荷重は，原子炉格

納容器シェル部あるいは

原子炉格納容器底部を介

して原子炉建屋に伝達さ

せる。 

下部ドライウェルアク

セストンネルスリーブ

及び鏡板（所員用エア

ロック付）は，内径

 mm，板厚   

mm のスリーブ及び板厚

 mm の鏡板で構成さ

れる鋼製構造物であ

り，鏡板には所員用エ

アロックが取り付けら

れる。 

原子炉格納容器埋込部

には，フランジプレー

ト及びガセットプレー

トを備える。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（単位：mm） 
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下部ドライウェルアクセストンネル 

スリーブ及び鏡板（所員用エアロック付） 

 

スリーブ 
フランジプレート 

鏡板 

ガセットプレート 
コンクリート部 

下部ドライウェルアクセストンネルスリーブ及び鏡板

（所員用エアロック付） 拡大図 

所員用エアロック 
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2.2 評価方針 

下部ドライウェルアクセストンネルスリーブ及び鏡板（所員用エアロック付）の応力評価

は，Ⅵ-1-8-1「原子炉格納施設の設計条件に関する説明書」及びⅥ-3-1-5「重大事故等クラ

ス２機器及び重大事故等クラス２支持構造物の強度計算の基本方針」にて設定した荷重及び

荷重の組合せ並びに許容限界に基づき，「3. 評価部位」にて設定する箇所において重大事故

等時における温度，圧力による応力等が許容限界内に収まることを，「4. 強度評価」にて示

す方法にて確認することで実施する。確認結果を「5. 評価結果」に示す。 

下部ドライウェルアクセストンネルスリーブ及び鏡板（所員用エアロック付）の強度評価

フローを図 2－1に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2－1 下部ドライウェルアクセストンネルスリーブ及び鏡板 

（所員用エアロック付）の強度評価フロー 

 

2.3 適用規格・基準等 

適用規格・基準等を以下に示す。 

・発電用原子力設備に関する構造等の技術基準（昭和 55 年 10 月 30 日 通商産業省告示 

第５０１号）（以下「告示第５０１号」という。） 

・コンクリート製原子炉格納容器に関する構造等の技術基準（平成 2年 10月 22 日 通商 

産業省告示第４５２号）（以下「告示第４５２号」という。） 
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解析モデルの設定 

重大事故等による荷重 

重大事故等時における応力 

下部ドライウェルアクセストンネルスリーブ及び鏡板 

（所員用エアロック付）の強度評価 

応力解析又は理論式による応力計算 

下部ドライウェル 

アクセストンネル 

から加わる荷重 
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2.4 記号の説明 

記号 記号の説明 単位 

Ｄ 死荷重 ― 

Ｄ１ 直径 mm 

Ｅ 縦弾性係数 MPa 

ｆｂ 許容曲げ応力度 MPa 

ｆｃ 許容圧縮応力度 MPa 

ｆｐ 許容支圧応力度 MPa 

ｆｓ 許容せん断応力度 MPa 

ｆｔ 許容引張応力度 MPa 

Ｆｃ コンクリートの設計基準強度 
kg/cm2, 

N/mm2 

ℓｉ 長さ（ｉ＝2，3，4） mm 

Ｌ 活荷重 ― 

ｍｉ 質量（ｉ＝1，2，3） kg 

Ｍ 曲げモーメント N･㎜ 

ＭＳＡ 機械的荷重（ＳＡ後機械的荷重） ― 

Ｎ 軸力 N 

ＰＳＡ 圧力（ＳＡ後圧力） kPa 

Ｒｈ 半径 mm 

ＲＳＡ 配管荷重（ＳＡ後配管荷重） ― 

Ｓ 許容引張応力 MPa 

Ｓｕ 設計引張強さ MPa 

Ｓｙ 設計降伏点 MPa 

Ｓｙ（ＲＴ） 40℃における設計降伏点 MPa 

ｔｉ 厚さ（ｉ＝1，2，3…） mm 

Ｔ 温度 ℃ 

ＴＳＡ 温度（ＳＡ後温度） ℃ 

ν ポアソン比 ― 

 

  

K
6
 
①
 Ⅵ

-
3-
3
-
6-
1
-
1-
6
 
R0
 



 

5 

2.5 計算精度と数値の丸め方 

精度は，有効数字6桁以上を確保する。 

表示する数値の丸め方は表2－2に示すとおりである。 

 

表 2－2 表示する数値の丸め方
 

数値の種類 単位 処理桁 処理方法 表示桁 

最高使用圧力 kPa ― ― 整数位 

温度 ℃ ― ― 整数位 

許容応力＊1 MPa 小数点以下第 1位 切捨て 整数位 

算出応力 MPa 小数点以下第 1位 切上げ 整数位 

力 N 有効数字 4桁目 四捨五入 有効数字 3桁＊2 

注記＊1：告示第５０１号別表に記載された温度の中間における許容引張応力，設計降伏点及び設計

引張強さは，比例法により補間した値の小数点以下第 2 位を切り捨て，小数点以下第 1 位

までの値として算出する。得られた値を SI 単位に換算し，SI 単位に換算した値の小数点

以下第1位を切り捨てて整数化する。 

＊2：絶対値が1000以上のときはべき数表示とする。 
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3. 評価部位 

下部ドライウェルアクセストンネルスリーブ及び鏡板（所員用エアロック付）の形状及び主

要寸法を図 3－1 に，評価部位及び使用材料を表 3－1 に示す。 

 

 

 

 

①スリーブ ②鏡板 ③フランジプレート（外側） ④フランジプレート（内側）  

⑤ガセットプレート（外側） ⑥ガセットプレート（内側） ⑦コンクリート部 

 

Ｄ１＝   ℓ２＝   ℓ３＝   ℓ４＝  Ｒｈ＝  

ｔ１＝   ｔ２＝   ｔ３＝  ｔ４＝  ｔ５＝  

（単位：mm） 

 

図 3－1 下部ドライウェルアクセストンネルスリーブ及び鏡板 

（所員用エアロック付）の形状及び主要寸法 
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表 3－1 評価部位及び使用材料表 

評価部位 使用材料 備考 

スリーブ   

鏡板   

フランジプレート（外側）   

フランジプレート（内側）   

ガセットプレート（外側）   

ガセットプレート（内側）   

コンクリート部 コンクリート（Ｆc＝330kg/cm2） Ｆc＝32.4N/mm2 
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4. 強度評価 

4.1 強度評価方法 

(1) 下部ドライウェルアクセストンネルスリーブ及び鏡板（所員用エアロック付）は，スリ

ーブが原子炉格納容器コンクリート部に埋め込まれた構造であり，荷重は原子炉格納容器

コンクリート部を介して原子炉建屋に伝達される。 

下部ドライウェルアクセストンネルスリーブ及び鏡板（所員用エアロック付）の強度評

価として，Ⅵ-1-8-1「原子炉格納施設の設計条件に関する説明書」において設定された荷

重を用いて，参照図書(1)に示す既工認の手法に従い強度評価を行う。また，重大事故等対

処設備としての評価においては，没水による水重量及び水頭圧を考慮する。 

(2) 強度評価に用いる寸法は，公称値を用いる。 

 

4.2 荷重の組合せ及び許容応力 

4.2.1 荷重の組合せ及び許容応力状態 

下部ドライウェルアクセストンネルスリーブ及び鏡板（所員用エアロック付）の荷重

の組合せ及び許容応力状態のうち，重大事故等対処設備の評価に用いるものを表 4－1 に

示す。 

詳細な荷重の組合せは，Ⅵ-1-8-1「原子炉格納施設の設計条件に関する説明書」に従

い，対象機器の設置位置等を考慮し決定する。なお，考慮する荷重の組合せは，組み合

わせる荷重の大きさを踏まえ，評価上厳しくなる組合せを選定する。 

 

4.2.2 許容応力 

下部ドライウェルアクセストンネルスリーブ及び鏡板（所員用エアロック付）の許容

応力及び許容応力度は，Ⅵ-3-1-5「重大事故等クラス２機器及び重大事故等クラス２支

持構造物の強度計算の基本方針」に基づき表 4－2～表 4－4に示すとおりとする。 

 

4.2.3 使用材料の許容応力評価条件 

下部ドライウェルアクセストンネルスリーブ及び鏡板（所員用エアロック付）の使用

材料の許容応力評価条件のうち，重大事故等対処設備の評価に用いるものを表 4－5 に示

す。 
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表4－1 荷重の組合せ及び許容応力状態（重大事故等対処設備） 

施設区分 機器名称 
機器等 

の区分 
荷重の組合せ＊1，＊2 

許容応力状態＊1 

＜荷重状態＞ 

原子炉格納 

施設 

原子炉格納 

容器 

下部ドライウ

ェルアクセス

トンネルスリ

ーブ及び鏡板

（所員用エア

ロック付） 

重大事故等 

クラス２容器 

Ｄ＋ＰＳＡ＋ＭＳＡ
 

＜Ｄ＋Ｌ＋ＰＳＡ＋ＲＳＡ＞ 

(V(S)-1) 

(V(S)-2) 

(V(S)-3) 

重大事故等時＊3 

＜重大事故等時＞ 

注記＊1：告示第４５２号による場合は，＜ ＞内の荷重状態及び荷重の組合せを適用する。 

   ＊2：（ ）内はⅥ-1-8-1「原子炉格納施設の設計条件に関する説明書」における表5－4の荷重の組合せのNo.を示す。 

   ＊3：重大事故等時としてⅣＡ（＜Ⅳ＞）の許容限界を用いる。 
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表4－2 許容応力（第２種容器） 

応力分類 

許容 

応力状態 

一次一般膜応力 一次膜応力＋一次曲げ応力 

重大事故 

等時＊
 

運転状態IVの許容応力である2/3・Ｓｕとす

る。ただし，オーステナイト系ステンレス

鋼及び高ニッケル合金については， 2.4・

Ｓと2/3・Ｓｕの小さい方とする。 

左欄の 

1.5倍の値 

注記＊：重大事故等時としてⅣＡの許容限界を用いる。 
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表4－3 ライナプレート，ライナアンカ等の許容応力度 

応力 

分類  

荷重 

状態 

ライナプレート，ライナアンカ等＊1 ボルト等 

一次応力 一次＋二次応力 一次応力 

引張り せん断 圧縮 曲げ 支圧 
引張り 

／圧縮 
せん断 曲げ 支圧 座屈 引張り せん断 

重大事故 

等時＊2 
1.5・ｆｔ* 1.5・ｆｓ* 1.5・ｆｃ* 1.5・ｆｂ* 1.5・ｆｐ* ― ― ― ― ― 1.5・ｆｔ* 1.5・ｆｓ* 

注：本表の対象部としては，貫通部のフランジプレート，ガセットプレート等が該当する。 

注記＊1：鋼構造設計規準（日本建築学会 1973 改定）等の幅厚比の制限を満足させる。 

＊2：重大事故等時としてⅣの許容限界を用いる。 

 

 

表4－4 コンクリート部の許容応力度 

応力分類 

荷重状態 

コンクリート部（単位：kg/cm2） 

圧縮応力度 せん断応力度 

重大事故等時＊ 0.85・Ｆｃ 

次の二つの計算式のうち 

いずれかｆｓの値の小さい方の

1.5倍の値 

ｃ
ｓ

Ｆ

30
ｆ  

ｃ
ｓ

Ｆ
5

100
ｆ  

注記＊：重大事故等時としてⅣの許容限界を用いる。 
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表4－5 使用材料の許容応力評価条件（重大事故等対処設備） 

評価部材 材料＊1，＊2 
温度条件 

(℃) 

Ｓ 

(MPa) 

Ｓｙ 

(MPa) 

Ｓｕ 

(MPa) 

Ｓｙ（ＲＴ） 

(MPa) 

スリーブ，鏡板，フランジプレート

（外側）及びガセットプレート 
 

周囲環境

温度 
200 ―   ― 

フランジプレート（内側）  
周囲環境

温度 
200 ―   ― 

注記＊1： は 相当を示す。 

＊2： は 相当を示す。 
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4.2.4 設計荷重 

(1) 重大事故等対処設備としての評価圧力及び評価温度 

重大事故等対処設備としての評価圧力及び評価温度は，Ⅵ-1-8-1「原子炉格納施設の

設計条件に関する説明書」に従い，以下のとおりとする。 

 

内圧ＰＳＡ  620kPa（ＳＡ後） 

温度ＴＳＡ  200℃（ＳＡ後） 

 

(2) 水荷重 

重大事故等対処設備の評価に用いる水荷重として，没水時における下部ドライウェル

所員用エアロック内部の水重量及びⅥ-1-8-1「原子炉格納施設の設計条件に関する説明

書」に従い，下記の水位による水頭圧を考慮する。 

 

下部ドライウェル所員用エアロック内部水重量    N 

水位 T.M.S.L. 7400mm 

 

(3) 下部ドライウェルアクセストンネルから加わる荷重 

重大事故等対処設備としての評価における，下部ドライウェルアクセストンネルから

フランジプレートに加わる荷重は，Ⅵ-3-3-6-3-1「下部ドライウェルアクセストンネル

の強度計算書」の解析に基づき設定する。下部ドライウェルアクセストンネルからフラ

ンジプレートに加わる荷重を表 4－6に示す。 

 

表 4－6 下部ドライウェルアクセストンネルから加わる荷重（重大事故等対処設備） 

荷重 
軸力＊ 

Ｎ(N) 

曲げモーメント 

Ｍ(N･mm) 

圧力（ＳＡ後：D/W 620kPa，S/C 620kPa）   

圧力（ＳＡ後：D/W 310kPa，S/C 310kPa）   

圧力（ＳＡ後：D/W 620kPa，S/C 447kPa）   

圧力（ＳＡ後：D/W 520kPa，S/C 620kPa）    

鉛直荷重（ＳＡ後）   

逃がし安全弁作動時荷重（ＳＡ後）   

蒸気凝縮振動荷重（ＳＡ後）   

チャギング荷重（ＳＡ後）   

注：D/Wはドライウェル，S/Cはサプレッションチェンバを示す。 

注記＊：軸力の符号は，原子炉本体基礎側から原子炉格納容器側へ作用する荷重を正符号とする。 

 

  

K
6
 
①
 Ⅵ

-
3-
3
-
6-
1
-
1-
6
 
R0
 



 

14 

4.3 計算方法 

4.3.1 応力評価点 

下部ドライウェルアクセストンネルスリーブ及び鏡板（所員用エアロック付）の応力

評価点は，下部ドライウェルアクセストンネルスリーブ及び鏡板（所員用エアロック付）

を構成する部材の形状及び荷重伝達経路を考慮し，発生応力が大きくなる部位を選定す

る。選定した応力評価点を表 4－7及び図 4－1に示す。 

応力計算方法は既工認から変更はなく，参照図書(1)に示すとおりである。 

 

表 4－7 応力評価点 

応力評価点番号 応力評価点 

Ｐ１ 鏡板 

Ｐ２～Ｐ４ 鏡板のスリーブとの結合部 

Ｐ５～Ｐ７ スリーブのフランジプレートとの結合部 

Ｐ８ フランジプレート（外側） 

Ｐ９ フランジプレート（内側） 

Ｐ１０ ガセットプレート（外側） 

Ｐ１１ ガセットプレート（内側） 

Ｐ１２ コンクリート部 

  

K
6
 
①
 Ⅵ

-
3-
3
-
6-
1
-
1-
6
 
R0
 



 

15 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ａ～Ａ矢視図 

 

図 4－1 下部ドライウェルアクセストンネルスリーブ及び鏡板 

（所員用エアロック付）の応力評価点 
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4.3.2 解析モデル及び諸元 

(1) 重大事故等対処設備としての解析モデル 

重大事故等対処設備としての評価は，没水による下部ドライウェル所員用エアロック

の内部水及び下部ドライウェルアクセストンネルスリーブ及び鏡板の内部水の影響を考

慮して応力解析を行う。 

解析モデルの概要を以下に示す。 

 

a. 下部ドライウェルアクセストンネルスリーブ及び鏡板（所員用エアロック付）の解

析モデルは，3 次元シェルモデルによる有限要素解析手法を適用する。解析モデル

を図 4－2に，機器の諸元について表 4－8に示す。 

b. 

 

 

c. 

 

d. 解析コードは「ＭＳＣ ＮＡＳＴＲＡＮ」を使用し，応力を求める。なお，評価に

用いる解析コードの検証及び妥当性確認等の概要については，別紙「計算機プログ

ラム（解析コード）の概要」に示す。 
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図 4－2 解析モデル 

 

表 4－8 機器諸元 

項目 記号 単位 入力値 

材質 ― ―  

機器 

質量 

下部ドライウェル所員用 

エアロック 
ｍ１ kg  

下部ドライウェルアクセス

トンネルスリーブ及び鏡板 
ｍ２ kg  

水質量 
下部ドライウェル所員用 

エアロック 
ｍ３ kg  

温度条件 Ｔ ℃ 200 

縦弾性係数 Ｅ MPa  

ポアソン比 ν ―  

要素数 ― ―  

節点数 ― ―  
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4.3.3 応力計算方法 

下部ドライウェルアクセストンネルスリーブ及び鏡板（所員用エアロック付）の応力

計算方法について以下に示す。 

(1) 重大事故等対処設備としての応力計算 

a. 応力評価点 P1～P7 

重大事故等対処設備における応力は，「4.3.2 解析モデル及び諸元」に示す下部ド

ライウェルアクセストンネルスリーブ及び鏡板（所員用エアロック付）の解析モデル

により算出し評価する。 

b. 応力評価点 P8～P12 

重大事故等対処設備における応力計算方法は，既工認から変更はなく，参照図書(1)

に示すとおりである。 

応力評価点 P8～P9 は，フランジプレートを等分布荷重を受ける 3 辺固定 1 辺自由

の矩形板にモデル化し評価する。 

応力評価点 P10～P11 は，等分布荷重を受ける板としてモデル化し評価する。 

応力評価点 P12 は，荷重に応じた分布を仮定して，力の釣り合い式を解いて評価す

る。 

 

 

4.4 計算条件 

応力計算に用いる荷重を，「4.2 荷重の組合せ及び許容応力」に示す。 

 

4.5 応力の評価 

「4.3 計算方法」で求めた応力が許容応力以下であること。 

 

 

K
6
 
①
 Ⅵ

-
3-
3
-
6-
1
-
1-
6
 
R0
 



 

19 

5. 評価結果 

5.1 重大事故等対処設備としての評価結果 

下部ドライウェルアクセストンネルスリーブ及び鏡板（所員用エアロック付）の重大事故

等時の状態を考慮した場合の強度評価結果を以下に示す。発生値は許容限界を満足している。 

(1) 強度評価結果 

強度評価の結果を表 5－1に示す。 

表中の「荷重の組合せ」欄にはⅥ-1-8-1「原子炉格納施設の設計条件に関する説明書」

における表 5－4の荷重の組合せの No.を記載する。 

なお，表中の一次膜応力＋一次曲げ応力の算出応力が一次一般膜応力の許容応力を下回

ることから，評価を省略した一次一般膜応力が生じる応力評価点も十分な構造強度を有す

る。 

 

 

K
6
 
①
 Ⅵ

-
3-
3
-
6-
1
-
1-
6
 
R0
 



 

 

2
0
 

表 5－1 重大事故等時に対する評価結果（Ｄ＋ＰＳＡ＋ＭＳＡ）（その 1） 

評価対象設備 評価部位 応力分類 

重大事故等時 

判定 
荷重の 

組合せ 
備考 算出応力 許容応力 

MPa MPa 

下部ドライウェル

アクセストンネル

スリーブ及び鏡板

（所員用エアロッ

ク付） 

P1 鏡板 一次膜応力＋一次曲げ応力 61  ○ V(S)-1＊  

P2 鏡板のスリーブとの結合部 一次膜応力＋一次曲げ応力 42  ○ V(S)-1＊  

P3 鏡板のスリーブとの結合部 一次膜応力＋一次曲げ応力 111  ○ V(S)-1＊  

P4 鏡板のスリーブとの結合部 一次膜応力＋一次曲げ応力 92  ○ V(S)-1＊  

P5 
スリーブのフランジプレートとの 

結合部 
一次膜応力＋一次曲げ応力 64  ○ V(S)-1＊  

P6 
スリーブのフランジプレートとの 

結合部 
一次膜応力＋一次曲げ応力 46  ○ V(S)-1＊  

P7 
スリーブのフランジプレートとの 

結合部 
一次膜応力＋一次曲げ応力 37  ○ V(S)-1＊  

注記＊：応力評価点 P1～7 では，表 4－1に記載の組合せのうち評価上最も厳しくなる V(S)-1 で評価する。 
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表 5－1 重大事故等時に対する評価結果（Ｄ＋ＰＳＡ＋ＭＳＡ）（その 2） 

評価対象設備 評価部位 応力分類 

重大事故等時 

判定 
荷重の 

組合せ 
備考 算出応力 許容応力 

MPa MPa 

下部ドライウェル

アクセストンネル

スリーブ及び鏡板

（所員用エアロッ

ク付） 

P8 フランジプレート（外側） 
曲げ応力度 90  ○ V(S)-2  

せん断応力度 9  ○ V(S)-2  

P9 フランジプレート（内側） 
曲げ応力度 352  ○ V(S)-3  

せん断応力度 28  ○ V(S)-3  

P10 ガセットプレート（外側） せん断応力度 63  ○ V(S)-2  

P11 ガセットプレート（内側） せん断応力度 129  ○ V(S)-3  

P12 

コンクリート部 

（フランジプレート外側近傍） 
圧縮応力度 4.0 27.5 ○ V(S)-2 単位：N/mm2 

コンクリート部 

（フランジプレート内側近傍） 
圧縮応力度 5.3 27.5 ○ V(S)-3 単位：N/mm2 

注：本表のフランジプレート，ガセットプレート及びコンクリート部は告示第４５２号による評価を示す。 
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6. 参照図書 

(1) 柏崎刈羽原子力発電所第６号機 第２回工事計画認可申請書 

Ⅳ-3-4-1-10「下部ドライウェルアクセストンネルスリーブ及び鏡板（所員用エアロック付） 

の強度計算書」 
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Ⅵ-3-3-6-1-1-7 下部ドライウェルアクセストンネルスリーブ及び 

鏡板（機器搬入用ハッチ付）の強度計算書 
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1. 概要 

本計算書は，下部ドライウェルアクセストンネルスリーブ及び鏡板（機器搬入用ハッチ付）

の強度計算書である。 

下部ドライウェルアクセストンネルスリーブ及び鏡板（機器搬入用ハッチ付）は，設計基準

対象施設の下部ドライウェルアクセストンネルスリーブ及び鏡板（機器搬入用ハッチ付）を重

大事故等クラス２容器として兼用する機器である。 

以下，重大事故等クラス２容器として，Ⅵ-1-8-1「原子炉格納施設の設計条件に関する説明

書」及びⅥ-3-1-5「重大事故等クラス２機器及び重大事故等クラス２支持構造物の強度計算の

基本方針」に基づき，下部ドライウェルアクセストンネルスリーブ及び鏡板（機器搬入用ハッ

チ付）の強度評価を示す。 

なお，本計算書においては，重大事故等時における荷重に対して，平成 4年 3月 27 日付け 

3 資庁第 13033 号にて認可された工事計画の添付書類（参照図書(1)）（以下「既工認」という。）

に示す手法に従い強度評価を行う。 

 

2. 一般事項 

2.1 構造計画 

下部ドライウェルアクセストンネルスリーブ及び鏡板（機器搬入用ハッチ付）の構造計画

を表 2－1に示す。 
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表 2－1 構造計画 

計画の概要 
概略構造図 

基礎・支持構造 主体構造 

下部ドライウェルアクセ

ストンネルスリーブ及び

鏡板（機器搬入用ハッチ

付）は原子炉格納容器コ

ンクリート部に支持され

る。 

下部ドライウェルアクセ

ストンネルスリーブ及び

鏡板（機器搬入用ハッチ

付）は，原子炉格納容器

と一体構造となってお

り，鉛直方向荷重及び水

平方向荷重は，原子炉格

納容器シェル部あるいは

原子炉格納容器底部を介

して原子炉建屋に伝達さ

せる。 

下部ドライウェルアク

セストンネルスリーブ

及び鏡板（機器搬入用

ハッチ付）は，内径

 mm，板厚  mm

のスリーブ及び板厚  

mm の鏡板で構成される

鋼製構造物であり，鏡

板には機器搬入用ハッ

チが取り付けられる。 

原子炉格納容器埋込部

には，フランジプレー

ト及びガセットプレー

トを備える。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（単位：mm） 
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下部ドライウェルアクセストンネルスリーブ及び鏡板

（機器搬入用ハッチ付） 拡大図 

スリーブ 

ガセットプレート 

フランジプレート 

コンクリート部 

鏡板 

下部ドライウェルアクセストンネル 

スリーブ及び鏡板（機器搬入用ハッチ付） 

 

機器搬入用ハッチ 
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2.2 評価方針 

下部ドライウェルアクセストンネルスリーブ及び鏡板（機器搬入用ハッチ付）の応力評価

は，Ⅵ-1-8-1「原子炉格納施設の設計条件に関する説明書」及びⅥ-3-1-5「重大事故等クラ

ス２機器及び重大事故等クラス２支持構造物の強度計算の基本方針」にて設定した荷重及び

荷重の組合せ並びに許容限界に基づき，「3. 評価部位」にて設定する箇所において重大事故

等時における温度，圧力による応力等が許容限界内に収まることを，「4. 強度評価」にて示

す方法にて確認することで実施する。確認結果を「5. 評価結果」に示す。 

下部ドライウェルアクセストンネルスリーブ及び鏡板（機器搬入用ハッチ付）の強度評価

フローを図 2－1に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2－1 下部ドライウェルアクセストンネルスリーブ及び鏡板 

（機器搬入用ハッチ付）の強度評価フロー 

 

2.3 適用規格・基準等 

適用規格・基準等を以下に示す。 

・発電用原子力設備に関する構造等の技術基準（昭和 55 年 10 月 30 日 通商産業省告示 

第５０１号）（以下「告示第５０１号」という。） 

・コンクリート製原子炉格納容器に関する構造等の技術基準（平成 2年 10月 22 日 通商 

産業省告示第４５２号）（以下「告示第４５２号」という。） 
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解析モデルの設定 

重大事故等による荷重 

重大事故等時における応力 

応力解析又は理論式による応力計算 

下部ドライウェルアクセストンネルスリーブ及び 

鏡板（機器搬入用ハッチ付）の強度評価 

下部ドライウェル 

アクセストンネル 

から加わる荷重 
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2.4 記号の説明 

記号 記号の説明 単位 

Ｄ 死荷重 ― 

Ｄ１ 直径 mm 

Ｅ 縦弾性係数 MPa 

ｆｂ 許容曲げ応力度 MPa 

ｆｃ 許容圧縮応力度 MPa 

ｆｐ 許容支圧応力度 MPa 

ｆｓ 許容せん断応力度 MPa 

ｆｔ 許容引張応力度 MPa 

Ｆｃ コンクリートの設計基準強度 
kg/cm2, 

N/mm2 

ℓｉ 長さ（ｉ＝1，2，3…） mm 

Ｌ 活荷重 ― 

ｍｉ 質量（ｉ＝1，2，3…） kg 

Ｍ 曲げモーメント N･mm 

ＭＳＡ 機械的荷重（ＳＡ後機械的荷重） ― 

Ｎ 軸力 N 

ＰＳＡ 圧力（ＳＡ後圧力） kPa 

Ｒｈ 半径 mm 

ＲＳＡ 配管荷重（ＳＡ後配管荷重） ― 

Ｓ 許容引張応力 MPa 

Ｓｕ 設計引張強さ MPa 

Ｓｙ 設計降伏点 MPa 

Ｓｙ（ＲＴ） 40℃における設計降伏点 MPa 

ｔｉ 厚さ（ｉ＝1，2，3…） mm 

Ｔ 温度 ℃ 

ＴＳＡ 温度（ＳＡ後温度） ℃ 

Ｗ 荷重 N 

ν ポアソン比 ― 
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2.5 計算精度と数値の丸め方 

精度は，有効数字6桁以上を確保する。 

表示する数値の丸め方は表2－2に示すとおりである。 

 

表 2－2 表示する数値の丸め方 

数値の種類 単位 処理桁 処理方法 表示桁 

最高使用圧力 kPa ― ― 整数位 

温度 ℃ ― ― 整数位 

許容応力＊1 MPa 小数点以下第 1位 切捨て 整数位 

算出応力 MPa 小数点以下第 1位 切上げ 整数位 

力 N 有効数字 4桁目 四捨五入 有効数字 3桁＊2 

注記＊1：告示第５０１号別表に記載された温度の中間における許容引張応力，設計降伏点及び設計

引張強さは，比例法により補間した値の小数点以下第 2 位を切り捨て，小数点以下第 1 位

までの値として算出する。得られた値を SI 単位に換算し，SI 単位に換算した値の小数点

以下第1位を切り捨てて整数化する。 

＊2：絶対値が1000以上のときはべき数表示とする。 
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3. 評価部位 

下部ドライウェルアクセストンネルスリーブ及び鏡板（機器搬入用ハッチ付）の形状及び主

要寸法を図 3－1 に，評価部位及び使用材料を表 3－1 に示す。 

 

 

 

 注記＊1：Ｗ（荷重）の作用点を示す。 

   ＊2：ℓ１寸法は最大長さを示す。 

 

①スリーブ ②鏡板 ③フランジプレート（外側） ④フランジプレート（内側）  

⑤ガセットプレート（外側） ⑥ガセットプレート（内側） ⑦コンクリート部 

 

Ｄ１＝   ℓ１＝   ℓ２＝   ℓ３＝   ℓ４＝  

Ｒｈ＝  ｔ１＝   ｔ２＝   ｔ３＝   ｔ４＝  

 ｔ５＝  

（単位：mm） 

 

図 3－1 下部ドライウェルアクセストンネルスリーブ及び鏡板 

（機器搬入用ハッチ付）の形状及び主要寸法 
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＊2 

＊1 

ℓ１ 

ℓ２ ℓ４ 

ℓ２ ℓ３ 
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表 3－1 評価部位及び使用材料表 

評価部位 使用材料 備考 

スリーブ   

鏡板   

フランジプレート（外側）   

フランジプレート（内側）   

ガセットプレート（外側）   

ガセットプレート（内側）   

コンクリート部 コンクリート（Ｆc＝330kg/cm2） Ｆc＝32.4N/mm2 
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4. 強度評価 

4.1 強度評価方法 

(1) 下部ドライウェルアクセストンネルスリーブ及び鏡板（機器搬入用ハッチ付）は，スリ

ーブが原子炉格納容器コンクリート部に埋め込まれた構造であり，荷重は原子炉格納容器

コンクリート部を介して原子炉建屋に伝達される。 

   下部ドライウェルアクセストンネルスリーブ及び鏡板（機器搬入用ハッチ付）の強度評

価として，Ⅵ-1-8-1「原子炉格納施設の設計条件に関する説明書」において設定された荷

重を用いて，参照図書(1)に示す既工認の手法に従い強度評価を行う。また，重大事故等対

処設備としての評価においては，没水による水重量及び水頭圧を考慮する。 

(2) 強度評価に用いる寸法は，公称値を用いる。 

 

4.2 荷重の組合せ及び許容応力 

4.2.1 荷重の組合せ及び許容応力状態 

下部ドライウェルアクセストンネルスリーブ及び鏡板（機器搬入用ハッチ付）の荷重

の組合せ及び許容応力状態のうち，重大事故等対処設備の評価に用いるものを表 4－1 に

示す。 

詳細な荷重の組合せは，Ⅵ-1-8-1「原子炉格納施設の設計条件に関する説明書」に従

い，対象機器の設置位置等を考慮し決定する。なお，考慮する荷重の組合せは，組み合

わせる荷重の大きさを踏まえ，評価上厳しくなる組合せを選定する。 

 

4.2.2 許容応力 

下部ドライウェルアクセストンネルスリーブ及び鏡板（機器搬入用ハッチ付）の許容

応力及び許容応力度は，Ⅵ-3-1-5「重大事故等クラス２機器及び重大事故等クラス２支

持構造物の強度計算の基本方針」に基づき表 4－2～表 4－4に示すとおりとする。 

 

4.2.3 使用材料の許容応力評価条件 

下部ドライウェルアクセストンネルスリーブ及び鏡板（機器搬入用ハッチ付）の使用

材料の許容応力評価条件のうち，重大事故等対処設備の評価に用いるものを表 4－5 に示

す。 
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表 4－1 荷重の組合せ及び許容応力状態（重大事故等対処設備） 

施設区分 機器名称 
機器等 

の区分 
荷重の組合せ＊1，＊2 

許容応力状態＊1 

＜荷重状態＞ 

原子炉格納 

施設 

原子炉格納 

容器 

下部ドライウ

ェルアクセス

トンネルスリ

ーブ及び鏡板

（機器搬入用

ハッチ付） 

重大事故等 

クラス２容器 

Ｄ＋ＰＳＡ＋ＭＳＡ
 

＜Ｄ＋Ｌ＋ＰＳＡ＋ＲＳＡ＞ 

(V(S)-1) 

(V(S)-2) 

(V(S)-3) 

重大事故等時＊3 

＜重大事故等時＞ 

注記＊1：告示第４５２号による場合は，＜ ＞内の荷重状態及び荷重の組合せを適用する。 

   ＊2：（ ）内はⅥ-1-8-1「原子炉格納施設の設計条件に関する説明書」における表5－4の荷重の組合せのNo.を示す。 

   ＊3：重大事故等時としてⅣＡ（＜Ⅳ＞）の許容限界を用いる。 
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表4－2 許容応力（第２種容器） 

応力分類 

許容 

応力状態 

一次一般膜応力 一次膜応力＋一次曲げ応力 

重大事故 

等時＊
 

運転状態IVの許容応力である2/3・Ｓｕとす

る。ただし，オーステナイト系ステンレス

鋼及び高ニッケル合金については， 2.4・

Ｓと2/3・Ｓｕの小さい方とする。 

左欄の 

1.5倍の値 

注記＊：重大事故等時としてⅣＡの許容限界を用いる。 
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表4－3 ライナプレート，ライナアンカ等の許容応力度 

応力 

分類  

荷重 

状態 

ライナプレート，ライナアンカ等＊1 ボルト等 

一次応力 一次＋二次応力 一次応力 

引張り せん断 圧縮 曲げ 支圧 
引張り 

／圧縮 
せん断 曲げ 支圧 座屈 引張り せん断 

重大事故 

等時＊2 
1.5・ｆｔ* 1.5・ｆｓ* 1.5・ｆｃ* 1.5・ｆｂ* 1.5・ｆｐ* ― ― ― ― ― 1.5・ｆｔ* 1.5・ｆｓ* 

注：本表の対象部としては，貫通部のフランジプレート，ガセットプレート等が該当する。 

注記＊1：鋼構造設計規準（日本建築学会 1973 改定）等の幅厚比の制限を満足させる。 

＊2：重大事故等時としてⅣの許容限界を用いる。 

 

 

表4－4 コンクリート部の許容応力度 

応力分類 

荷重状態 

コンクリート部（単位：kg/cm2） 

圧縮応力度 せん断応力度 

重大事故等時＊ 0.85・Ｆｃ 

次の二つの計算式のうち 

いずれかｆｓの値の小さい方の

1.5倍の値 

ｃ
ｓ

Ｆ

30
ｆ  

ｃ
ｓ

Ｆ
5

100
ｆ  

注記＊：重大事故等時としてⅣの許容限界を用いる。 
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表 4－5 使用材料の許容応力評価条件（重大事故等対処設備） 

評価部材 材料＊1，＊2 
温度条件 

(℃) 

Ｓ 

(MPa) 

Ｓｙ 

(MPa) 

Ｓｕ 

(MPa) 

Ｓｙ（ＲＴ） 

(MPa) 

スリーブ，鏡板，フランジプレート

（外側）及びガセットプレート 
 

周囲環境

温度 
200 ―   ― 

フランジプレート（内側）  
周囲環境

温度 
200 ―   ― 

注記＊1： は を示す。 

＊2： は を示す。 
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4.2.4 設計荷重 

(1) 重大事故等対処設備としての評価圧力及び評価温度 

重大事故等対処設備としての評価圧力及び評価温度は，Ⅵ-1-8-1「原子炉格納施設の

設計条件に関する説明書」に従い，以下のとおりとする。 

 

  内圧ＰＳＡ  620kPa（ＳＡ後） 

  温度ＴＳＡ  200℃（ＳＡ後） 

 

(2) 水荷重 

重大事故等対処設備の評価に用いる水荷重として，没水時における下部ドライウェル

機器搬入用ハッチ内部の水重量，下部ドライウェルアクセストンネルスリーブ及び鏡板

内部の水重量及びⅥ-1-8-1「原子炉格納施設の設計条件に関する説明書」に従い，下記

の水位による水頭圧を考慮する。 

 

下部ドライウェル機器搬入用ハッチ内部水重量    N 

下部ドライウェルアクセストンネルスリーブ及び鏡板内部水重量  N 

水位 T.M.S.L. 7400mm 

 

(3) 下部ドライウェルアクセストンネルから加わる荷重 

重大事故等対処設備としての評価における，下部ドライウェルアクセストンネルから

フランジプレートに加わる荷重は，Ⅵ-3-3-6-3-1「下部ドライウェルアクセストンネル

の強度計算書」の解析に基づき設定する。下部ドライウェルアクセストンネルからフラ

ンジプレートに加わる荷重を表 4－6に示す。 

 

表 4－6 下部ドライウェルアクセストンネルから加わる荷重（重大事故等対処設備） 

荷重 
軸力＊ 

Ｎ(N) 

曲げモーメント 

Ｍ(N･mm) 

圧力（ＳＡ後：D/W 620kPa，S/C 620kPa）   

圧力（ＳＡ後：D/W 310kPa，S/C 310kPa）   

圧力（ＳＡ後：D/W 620kPa，S/C 447kPa）   

圧力（ＳＡ後：D/W 520kPa，S/C 620kPa）    

鉛直荷重（ＳＡ後）   

逃がし安全弁作動時荷重（ＳＡ後）   

蒸気凝縮振動荷重（ＳＡ後）   

チャギング荷重（ＳＡ後）   

注：D/Wはドライウェル，S/Cはサプレッションチェンバを示す。 

注記＊：軸力の符号は，原子炉本体基礎側から原子炉格納容器側へ作用する荷重を正符号とする。 
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4.3 計算方法 

4.3.1 応力評価点 

下部ドライウェルアクセストンネルスリーブ及び鏡板（機器搬入用ハッチ付）の応力

評価点は，下部ドライウェルアクセストンネルスリーブ及び鏡板（機器搬入用ハッチ付）

を構成する部材の形状及び荷重伝達経路を考慮し，発生応力が大きくなる部位を選定す

る。選定した応力評価点を表 4－7及び図 4－1に示す。 

応力計算方法は既工認から変更はなく，参照図書(1)に示すとおりである。 

 

表 4－7 応力評価点 

応力評価点番号 応力評価点 

Ｐ１ 鏡板 

Ｐ２～Ｐ４ 鏡板のスリーブとの結合部 

Ｐ５～Ｐ７ スリーブのフランジプレートとの結合部 

Ｐ８ フランジプレート（外側） 

Ｐ９ フランジプレート（内側） 

Ｐ１０ ガセットプレート（外側） 

Ｐ１１ ガセットプレート（内側） 

Ｐ１２ コンクリート部 
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Ａ～Ａ矢視図 

 

図 4－1 下部ドライウェルアクセストンネルスリーブ及び鏡板 

（機器搬入用ハッチ付）の応力評価点 

  

K
6
 
①

 Ⅵ
-
3-
3
-
6-
1
-
1-
7
 
R0
 

Ａ 

Ａ 



 

16 

4.3.2 解析モデル及び諸元 

(1) 重大事故等対処設備としての解析モデル 

重大事故等対処設備としての評価は，没水による下部ドライウェル機器搬入用ハッチ

の内部水及び下部ドライウェルアクセストンネルスリーブ及び鏡板の内部水の影響を考

慮して応力解析を行う。 

解析モデルの概要を以下に示す。 

 

a. 下部ドライウェルアクセストンネルスリーブ及び鏡板（機器搬入用ハッチ付）の解

析モデルは，3 次元シェルモデルによる有限要素解析手法を適用する。解析モデル

を図 4－2に，機器の諸元について表 4－8に示す。 

b. 

 

c. 

 

d. 解析コードは「ＭＳＣ ＮＡＳＴＲＡＮ」を使用し，応力を求める。なお，評価に

用いる解析コードの検証及び妥当性確認等の概要については，別紙「計算機プログ

ラム（解析コード）の概要」に示す。 
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表 4－8 機器諸元 

項目 記号 単位 入力値 

材質 ― ―  

機器 

質量 

下部ドライウェル機器搬入

用ハッチ 
ｍ１ kg  

下部ドライウェルアクセス

トンネルスリーブ及び鏡板 
ｍ２ kg   

水質量 

下部ドライウェル機器搬入

用ハッチ 
ｍ３ kg  

下部ドライウェルアクセス

トンネルスリーブ及び鏡板 
ｍ４ kg  

温度条件 Ｔ ℃ 200 

縦弾性係数 Ｅ MPa  

ポアソン比 ν ―  

要素数 ― ―  

節点数 ― ―  
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4.3.3 応力計算方法 

下部ドライウェルアクセストンネルスリーブ及び鏡板（機器搬入用ハッチ付）の応力

計算方法について以下に示す。 

(1) 重大事故等対処設備としての応力計算 

a. 応力評価点 P1～P7 

重大事故等対処設備における応力は，「4.3.2 解析モデル及び諸元」に示す下部ド

ライウェルアクセストンネルスリーブ及び鏡板（機器搬入用ハッチ付）の解析モデル

により算出し評価する。 

b. 応力評価点 P8～P12 

重大事故等対処設備における応力計算方法は，既工認から変更はなく，参照図書(1)

に示すとおりである。 

応力評価点 P8～P9 は，フランジプレートを等分布荷重を受ける 3 辺固定 1 辺自由の

矩形板にモデル化し評価する。 

応力評価点 P10～P11 は，等分布荷重を受ける板としてモデル化し評価する。 

応力評価点 P12 は，荷重に応じた分布を仮定して，力の釣合い式を解いて評価する。 

 

 

4.4 計算条件 

応力計算に用いる荷重を，「4.2 荷重の組合せ及び許容応力」に示す。 

 

4.5 応力の評価 

「4.3 計算方法」で求めた応力が許容応力以下であること。 K
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5. 評価結果 

5.1 重大事故等対処設備としての評価結果 

下部ドライウェルアクセストンネルスリーブ及び鏡板（機器搬入用ハッチ付）の重大事故

等時の状態を考慮した場合の強度評価結果を以下に示す。発生値は許容限界を満足している。 

(1) 強度評価結果 

強度評価の結果を表 5－1に示す。 

表中の「荷重の組合せ」欄にはⅥ-1-8-1「原子炉格納施設の設計条件に関する説明書」

における表 5－4の荷重の組合せの No.を記載する。 

なお，表中の一次膜応力＋一次曲げ応力の算出応力が一次一般膜応力の許容応力を下回

ることから，評価を省略した一次一般膜応力が生じる応力評価点も十分な構造強度を有す

る。 
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表 5－1 重大事故等時に対する評価結果（Ｄ＋ＰＳＡ＋ＭＳＡ）（その 1） 

評価対象設備 評価部位 応力分類 

重大事故等時 

判定 
荷重の 

組合せ 
備考 算出応力 許容応力 

MPa MPa 

下部ドライウェル

アクセストンネル

スリーブ及び鏡板

（機器搬入用ハッ

チ付） 

P1 鏡板 一次膜応力＋一次曲げ応力 63  ○ V(S)-1＊  

P2 鏡板のスリーブとの結合部 一次膜応力＋一次曲げ応力 19  ○ V(S)-1＊  

P3 鏡板のスリーブとの結合部 一次膜応力＋一次曲げ応力 106  ○ V(S)-1＊  

P4 鏡板のスリーブとの結合部 一次膜応力＋一次曲げ応力 122  ○ V(S)-1＊  

P5 
スリーブのフランジプレートとの 

結合部 
一次膜応力＋一次曲げ応力 37  ○ V(S)-1＊  

P6 
スリーブのフランジプレートとの 

結合部 
一次膜応力＋一次曲げ応力 43  ○ V(S)-1＊  

P7 
スリーブのフランジプレートとの 

結合部 
一次膜応力＋一次曲げ応力 47  ○ V(S)-1＊  

注記＊：応力評価点 P1～P7 では，表 4－1に記載の組合せのうち評価上最も厳しくなる V(S)-1 で評価する。 
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表 5－1 重大事故等時に対する評価結果（Ｄ＋ＰＳＡ＋ＭＳＡ）（その 2） 

評価対象設備 評価部位 応力分類 

重大事故等時 

判定 
荷重の 

組合せ 
備考 算出応力 許容応力 

MPa MPa 

下部ドライウェル

アクセストンネル

スリーブ及び鏡板

（機器搬入用ハッ

チ付） 

P8 フランジプレート（外側） 
曲げ応力度 94  ○ V(S)-2  

せん断応力度 9  ○ V(S)-2  

P9 フランジプレート（内側） 
曲げ応力度 357  ○ V(S)-3  

せん断応力度 29  ○ V(S)-3  

P10 ガセットプレート（外側） せん断応力度 66  ○ V(S)-2  

P11 ガセットプレート（内側） せん断応力度 131  ○ V(S)-3  

P12 

コンクリート部 

（フランジプレート外側近傍） 
圧縮応力度 4.2 27.5 ○ V(S)-2 単位：N/mm2 

コンクリート部 

（フランジプレート内側近傍） 
圧縮応力度 5.4 27.5 ○ V(S)-3 単位：N/mm2 

注：本表のフランジプレート，ガセットプレート及びコンクリート部は告示第４５２号による評価を示す。 
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6. 参照図書 

(1) 柏崎刈羽原子力発電所第６号機 第２回工事計画認可申請書 

Ⅳ-3-4-1-11「下部ドライウェルアクセストンネルスリーブ及び鏡板（機器搬入用ハッチ付） 

の強度計算書」 
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Ⅵ-3-3-6-1-1-8 クエンチャサポート基礎の強度計算書 
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1. 概要 

本計算書は，クエンチャサポート基礎の強度計算書である。 

クエンチャサポート基礎は，設計基準対象施設のクエンチャサポート基礎を重大事故等クラ

ス２容器として兼用する機器である。 

以下，重大事故等クラス２容器として，Ⅵ-1-8-1「原子炉格納施設の設計条件に関する説明

書」及びⅥ-3-1-5「重大事故等クラス２機器及び重大事故等クラス２支持構造物の強度計算の

基本方針」に基づき，クエンチャサポート基礎の強度評価を示す。 

なお，本計算書においては，重大事故等時における荷重に対して，平成 4年 3月 27 日付け 3

資庁第 13033 号にて認可された工事計画の添付書類（参照図書(1)）（以下「既工認」という。）

に示す手法に従い強度評価を行う。 

 

2. 一般事項 

2.1 構造計画 

クエンチャサポート基礎の構造計画を表 2－1に示す。 
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表 2－1 構造計画 

計画の概要 
概略構造図 

基礎・支持構造 主体構造 

クエンチャサポート基礎

は原子炉格納容器底部に

支持される。 

クエンチャサポート基礎

は，原子炉格納容器底部

と一体構造となってお

り，鉛直方向荷重及び水

平方向荷重は，原子炉格

納容器底部を介して原子

炉建屋に伝達される。 

クエンチャサポート基

礎は，ベースプレー

ト，ベアリングプレー

ト及びガセットプレー

ト等で構成される鋼製

構造物である。 
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クエンチャサポート基礎 

 

クエンチャサポート基礎 拡大図 

（単位：mm） 

クエンチャサポートパイプ 

ガセットプレート 

ベースプレート 

基礎ボルト 

コンクリート部 

ベアリングプレート   
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2.2 評価方針 

クエンチャサポート基礎の応力評価は，Ⅵ-1-8-1「原子炉格納施設の設計条件に関する説

明書」及びⅥ-3-1-5「重大事故等クラス２機器及び重大事故等クラス２支持構造物の強度計

算の基本方針」にて設定した荷重及び荷重の組合せ並びに許容限界に基づき，「3. 評価部位」

にて設定する箇所において重大事故等時における温度，圧力による応力等が許容限界内に収

まることを，「4. 強度評価」にて示す方法にて確認することで実施する。確認結果を 

「5. 評価結果」に示す。 

クエンチャサポート基礎の強度評価フローを図 2－1に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2－1 クエンチャサポート基礎の強度評価フロー 

 

 

2.3 適用規格・基準等 

適用規格・基準等を以下に示す。 

・発電用原子力設備に関する構造等の技術基準（昭和 55 年 10 月 30 日 通商産業省告示 

第５０１号）（以下「告示第５０１号」という。） 

・コンクリート製原子炉格納容器に関する構造等の技術基準（平成2年10月22日 通商産業 

省告示第４５２号）（以下「告示第４５２号」という。） 
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計算モデルの設定 

重大事故等による荷重 

重大事故等時における応力 

理論式による応力計算 

クエンチャサポート基礎の強度評価 
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2.4 記号の説明 

記号 記号の説明 単位 

Ｄ 死荷重 ― 

Ｄｉ 直径（ｉ＝1，2，3） mm 

ｆｂ 許容曲げ応力度 MPa 

ｆｃ 許容圧縮応力度 MPa 

ｆｐ 許容支圧応力度 MPa 

ｆｓ 許容せん断応力度 MPa 

ｆｔ 許容引張応力度 MPa 

Ｆｃ コンクリートの設計基準強度 
kg/cm2, 

N/mm2 

Ｈ 水平力 N 

ℓｉ 長さ（ｉ＝1，2，3…） mm 

Ｌ 活荷重 ― 

ＭＳＡ 機械的荷重（ＳＡ後機械的荷重） ― 

Ｍｉ モーメント（ｉ＝1，2） N･mm 

Ｎｉ 軸力（ｉ＝1，2） N 

ＰＳＡ 圧力（ＳＡ後内圧） kPa 

ＲＳＡ 配管荷重（ＳＡ後配管荷重） ― 

Ｓ 許容引張応力 MPa 

Ｓｕ 設計引張強さ MPa 

Ｓｙ 設計降伏点 MPa 

Ｓｙ（ＲＴ） 40℃における設計降伏点 MPa 

ｔｉ 厚さ（ｉ＝1，2，3…） mm 

ＴＳＡ 温度（ＳＡ後温度） ℃ 
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2.5 計算精度と数値の丸め方 

精度は，有効数字 6桁以上を確保する。 

表示する数値の丸め方は表 2－2に示すとおりである。 

 

表 2－2 表示する数値の丸め方 

数値の種類 単位 処理桁 処理方法 表示桁 

温度 ℃ ― ― 整数位 

許容応力＊ MPa 小数点以下第 1位 切捨て 整数位 

算出応力 MPa 小数点以下第 1位 切上げ 整数位 

注記＊：告示第５０１号別表に記載された温度の中間における許容引張応力，設計降伏点及び設

計引張強さは，比例法により補間した値の小数点以下第 2 位を切り捨て，小数点以下第 1

位までの値として算出する。得られた値を SI 単位に換算し，SI 単位に換算した値の小数

点以下第1位を切り捨てて整数化する。 
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3. 評価部位 

クエンチャサポート基礎の形状及び主要寸法を図 3－1に，評価部位及び使用材料を表 3－1

に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ｄ１＝  Ｄ２＝ （基礎ボルト呼び径） Ｄ３＝  

 ℓ １＝  ℓ ２＝   ℓ ３＝   ℓ ４  

 ℓ ５＝      ℓ ６＝    

ｔ１＝   ｔ２＝   ｔ３＝  ｔ４＝  

①ベースプレート   ②ガセットプレート  ③ベアリングプレート 

④基礎ボルト   ⑤コンクリート部   ⑥クエンチャサポートパイプ 

 

図 3－1 クエンチャサポート基礎の形状及び主要寸法（単位：mm） 
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表 3－1 評価部位及び使用材料表 

評価部位 使用材料 備考 

ベースプレート   

ガセットプレート   

ベアリングプレート   

基礎ボルト   

コンクリート部 コンクリート（Ｆc＝300kg/cm2） Ｆc＝29.4N/mm2 
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4. 強度評価 

4.1 強度評価方法 

(1) クエンチャサポート基礎は，ベアリングプレート，ガセットプレート及び基礎ボルトが

原子炉格納容器コンクリートに埋め込まれた構造であり，荷重は原子炉格納容器底部を介

して原子炉建屋に伝達される。 

クエンチャサポート基礎の強度評価として，Ⅵ-1-8-1「原子炉格納施設の設計条件に関

する説明書」において設定された荷重を用いて，参照図書(1)に示す既工認の手法に従い強

度評価を行う。 

(2) 強度評価に用いる寸法は，公称値を用いる。 

 

4.2 荷重の組合せ及び許容応力 

4.2.1 荷重の組合せ及び許容応力状態 

クエンチャサポート基礎の荷重の組合せ及び許容応力状態のうち，重大事故等対処設

備の評価に用いるものを表 4－1に示す。 

詳細な荷重の組合せは，Ⅵ-1-8-1「原子炉格納施設の設計条件に関する説明書」に従

い，対象機器の設置位置等を考慮し決定する。なお，考慮する荷重の組合せは，組み合

わせる荷重の大きさを踏まえ，評価上厳しくなる組合せを選定する。 

 

4.2.2 許容応力 

クエンチャサポート基礎の許容応力度はⅥ-3-1-5「重大事故等クラス２機器及び重大

事故等クラス２支持構造物の強度計算の基本方針」に基づき表 4－2 及び表 4－3 に示す

とおりとする。 

 

4.2.3 使用材料の許容応力評価条件 

クエンチャサポート基礎の使用材料の許容応力評価条件のうち，重大事故等対処設備

の評価に用いるものを表 4－4に示す。 
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表 4－1 荷重の組合せ及び許容応力状態（重大事故等対処設備） 

施設区分 機器名称 
機器等 

の区分 
荷重の組合せ＊1，＊2 

許容応力状態＊1 

＜荷重状態＞ 

原子炉格納 

施設 

原子炉格納 

容器 

クエンチャ 

サポート基礎 

重大事故等 

クラス２容器 

Ｄ＋ＰＳＡ＋ＭＳＡ
 

＜Ｄ＋Ｌ＋ＰＳＡ＋ＲＳＡ＞ 

(V(S)-1) 

(V(S)-2) 

(V(S)-3) 

重大事故等時＊3 

＜重大事故等時＞ 

注記＊1：告示第４５２号による場合は，＜ ＞内の荷重状態及び荷重の組合せを適用する。 

   ＊2：（ ）内はⅥ-1-8-1「原子炉格納施設の設計条件に関する説明書」における表5－4の荷重の組合せのNo.を示す。 
   ＊3：重大事故等時としてⅣＡ（＜Ⅳ＞）の許容限界を用いる。 
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表4－2 ライナプレート，ライナアンカ等の許容応力度 

応力 

分類 

荷重 

状態 

ライナプレート，ライナアンカ等＊1 ボルト等 

一次応力 一次＋二次応力 一次応力 

引張り せん断 圧縮 曲げ 支圧 
引張り 

／圧縮 
せん断 曲げ 支圧 座屈 引張り せん断 

重大事故 

等時＊2 

 

1.5・ｆｔ* 

 

1.5・ｆｓ* 

 

1.5・ｆｃ* 

 

1.5・ｆｂ* 

 

1.5・ｆｐ* 

 

― 

 

― 

 

― 

 

― 

 

― 

 

 

1.5・ｆｔ* 

 

1.5・ｆｓ* 

注：本表の対象部としては，コンクリート埋込部のフランジプレート，ガセットプレート等が該当する。 

注記＊1：鋼構造設計規準（日本建築学会 1973 改定）等の幅厚比の制限を満足させる。 

＊2：重大事故等時としてⅣの許容限界を用いる。 

 

表4－3 コンクリート部の許容応力度 

応力分類    

荷重状態 

コンクリート部 （単位：kg/cm2） 

圧縮応力度 せん断応力度 

重大事故等時＊ 0.85・Ｆｃ 

次の二つの計算式のうち 

いずれかｆｓの値の小さい方の

1.5倍の値 

ｃ
ｓ

Ｆ

30
ｆ  

ｃ
ｓ

Ｆ
5

100
ｆ  

注記＊：重大事故等時としてⅣの許容限界を用いる。 
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表 4－4 使用材料の許容応力評価条件（重大事故等対処設備） 

評価部材 材料 
温度条件 

(℃) 

Ｓ 

(MPa) 

Ｓｙ 

(MPa) 

Ｓｕ 

(MPa) 

Ｓｙ（ＲＴ） 

(MPa) 

ベースプレート  
周囲環境

温度 
200 ―   ― 

ベアリングプレート及び 

ガセットプレート 
 

周囲環境

温度 
200 ―   ― 

基礎ボルト  
周囲環境

温度 
200 ―   ― 

注記＊1：  

＊2：  
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4.2.4 設計荷重 

(1) 重大事故等対処設備としての評価温度 

重大事故等対処設備としての評価温度は，Ⅵ-1-8-1「原子炉格納施設の設計条件に関

する説明書」に従い，以下のとおりとする。 

 

  温度ＴＳＡ  200℃（ＳＡ後） 

 

(2) クエンチャサポート基礎に加わる荷重 

クエンチャサポート基礎には配管反力及び水力学的動荷重が作用する。 

クエンチャサポート基礎に加わる荷重を表 4－5に示す。また，Ⓐ点での荷重方向を 

図 4－1に示す。 

 

表 4－5 クエンチャサポート基礎に加わる荷重 

荷重種別 記号 重大事故等時 

水平力(N) Ｈ  

軸力(N) 
Ｎ１  

Ｎ２  

モーメント 

(N‧mm) 

Ｍ１  

Ｍ２  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4－1 クエンチャサポート基礎に加わる荷重 
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4.3 計算方法 

クエンチャサポート基礎の応力評価点は，クエンチャサポート基礎を構成する部材の形状

及び荷重伝達経路を考慮し，発生応力が大きくなる部位を選定する。選定した応力評価点を 

表 4－6及び図 4－2に示す。 

応力計算方法は既工認から変更はなく，参照図書(1)に示すとおりである。 

評価の概要を以下に示す。 

応力評価点 P1は，設計荷重により作用する荷重と評価断面の断面性能により評価する。 

応力評価点 P2は，等分布荷重を受ける 3辺固定 1辺自由の矩形板にモデル化し評価する。 

応力評価点 P3 及び P4 は，設計荷重により作用する荷重と評価断面の断面性能により評価

する。 

応力評価点 P5 は，圧縮応力度についてはベースプレート又はガセットプレートより受ける

荷重の大きい方とする。せん断応力度については応力評価点 P3 に作用する引張力によりコン

クリートに加わるせん断力と評価断面の断面性能により評価する。 

 

表 4－6 応力評価点 

応力評価点番号 応力評価点 

Ｐ１ ベースプレート 

Ｐ２ ガセットプレート 

Ｐ３ 基礎ボルト 

Ｐ４ ベアリングプレート 

Ｐ５ コンクリート部 
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図 4－2 クエンチャサポート基礎の応力評価点 
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4.4 計算条件 

応力計算に用いる荷重を「4.2 荷重の組合せ及び許容応力」に示す。応力評価においては，

表 4－1に記載の組合せを包絡する条件を設定して評価を行う。 

 

4.5 応力の評価 

「4.3 計算方法」で求めた応力が許容応力以下であること。 
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5. 評価結果 

5.1 重大事故等対処設備としての評価結果 

クエンチャサポート基礎の重大事故等時の状態を考慮した場合の強度評価結果を以下に示

す。発生値は許容限界を満足している。 

(1) 強度評価結果 

強度評価結果を表 5－1に示す。 
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表 5－1 重大事故等時に対する評価結果(Ｄ＋ＰＳＡ＋ＭＳＡ)  

評価対象 

設備 
評価部位 応力分類 

重大事故等時 

判定 備考 算出応力 許容応力 

MPa MPa 

クエンチャ 

サポート基礎 

 

P1 ベースプレート 
引張応力度 105  ○  

曲げ応力度 235  ○  

P2 ガセットプレート 
曲げ応力度 63  ○  

せん断応力度 18  ○  

P3 基礎ボルト 引張応力度 243  ○  

P4 ベアリングプレート 曲げ応力度 157  ○  

P5 コンクリート部 
圧縮応力度 8.5 25.0 ○ 単位：N/mm2 

せん断応力度 0.2 1.1 ○ 単位：N/mm2 
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6. 参照図書 

(1) 柏崎刈羽原子力発電所第６号機 第２回工事計画認可申請書 

Ⅳ-3-4-1-13「クエンチャサポート基礎の強度計算書」 
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Ⅵ-3-3-6-1-2 機器搬出入口の強度計算書 

 



 

Ⅵ-3-3-6-1-2-1 機器搬入用ハッチ及びサプレッションチェンバ 

出入口の基本板厚計算書 
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本計算書の評価結果については，Ⅵ-1-8-1「原子炉格納施設の設計条件に関する説明書」によ

る。 
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Ⅵ-3-3-6-1-2-2 上部ドライウェル機器搬入用ハッチの強度計算書 
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1. 概要 

本計算書は，上部ドライウェル機器搬入用ハッチの強度計算書である。 

上部ドライウェル機器搬入用ハッチは，設計基準対象施設の上部ドライウェル機器搬入用ハ

ッチを重大事故等クラス２容器として兼用する機器である。 

以下，重大事故等クラス２容器として，Ⅵ-1-8-1「原子炉格納施設の設計条件に関する説明

書」及びⅥ-3-1-5「重大事故等クラス２機器及び重大事故等クラス２支持構造物の強度計算の

基本方針」に基づき，上部ドライウェル機器搬入用ハッチの強度評価を示す。 

なお，本計算書においては，重大事故等時における荷重に対して，平成 4年 3月 27 日付け 3

資庁第 13033 号にて認可された工事計画の添付書類（参照図書(1)）（以下「既工認」という。）

に示す手法に従い強度評価を行う。 

 

2. 一般事項 

2.1 構造計画 

上部ドライウェル機器搬入用ハッチの構造計画を表 2－1に示す。 
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表 2－1 構造計画 

計画の概要 
概略構造図 

基礎・支持構造 主体構造 

上部ドライウェル機器搬

入用ハッチは原子炉格納

容器コンクリート部に支

持される。 

上部ドライウェル機器搬

入用ハッチは，原子炉建

屋と一体構造となってお

り，鉛直方向荷重及び水

平方向荷重は，原子炉格

納容器シェル部分あるい

は原子炉格納容器底部を

介して原子炉建屋に伝達

させる。 

上部ドライウェル機器

搬入用ハッチは，内径

 mm，板厚  

mm，長さ  mm の円

筒胴及び板厚  mm の

鏡板，フランジで構成

される鋼製構造物であ

る。 

原子炉格納容器埋込部

には，フランジプレー

ト及びガセットプレー

トを備える。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（単位：mm） 
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上部ドライウェル機器搬入用ハッチ 拡大図 

鏡板 

フランジ 

円筒胴 

 

 

ガセットプレート 

フランジプレート コンクリート上部ドライウェル機器搬入用ハッチ 
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2.2 評価方針 

上部ドライウェル機器搬入用ハッチの応力評価は，Ⅵ-1-8-1「原子炉格納施設の設計条件

に関する説明書」及びⅥ-3-1-5「重大事故等クラス２機器及び重大事故等クラス２支持構造

物の強度計算の基本方針」にて設定した荷重及び荷重の組合せ並びに許容限界に基づき， 

「3. 評価部位」にて設定する箇所において重大事故等時における温度，圧力による応力等

が許容限界内に収まることを，「4. 強度評価」にて示す方法にて確認することで実施する。

確認結果を「5. 評価結果」に示す。 

上部ドライウェル機器搬入用ハッチの強度評価フローを図 2－1に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2－1 上部ドライウェル機器搬入用ハッチの強度評価フロー 
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計算モデルの設定 

重大事故等による荷重 

重大事故等時における応力 

理論式による応力計算 

上部ドライウェル機器搬入用ハッチの強度評価 
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2.3 適用規格・基準等 

適用規格・基準等を以下に示す。 

・発電用原子力設備に関する構造等の技術基準（昭和 55 年 10 月 30 日 通商産業省告示 

第５０１号）（以下「告示第５０１号」という。） 

・コンクリート製原子炉格納容器に関する構造等の技術基準（平成2年10月22日 通商産業 

省告示第４５２号）（以下「告示第４５２号」という。） 
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2.4 記号の説明 

記号 記号の説明 単位 

Ｄ 死荷重 ― 

Ｄ１ 直径 mm 

ｆｂ 許容曲げ応力度 MPa 

ｆｃ 許容圧縮応力度 MPa 

ｆｐ 許容支圧応力度 MPa 

ｆｓ 許容せん断応力度 MPa 

ｆｔ 許容引張応力度 MPa 

Ｆｃ コンクリートの設計基準強度 kg/cm2, 

N/mm2 

ℓｉ 長さ（ｉ＝1，2） mm 

Ｌ 活荷重 ― 

ＭＳＡ 機械的荷重（ＳＡ後機械的荷重） ― 

ＰＳＡ 圧力（ＳＡ後圧力） kPa 

Ｒｈ 半径 mm 

ＲＳＡ 配管荷重（ＳＡ後配管荷重） ― 

Ｓ 許容引張応力 MPa 

Ｓｕ 設計引張強さ MPa 

Ｓｙ 設計降伏点 MPa 

Ｓｙ（ＲＴ） 40℃における設計降伏点 MPa 

ｔｉ 厚さ（ｉ＝1，2，3…） mm 

ＴＳＡ 温度（ＳＡ後温度） ℃ 

Ｗ 荷重 ― 
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2.5 計算精度と数値の丸め方 

精度は，有効数字6桁以上を確保する。 

表示する数値の丸め方は表2－2に示すとおりである。 

 

表 2－2 表示する数値の丸め方
 

数値の種類 単位 処理桁 処理方法 表示桁 

最高使用圧力 kPa ― ― 整数位 

温度 ℃ ― ― 整数位 

許容応力＊ MPa 小数点以下第 1位 切捨て 整数位 

算出応力 MPa 小数点以下第 1位 切上げ 整数位 

注記＊：告示第５０１号別表に記載された温度の中間における許容引張応力，設計降伏点及び設計

引張強さは，比例法により補間した値の小数点以下第 2 位を切り捨て，小数点以下第 1 位

までの値として算出する。得られた値を SI 単位に換算し，SI 単位に換算した値の小数点

以下第1位を切り捨てて整数化する。 
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3. 評価部位 

上部ドライウェル機器搬入用ハッチの形状及び主要寸法を図 3－1 に，評価部位及び使用材料

を表 3－1に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 注記＊1：Ｗ（荷重）の作用点を示す。 

   ＊2：ℓ１寸法は最大長さを示す。 

①フランジ ②鏡板 ③ブラケット ④ヒンジボルト ⑤ピン ⑥ブラケット  

⑦円筒胴 ⑧フランジプレート（外側） ⑨フランジプレート（内側）  

⑩ガセットプレート（外側） ⑪ガセットプレート（内側） ⑫コンクリート部 

 

Ｄ１＝ ℓ１＝  ℓ２＝   Ｒｈ＝  ｔ１＝   

ｔ２＝   ｔ３＝   ｔ４＝   ｔ５＝   ｔ６＝  

（単位：mm） 

 

図 3－1 上部ドライウェル機器搬入用ハッチの形状及び主要寸法 
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表 3－1 評価部位及び使用材料表 

評価部位 使用材料 備考 

フランジ   

鏡板   

ブラケット   

ヒンジボルト   

ピン   

円筒胴   

フランジプレート（外側）   

フランジプレート（内側）   

ガセットプレート（外側）   

ガセットプレート（内側）   

コンクリート部 コンクリート（Ｆｃ＝330kg/cm2） Ｆc＝32.4N/mm2 
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4. 強度評価 

4.1 強度評価方法 

(1) 上部ドライウェル機器搬入用ハッチは，円筒胴が原子炉格納容器コンクリート部に埋め

込まれた構造であり，荷重は原子炉格納容器コンクリートを介して原子炉建屋に伝達され

る。 

   上部ドライウェル機器搬入用ハッチの強度評価として，Ⅵ-1-8-1「原子炉格納施設の設

計条件に関する説明書」において設定された荷重を用いて，参照図書(1)に示す既工認の手

法に従い強度評価を行う。 

(2) 強度評価に用いる寸法は，公称値を用いる。 

 

4.2 荷重の組合せ及び許容応力 

4.2.1 荷重の組合せ及び許容応力状態 

上部ドライウェル機器搬入用ハッチの荷重の組合せ及び許容応力状態のうち，重大事

故等対処設備の評価に用いるものを表 4－1に示す。 

詳細な荷重の組合せは，Ⅵ-1-8-1「原子炉格納施設の設計条件に関する説明書」に従

い，対象機器の設置位置等を考慮し決定する。なお，考慮する荷重の組合せは，組み合

わせる荷重の大きさを踏まえ，評価上厳しくなる組合せを選定する。 

 

4.2.2 許容応力 

上部ドライウェル機器搬入用ハッチの許容応力及び許容応力度は，Ⅵ-3-1-5「重大事

故等クラス２機器及び重大事故等クラス２支持構造物の強度計算の基本方針」に基づき， 

表 4－2～表 4－5に示すとおりとする。 

 

4.2.3 使用材料の許容応力評価条件 

上部ドライウェル機器搬入用ハッチの使用材料の許容応力評価条件のうち，重大事故

等対処設備の評価に用いるものを表 4－6に示す。 
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表 4－1 荷重の組合せ及び許容応力状態（重大事故等対処設備） 

施設区分 機器名称 
機器等 

の区分 
荷重の組合せ＊1，＊2 

許容応力状態＊1 

＜荷重状態＞ 

原子炉格納 

施設 

原子炉格納 

容器 

上部ドライウ

ェル機器搬入

用ハッチ 

重大事故等 

クラス２容器 

Ｄ＋ＰＳＡ＋ＭＳＡ
 

＜Ｄ＋Ｌ＋ＰＳＡ＋ＲＳＡ＞ 

(V(S)-1) 

(V(S)-2) 

(V(S)-3) 

重大事故等時＊3 

＜重大事故等時＞ 

注記＊1：告示第４５２号による場合は，＜ ＞内の荷重状態及び荷重の組合せを適用する。 

   ＊2：（ ）内はⅥ-1-8-1「原子炉格納施設の設計条件に関する説明書」における表5－4の荷重の組合せのNo.を示す。 
   ＊3：重大事故等時としてⅣＡ（＜Ⅳ＞）の許容限界を用いる。 
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表4－2 許容応力（第２種容器） 

応力分類 

許容 

応力状態 

一次一般膜応力 一次膜応力＋一次曲げ応力 

重大事故 

等時＊
 

運転状態IVの許容応力である2/3・Ｓｕとす

る。ただし，オーステナイト系ステンレス

鋼及び高ニッケル合金については， 2.4・

Ｓと2/3・Ｓｕの小さい方とする。 

左欄の 

1.5倍の値 

注記＊：重大事故等時としてⅣＡの許容限界を用いる。 

 

表4－3 許容応力（第２種容器耐圧部テンションボルト） 

応力分類 

許容 

応力状態 

平均引張応力 平均引張応力＋曲げ応力 

重大事故 

等時＊
 

2/3・Ｓｕ。ただし，オーステナイト系ステ

ンレス鋼及び高ニッケル合金については，

2.4・Ｓと2/3・Ｓｕの小さい方とする。 

左欄の 

1.5倍の値 

注記＊：重大事故等時としてⅣＡの許容限界を用いる。 
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表4－4 ライナプレート，ライナアンカ等の許容応力度 

    応力 

 分類 

荷重 

状態 

ライナプレート，ライナアンカ等＊1 ボルト等 

一次応力 一次＋二次応力 一次応力 

引張り せん断 圧縮 曲げ 支圧 
引張り 

／圧縮 
せん断 曲げ 支圧 座屈 引張り せん断 

重大事故 

等時＊2 

 

1.5・ｆｔ ＊ 

 

1.5・ｆｓ ＊ 

 

1.5・ｆｃ ＊ 

 

1.5・ｆｂ ＊ 

 

1.5・ｆｐ ＊ 

 

― 

 

― 

 

― 

 

― 

 

― 

 

 

1.5・ｆｔ ＊ 

 

1.5・ｆｓ ＊ 

注：本表の対象部としては，貫通部のフランジプレート，ガセットプレート等が該当する。 

注記＊1：鋼構造設計規準（日本建築学会 1973 改定）等の幅厚比の制限を満足させる。 

＊2：重大事故等時としてⅣの許容限界を用いる。 

 

 

 

表4－5 コンクリート部の許容応力度 

応力分類    

荷重状態 

コンクリート部 （単位：kg/cm2） 

圧縮応力度 せん断応力度 

重大事故等時＊ 0.85・Ｆｃ 

次の二つの計算式のうち 

いずれかｆｓの値の小さい方の

1.5倍の値 

ｃ
ｓ

Ｆ

30
ｆ  

ｃ
ｓ

Ｆ
5

100
ｆ  

注記＊：重大事故等時としてⅣの許容限界を用いる。 
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表4－6 使用材料の許容応力評価条件（重大事故等対処設備） 

評価部材 材料 
温度条件 

(℃) 

Ｓ 

（MPa） 

Ｓｙ 

（MPa） 

Ｓｕ 

（MPa） 

Ｓｙ（ＲＴ） 

（MPa） 

上部ドライウェル機器搬入用

ハッチ円筒胴，フランジプレ

ート及びガセットプレート 

 
周囲環境

温度 
200 ―   ― 

ヒンジボルト及びピン  
周囲環境

温度 
200 ―   ― 

注記＊：  
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4.2.4 設計荷重 

(1) 重大事故等対処設備としての評価圧力及び評価温度 

重大事故等対処設備としての評価圧力及び評価温度は，Ⅵ-1-8-1「原子炉格納施設の

設計条件に関する説明書」に従い，以下のとおりとする。 

 

  内圧ＰＳＡ  620kPa（ＳＡ後） 

  温度ＴＳＡ  200℃（ＳＡ後） 

 

4.3 計算方法 

上部ドライウェル機器搬入用ハッチの応力評価点は，上部ドライウェル機器搬入用ハッチ

を構成する部材の形状及び荷重伝達経路を考慮し，発生応力が大きくなる部位を選定する。

選定した応力評価点を表 4－7及び図 4－1に示す。 

応力計算方法は既工認から変更はなく，参照図書(1)に示すとおりである。 

評価の概要を以下に示す。 

応力評価点 P1は，内圧を受ける薄肉球かくの応力算出式を用いて評価する。 

応力評価点 P2 は，JIS B 8243-1981「圧力容器の構造」附属書２「フランジの応力計算方

法」等を用いて，圧力によりフランジに生じる荷重を算出し，この荷重を用いてリングモデ

ルでフランジの評価をする。 

応力評価点 P3～P7 は，P2 評価時に算出した設計ボルト荷重と，各評価断面の断面性能よ

り評価する。 

応力評価点 P8～P13 は，圧力については薄肉円筒の応力計算式，ハッチ荷重（死荷重，活

荷重）については荷重と各評価断面の断面性能より評価する。応力評価点 P11～P13 の圧力に

よる円周方向応力は，上記に加え，コンクリートからの反力により生じる応力を考慮する。 

応力評価点 P14 及び P15 は，等分布荷重を受ける 3 辺固定 1 辺自由の矩形板にモデル化し

評価する。 

応力評価点 P16 及び P17 は，等分布荷重を受けるガセットプレートの断面性能より評価す

る。 

応力評価点 P18 は，作用荷重に応じ，コンクリート部のフランジプレートとの接触面に生

じる圧縮応力の分布を仮定して，力の釣り合い式を解き，最大圧縮応力度を計算することに

より評価する。 
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表 4－7 応力評価点 

応力評価点番号 応力評価点 

Ｐ１ 鏡板中央部 

Ｐ２ フランジ 

Ｐ３ ブラケットのフランジとの結合部 

Ｐ４ ブラケットの円筒胴との結合部 

Ｐ５ ヒンジボルト 

Ｐ６ ピン 

Ｐ７ ピン取付部 

Ｐ８～Ｐ１０ 上部ドライウェル機器搬入用ハッチ円筒胴 

Ｐ１１～Ｐ１３ 上部ドライウェル機器搬入用ハッチ円筒胴のフラ

ンジプレートとの結合部 

Ｐ１４ フランジプレート（外側） 

Ｐ１５ フランジプレート（内側） 

Ｐ１６ ガセットプレート（外側） 

Ｐ１７ ガセットプレート（内側） 

Ｐ１８ コンクリート部 
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Ａ～Ａ矢視図 

 

図 4－1 上部ドライウェル機器搬入用ハッチの応力評価点（その 1） 
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③ブラケット ④ヒンジボルト ⑤ピン ⑥ブラケット 

 

 

図 4－1 上部ドライウェル機器搬入用ハッチの応力評価点（その 2） 

 

 

4.4 計算条件 

応力計算に用いる荷重を，「4.2 荷重の組合せ及び許容応力」に示す。 

応力評価に用いる荷重の組合せは，表 4－1 に記載の組合せのうち評価上最も厳しくなる

V(S)-1 とする。 

 

4.5 応力の評価 

「4.3 計算方法」で求めた応力が許容応力以下であること。 
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5. 評価結果 

5.1 重大事故等対処設備としての評価結果 

上部ドライウェル機器搬入用ハッチの重大事故等時の状態を考慮した場合の強度評価結果

を以下に示す。発生値は許容限界を満足している。 

(1) 強度評価結果 

強度評価結果を表 5－1に示す。 

なお，表中の一次膜応力＋一次曲げ応力の算出応力が一次一般膜応力の許容応力を下回

ることから，評価を省略した一次一般膜応力が生じる応力評価点も十分な構造強度を有す

る。 
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表 5－1 重大事故等時に対する評価結果（Ｄ＋ＰＳＡ＋ＭＳＡ）（その 1） 

評価対象設備 評価部位 応力分類 

重大事故等時 

判定 備考 算出応力 許容応力 

MPa MPa 

上部ドライウ

ェル機器搬入

用ハッチ 

P1 鏡板中央部 

一次一般膜応力 41  ○  

一次膜応力＋一次曲げ応力 41  ○  

P2 フランジ 一次膜応力＋一次曲げ応力 101  ○  

P3 ブラケットのフランジとの結合部 応力強さ 111  ○  

P4 ブラケットの円筒胴との結合部 応力強さ 94  ○  

P5 ヒンジボルト 平均引張応力 137  ○  

P6 ピン 応力強さ 153  ○  

P7 ピン取付部 応力強さ 98  ○  
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表 5－1 重大事故等時に対する評価結果（Ｄ＋ＰＳＡ＋ＭＳＡ）（その 2） 

評価対象設備 評価部位 応力分類 

重大事故等時 

判定 備考 算出応力 許容応力 

MPa MPa 

上部ドライウ

ェル機器搬入

用ハッチ 

P8 
上部ドライウェル機器搬入用ハッチ 

円筒胴 

一次一般膜応力 51  ○  

一次膜応力＋一次曲げ応力 51  ○  

P9 
上部ドライウェル機器搬入用ハッチ 

円筒胴 

一次一般膜応力 51  ○  

一次膜応力＋一次曲げ応力 51  ○  

P10 
上部ドライウェル機器搬入用ハッチ 

円筒胴 

一次一般膜応力 51  ○  

一次膜応力＋一次曲げ応力 51  ○  

P11 
上部ドライウェル機器搬入用ハッチ 

円筒胴のフランジプレートとの結合部 
一次膜応力＋一次曲げ応力 25  ○  

P12 
上部ドライウェル機器搬入用ハッチ 

円筒胴のフランジプレートとの結合部 
一次膜応力＋一次曲げ応力 27  ○  

P13 
上部ドライウェル機器搬入用ハッチ 

円筒胴のフランジプレートとの結合部 
一次膜応力＋一次曲げ応力 26  ○  
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表 5－1 重大事故等時に対する評価結果（Ｄ＋ＰＳＡ＋ＭＳＡ）（その 3） 

評価対象設備 評価部位 応力分類 

重大事故等時 

判定 備考 算出応力 許容応力 

MPa MPa 

上部ドライウ

ェル機器搬入

用ハッチ 

P14 フランジプレート（外側） 
曲げ応力度 4  ○  

せん断応力度 1  ○  

P15 フランジプレート（内側） 
曲げ応力度 125  ○  

せん断応力度 12  ○  

P16 ガセットプレート（外側） せん断応力度 4  ○  

P17 ガセットプレート（内側） せん断応力度 135  ○  

P18 

コンクリート部 

（フランジプレート外側近傍） 
圧縮応力度 0.2 27.5 ○ 単位：N/mm2 

コンクリート部 

（フランジプレート内側近傍） 
圧縮応力度 6.1 27.5 ○ 単位：N/mm2 

注：本表のフランジプレート，ガセットプレート及びコンクリート部は告示第４５２号による評価を示す。 
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6. 参照図書 

(1) 柏崎刈羽原子力発電所第６号機 第２回工事計画認可申請書 

Ⅳ-3-4-1-7「上部ドライウェル機器搬入用ハッチの強度計算書」 
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1. 概要 

本計算書は，下部ドライウェル機器搬入用ハッチの強度計算書である。 

下部ドライウェル機器搬入用ハッチは，設計基準対象施設の下部ドライウェル機器搬入用ハ

ッチを重大事故等クラス２容器として兼用する機器である。 

以下，重大事故等クラス２容器として，Ⅵ-1-8-1「原子炉格納施設の設計条件に関する説明

書」及びⅥ-3-1-5「重大事故等クラス２機器及び重大事故等クラス２支持構造物の強度計算の

基本方針」に基づき，下部ドライウェル機器搬入用ハッチの強度評価を示す。 

なお，本計算書においては，重大事故等時における荷重に対して，平成 4年 3月 27 日付け 3

資庁第 13033 号にて認可された工事計画の添付書類（参照図書(1)）（以下「既工認」という。）

に示す手法に従い強度評価を行う。 

 

2. 一般事項 

2.1 構造計画 

下部ドライウェル機器搬入用ハッチの構造計画を表 2－1に示す。 
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表 2－1 構造計画 

計画の概要 
概略構造図 

基礎・支持構造 主体構造 

下部ドライウェル機器搬

入用ハッチは，下部ドラ

イウェルアクセストンネ

ルスリーブ及び鏡板（機

器搬入用ハッチ付）に支

持される。 

下部ドライウェル機器搬

入用ハッチは，原子炉格

納容器と一体構造である

下部ドライウェルアクセ

ストンネルスリーブ及び

鏡板（機器搬入用ハッチ

付）に取り付けられ，鉛

直方向荷重及び水平方向

荷重は，原子炉格納容器

シェル部分あるいは原子

炉格納容器底部を介して

原子炉建屋に伝達させ

る。 

下部ドライウェル機器

搬入用ハッチは，内径

 mm，板厚  mm，

長さ  mm の円筒胴

及び板厚  mm の鏡板

で構成される鋼製構造

物である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（単位：mm） 

K6 ① Ⅵ-3-3-6-1-2-3 R0 

下部ドライウェル機器搬入用ハッチ 拡大図 

下部ドライウェル機器搬入用ハッチ 

鏡板 

フランジ 

円筒胴 
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2.2 評価方針 

下部ドライウェル機器搬入用ハッチの応力評価は，Ⅵ-1-8-1「原子炉格納施設の設計条件

に関する説明書」及びⅥ-3-1-5「重大事故等クラス２機器及び重大事故等クラス２支持構造

物の強度計算の基本方針」にて設定した荷重及び荷重の組合せ並びに許容限界に基づき， 

「3. 評価部位」にて設定する箇所において重大事故等時における温度，圧力による応力等

が許容限界内に収まることを，「4. 強度評価」にて示す方法にて確認することで実施する。

確認結果を「5. 評価結果」に示す。 

下部ドライウェル機器搬入用ハッチの強度評価フローを図 2－1に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2－1 下部ドライウェル機器搬入用ハッチの強度評価フロー 

 

 

2.3 適用規格・基準等 

適用規格・基準等を以下に示す。 

・発電用原子力設備に関する構造等の技術基準（昭和 55 年 10 月 30 日 通商産業省告示 

  第５０１号）（以下「告示第５０１号」という。） 

 

  

計算モデルの設定 

重大事故等による荷重 

重大事故等時における応力 

応力解析又は理論式による応力計算 

下部ドライウェル機器搬入用ハッチの強度評価 

K
6
 
①
 Ⅵ

-
3-
3
-
6-
1
-
2-
3
 
R0
 



 

4 

2.4 記号の説明 

記号 記号の説明 単位 

Ｄ 死荷重 ― 

Ｄ１ 直径 mm 

Ｅ 縦弾性係数 MPa 

ℓ１ 長さ mm 

ｍｉ 質量（ｉ＝1，2，3） kg 

ＭＳＡ 機械的荷重（ＳＡ後機械的荷重） ― 

ＰＳＡ 圧力（ＳＡ後圧力） kPa 

Ｒｈｉ 半径（ｉ＝1，2） mm 

Ｓ 許容引張応力 MPa 

Ｓｕ 設計引張強さ MPa 

Ｓｙ 設計降伏点 MPa 

Ｓｙ（ＲＴ） 40℃における設計降伏点 MPa 

ｔｉ 厚さ（ｉ＝1，2，3…） mm 

Ｔ 温度 ℃ 

ＴＳＡ 温度（ＳＡ後温度） ℃ 

Ｗ 荷重 N 

ν ポアソン比 ― 
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2.5 計算精度と数値の丸め方 

精度は，有効数字6桁以上を確保する。 

表示する数値の丸め方は表2－2に示すとおりである。 

 

表 2－2 表示する数値の丸め方 

数値の種類 単位 処理桁 処理方法 表示桁 

最高使用圧力 kPa ― ― 整数位 

温度 ℃ ― ― 整数位 

許容応力＊1 MPa 小数点以下第 1位 切捨て 整数位 

算出応力 MPa 小数点以下第 1位 切上げ 整数位 

力 N 有効数字 4桁目 四捨五入 有効数字 3桁＊2 

注記＊1：告示第５０１号別表に記載された温度の中間における許容引張応力，設計降伏点及び設

計引張強さは，比例法により補間した値の小数点以下第 2 位を切り捨て，小数点以下第 1

位までの値として算出する。得られた値を SI 単位に換算し，SI 単位に換算した値の小数

点以下第1位を切り捨てて整数化する。 

＊2：絶対値が1000以上のときはべき数表示とする。 
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3. 評価部位 

下部ドライウェル機器搬入用ハッチの形状及び主要寸法を図 3－1 に，評価部位及び使用材料

を表 3－1に示す。 

 

 

 

 注記＊1：Ｗ（荷重）の作用点を示す。 

   ＊2：ℓ１寸法は最大長さを示す。 

 

① フランジ ②鏡板 ③ブラケット ④ヒンジボルト ⑤ピン ⑥ブラケット 

  ⑦円筒胴  ⑧アクセストンネル鏡板 

 

Ｄ１＝  ℓ１＝  Ｒｈ１＝  Ｒｈ２＝  

ｔ１＝   ｔ２＝    ｔ３＝     ｔ４＝  

（単位：mm） 

 

図 3－1 下部ドライウェル機器搬入用ハッチの形状及び主要寸法 
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表 3－1 評価部位及び使用材料表 

評価部位 使用材料 備考 

フランジ   

鏡板   

ブラケット   

ヒンジボルト   

ピン   

円筒胴   

アクセストンネル鏡板   
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4. 強度評価 

4.1 強度評価方法 

(1) 下部ドライウェル機器搬入用ハッチは，円筒胴が下部ドライウェルアクセストンネルス

リーブ及び鏡板に支持された構造であり，荷重は下部ドライウェルアクセストンネルスリ

ーブ及び鏡板を介して原子炉格納容器コンクリート及び原子炉建屋に伝達される。 

 下部ドライウェル機器搬入用ハッチの強度評価として，Ⅵ-1-8-1「原子炉格納施設の設

計条件に関する説明書」において設定された荷重を用いて，参照図書(1)に示す既工認の手

法に従い強度評価を行う。また，重大事故等対処設備としての評価においては，没水時に

おける下部ドライウェル機器搬入用ハッチ内部の水重量及び水頭圧を考慮する。 

(2) 強度評価に用いる寸法は，公称値を用いる。 

 

4.2 荷重の組合せ及び許容応力 

4.2.1 荷重の組合せ及び許容応力状態 

下部ドライウェル機器搬入用ハッチの荷重の組合せ及び許容応力状態のうち，重大事

故等対処設備の評価に用いるものを表 4－1に示す。 

詳細な荷重の組合せは，Ⅵ-1-8-1「原子炉格納施設の設計条件に関する説明書」に従

い，対象機器の設置位置等を考慮し決定する。なお，考慮する荷重の組合せは，組み合

わせる荷重の大きさを踏まえ，評価上厳しくなる組合せを選定する。 

 

4.2.2 許容応力 

下部ドライウェル機器搬入用ハッチの許容応力は，Ⅵ-3-1-5「重大事故等クラス２機

器及び重大事故等クラス２支持構造物の強度計算の基本方針」に基づき，表 4－2及び 

表 4－3に示すとおりとする。 

 

4.2.3 使用材料の許容応力評価条件 

下部ドライウェル機器搬入用ハッチの使用材料の許容応力評価条件のうち，重大事故

等対処設備の評価に用いるものを表 4－4に示す。 
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表 4－1 荷重の組合せ及び許容応力状態（重大事故等対処設備） 

施設区分 機器名称 
機器等 

の区分 
荷重の組合せ＊1 許容応力状態 

原子炉格納 

施設 

原子炉格納 

容器 

下部ドライウ

ェル機器搬入

用ハッチ 

重大事故等 

クラス２容器 
Ｄ＋ＰＳＡ＋ＭＳＡ 

(V(S)-1) 

(V(S)-2) 

(V(S)-3) 

重大事故等時＊2 

注記＊1：（ ）内はⅥ-1-8-1「原子炉格納施設の設計条件に関する説明書」における表5－4の荷重の組合せのNo.を示す。 
   ＊2：重大事故等時としてⅣＡの許容限界を用いる。

K6 ① Ⅵ-3-3-6-1-2-3 R0 
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表4－2 許容応力（第２種容器） 

応力分類 

許容 

応力状態 

一次一般膜応力 一次膜応力＋一次曲げ応力 

重大事故 

等時＊
 

運転状態IVの許容応力である2/3・Ｓｕとす

る。ただし，オーステナイト系ステンレス

鋼及び高ニッケル合金については， 2.4・

Ｓと2/3・Ｓｕの小さい方とする。 

左欄の 

1.5倍の値 

注記＊：重大事故等時としてⅣＡの許容限界を用いる。 

 

 

表4－3 許容応力（第２種容器耐圧部テンションボルト） 

応力分類 

許容 

応力状態 

平均引張応力 平均引張応力＋曲げ応力 

重大事故 

等時＊
 

2/3・Ｓｕ。ただし，オーステナイト系ステ

ンレス鋼及び高ニッケル合金については，

2.4・Ｓと2/3・Ｓｕの小さい方とする。 

左欄の 

1.5倍の値 

注記＊：重大事故等時としてⅣＡの許容限界を用いる。 
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表 4－4 使用材料の許容応力評価条件（重大事故等対処設備） 

評価部材 材料 
温度条件 

(℃) 

Ｓ 

(MPa) 

Ｓｙ 

(MPa) 

Ｓｕ 

(MPa) 

Ｓｙ（ＲＴ） 

(MPa) 

下部ドライウェル機器搬入用

ハッチ鏡板，フランジ，ブラ

ケット，円筒胴及びアクセス

トンネル鏡板 

 
周囲環境

温度 
200 ―   ― 

ヒンジボルト，ピン  
周囲環境

温度 
200 ― ―  ― 

注記＊：  
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4.2.4 設計荷重 

(1) 重大事故等対処設備としての評価圧力及び評価温度 

重大事故等対処設備としての評価圧力及び評価温度は，Ⅵ-1-8-1「原子炉格納施設の

設計条件に関する説明書」に従い，以下のとおりとする。 

 

  内圧ＰＳＡ  620kPa（ＳＡ後） 

  温度ＴＳＡ  200℃（ＳＡ後） 

 

(2) 水荷重 

重大事故等対処設備の評価に用いる水荷重として，没水時における下部ドライウェル

機器搬入用ハッチ内部の水重量及びⅥ-1-8-1「原子炉格納施設の設計条件に関する説明

書」に従い，下記の水位による水頭圧を考慮する。 

 

 下部ドライウェル機器搬入用ハッチ内部水重量      N 

水位 T.M.S.L. 7400mm 
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4.3 計算方法 

4.3.1 応力評価点 

下部ドライウェル機器搬入用ハッチの応力評価点は，下部ドライウェル機器搬入用ハ

ッチを構成する部材の形状及び荷重伝達経路を考慮し，発生応力が大きくなる部位を選

定する。選定した応力評価点を表 4－5及び図 4－1に示す。 

応力計算方法は既工認から変更はなく，参照図書(1)に示すとおりである。 

 

 

表 4－5 応力評価点 

応力評価点番号 応力評価点 

Ｐ１ 鏡板中央部 

Ｐ２ フランジ 

Ｐ３ ブラケットのフランジとの結合部 

Ｐ４ ブラケットの円筒胴との結合部 

Ｐ５ ヒンジボルト 

Ｐ６ ピン 

Ｐ７ ピン取付部 

Ｐ８～Ｐ１０ 下部ドライウェル機器搬入用ハッチ円筒胴 

Ｐ１１～Ｐ１３ 下部ドライウェル機器搬入用ハッチ円筒胴と鏡板

との結合部 

 

  

K
6
 
①
 Ⅵ

-
3-
3
-
6-
1
-
2-
3
 
R0
 



 

14 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ａ～Ａ矢視図 

 

図 4－1 下部ドライウェル機器搬入用ハッチの応力評価点 
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4.3.2 解析モデル及び諸元 

(1) 重大事故等対処設備としての解析モデル 

重大事故等対処設備としての評価は，没水による下部ドライウェル機器搬入用ハッチ

の内部水の影響を考慮して応力解析を行う。 

解析モデルの概要を以下に示す。 

 

a. 下部ドライウェル機器搬入用ハッチの解析モデルは，3 次元シェルモデルによる有

限要素解析手法を適用する。解析モデルを図 4－2 に，機器の諸元について表 4－6

に示す。 

b. 

 

c. 

 

d. 解析コードは「ＭＳＣ ＮＡＳＴＲＡＮ」を使用し，応力を求める。なお，評価に

用いる解析コードの検証及び妥当性確認等の概要については，別紙「計算機プログ

ラム（解析コード）の概要」に示す。 
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図 4－2 解析モデル 

 

表 4－6 機器諸元 

項目 記号 単位 入力値 

材質 ― ―  

機器 

質量 

下部ドライウェル機器搬入

用ハッチ 
ｍ１ kg  

下部ドライウェルアクセス

トンネルスリーブ及び鏡板 
ｍ２ kg  

水質量 
下部ドライウェル機器搬入

用ハッチ 
ｍ３ kg  

温度条件 Ｔ ℃ 200 

縦弾性係数 Ｅ MPa  

ポアソン比 ν ―  

要素数 ― ―  

節点数 ― ―  
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4.3.3 応力計算方法 

下部ドライウェル機器搬入用ハッチの応力計算方法について以下に示す。 

(1) 重大事故等対処設備としての応力計算 

a. 応力評価点 P1～P7 

重大事故等対処設備における応力計算方法は，既工認から変更はなく，参照図書(1)

に示すとおりである。 

応力評価点 P1は，内圧を受ける薄肉球かくの応力算出式を用いて評価する。 

応力評価点 P2 は，JIS B 8243-1981「圧力容器の構造」附属書２「フランジの応力

計算方法」等を用いて，圧力によりフランジに生じる荷重を算出し，この荷重を用い

てリングモデルでフランジの評価をする。 

応力評価点 P3～P7 は，P2 評価時に算出した設計ボルト荷重と，各評価断面の断面

性能より評価する 

b. 応力評価点 P8～P10 

重大事故等対処設備における応力計算方法は，既工認から変更はなく，参照図書(1)

に示すとおりである。 

応力評価点 P8～P10 の圧力による応力は，内圧を受ける薄肉円筒の応力算出式を用

いて算出する。圧力以外の荷重による応力は，評価断面の断面性能より評価する。 

c. 応力評価点 P11～P13 

応力評価点 P11～P13 の応力は，「4.3.2 解析モデル及び諸元」に示す下部ドライウ

ェル機器搬入用ハッチの解析モデルにより算出する。 

 

4.4 計算条件 

応力計算に用いる荷重を，「4.2 荷重の組合せ及び許容応力」に示す。 

応力評価に用いる荷重の組合せは，表 4－1 に記載の組合せのうち評価上最も厳しくなる

V(S)-1 とする。 

 

4.5 応力の評価 

「4.3 計算方法」で求めた応力が許容応力以下であること。 
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5. 評価結果 

5.1 重大事故等対処設備としての評価結果 

下部ドライウェル機器搬入用ハッチの重大事故等時の状態を考慮した場合の強度評価結果

を以下に示す。発生値は許容限界を満足している。 

(1) 強度評価結果 

強度評価結果を表 5－1に示す。 

なお，表中の一次膜応力＋一次曲げ応力の算出応力が一次一般膜応力の許容応力を下回

ることから，評価を省略した一次一般膜応力が生じる応力評価点も十分な構造強度を有す

る。 
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表 5－1 重大事故等時に対する評価結果（Ｄ＋ＰＳＡ＋ＭＳＡ）（その 1） 

評価対象設備 評価部位 応力分類 

重大事故等時 

判定 備考 算出応力 許容応力 

MPa MPa 

下部ドライウ

ェル機器搬入

用ハッチ 

P1 鏡板中央部 
一次一般膜応力 44  ○  

一次膜応力＋一次曲げ応力 44  ○  

P2 フランジ 一次膜応力＋一次曲げ応力 91  ○  

P3 ブラケットのフランジとの結合部 応力強さ 135  ○  

P4 ブラケットの円筒胴との結合部 応力強さ 113  ○  

P5 ヒンジボルト 平均引張応力 163  ○  

P6 ピン 応力強さ 182  〇  

P7 ピン取付部 応力強さ 118  〇  
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表 5－1 重大事故等時に対する評価結果（Ｄ＋ＰＳＡ＋ＭＳＡ）（その 2） 

評価対象設備 評価部位 応力分類 

重大事故等時 

判定 備考 算出応力 許容応力 

MPa MPa 

下部ドライウ

ェル機器搬入

用ハッチ 

P8 
下部ドライウェル機器搬入用ハッチ 

円筒胴 

一次一般膜応力 14  ○  

一次膜応力＋一次曲げ応力 14  ○  

P9 
下部ドライウェル機器搬入用ハッチ 

円筒胴 

一次一般膜応力 14  ○  

一次膜応力＋一次曲げ応力 14  ○  

P10 
下部ドライウェル機器搬入用ハッチ 

円筒胴 

一次一般膜応力 14  ○  

一次膜応力＋一次曲げ応力 14  ○  

P11 
下部ドライウェル機器搬入用ハッチ 

円筒胴と鏡板との結合部 
一次膜応力＋一次曲げ応力 15  ○  

P12 
下部ドライウェル機器搬入用ハッチ 

円筒胴と鏡板との結合部 
一次膜応力＋一次曲げ応力 95  ○  

P13 
下部ドライウェル機器搬入用ハッチ 

円筒胴と鏡板との結合部 
一次膜応力＋一次曲げ応力 78  ○  

 

K6 ① Ⅵ-3-3-6-1-2-3 R0 



 

21 

6. 参照図書 

(1) 柏崎刈羽原子力発電所第６号機 第２回工事計画認可申請書 

Ⅳ-3-4-1-9「下部ドライウェル機器搬入用ハッチの強度計算書」 
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Ⅵ-3-3-6-1-2-4 サプレッションチェンバ出入口の強度計算書 
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1. 概要 

本計算書は，サプレッションチェンバ出入口の強度計算書である。 

サプレッションチェンバ出入口は，設計基準対象施設のサプレッションチェンバ出入口を重

大事故等クラス２容器として兼用する機器である。 

以下，重大事故等クラス２容器として，Ⅵ-1-8-1「原子炉格納施設の設計条件に関する説明

書」及びⅥ-3-1-5「重大事故等クラス２機器及び重大事故等クラス２支持構造物の強度計算の

基本方針」に基づき，サプレッションチェンバ出入口の強度評価を示す。 

なお，本計算書においては，重大事故等時における荷重に対して，平成 4年 3月 27 日付け 3

資庁第 13033 号にて認可された工事計画の添付書類（参照図書(1)）（以下「既工認」という。）

に示す手法に従い強度評価を行う。 

 

2. 一般事項 

2.1 構造計画 

サプレッションチェンバ出入口の構造計画を表 2－1に示す。 
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表 2－1 構造計画 

計画の概要 
概略構造図 

基礎・支持構造 主体構造 

サプレッションチェン

バ出入口は原子炉格納容

器コンクリート部に支持

される。 

サプレッションチェン

バ出入口は，原子炉格納

容器と一体構造となって

おり，鉛直方向荷重及び

水平方向荷重は，原子炉

格納容器シェル部分ある

いは原子炉格納容器底部

を介して原子炉建屋に伝

達させる。 

サプレッションチェ

ンバ出入口は，内径

 mm，板厚  

mm，長さ  mm の円

筒胴及び板厚  mm の

鏡板，フランジで構成

される鋼製構造物であ

る。 

原子炉格納容器埋込

部には，フランジプ 

レート及びガセットプ

レートを備える。 

 

 

 

 

                                                                                                                             

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（単位：mm） 

K6 ① Ⅵ-3-3-6-1-2-4 R0 

サプレッションチェンバ出入口 拡大図 

鏡板 

サプレッションチェンバ出入口 

フランジ 

円筒胴 

 

 
 

 

ガセット

プレート 

フランジプレート コンクリート部 
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2.2 評価方針 

サプレッションチェンバ出入口の応力評価は，Ⅵ-1-8-1「原子炉格納施設の設計条件に関

する説明書」及びⅥ-3-1-5「重大事故等クラス２機器及び重大事故等クラス２支持構造物の

強度計算の基本方針」にて設定した荷重及び荷重の組合せ並びに許容限界に基づき，「3. 評

価部位」にて設定する箇所において重大事故等時における温度，圧力による応力等が許容限

界内に収まることを，「4. 強度評価」にて示す方法にて確認することで実施する。確認結果

を「5. 評価結果」に示す。 

サプレッションチェンバ出入口の強度評価フローを図 2－1に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2－1 サプレッションチェンバ出入口の強度評価フロー 
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計算モデルの設定 

重大事故等による荷重 

重大事故等時における応力 

理論式による応力計算 

サプレッションチェンバ出入口の強度評価 
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2.3 適用規格・基準等 

適用規格・基準等を以下に示す。 

・発電用原子力設備に関する構造等の技術基準（昭和 55 年 10 月 30 日 通商産業省告示 

第５０１号）（以下「告示第５０１号」という。） 

・コンクリート製原子炉格納容器に関する構造等の技術基準（平成2年10月22日 通商産業 

省告示第４５２号）（以下「告示第４５２号」という。） 
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2.4 記号の説明 

記号 記号の説明 単位 

Ｄ 死荷重 ― 

Ｄｉ 直径（ｉ＝1） mm 

ｆｂ 許容曲げ応力度 MPa 

ｆｃ 許容圧縮応力度 MPa 

ｆｐ 許容支圧応力度 MPa 

ｆｓ 許容せん断応力度 MPa 

ｆｔ 許容引張応力度 MPa 

Ｆｃ コンクリートの設計基準強度 kg/cm2, 

N/mm2 

ℓｉ 長さ（ｉ＝1，2） mm 

Ｌ 活荷重 ― 

ＭＳＡ 機械的荷重（ＳＡ後機械的荷重） ― 

ＰＳＡ 圧力（ＳＡ後圧力） kPa 

Ｒｈ 半径 mm 

ＲＳＡ 配管荷重（ＳＡ後配管荷重） ― 

Ｓ 許容引張応力 MPa 

Ｓｕ 設計引張強さ MPa 

Ｓｙ 設計降伏点 MPa 

Ｓｙ（ＲＴ） 40℃における設計降伏点 MPa 

ｔｉ 厚さ（ｉ＝1，2，3…） mm 

ＴＳＡ 温度（ＳＡ後温度） ℃ 

Ｗ 荷重 N 
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2.5 計算精度と数値の丸め方 

精度は，有効数字6桁以上を確保する。 

表示する数値の丸め方は表2－2に示すとおりである。 

 

表 2－2 表示する数値の丸め方 

数値の種類 単位 処理桁 処理方法 表示桁 

最高使用圧力 kPa ― ― 整数位 

温度 ℃ ― ― 整数位 

許容応力＊1 MPa 小数点以下第 1位 切捨て 整数位 

算出応力 MPa 小数点以下第 1位 切上げ 整数位 

力 N 有効数字 4桁目 四捨五入 有効数字 3桁＊2 

注記＊1：告示第５０１号別表に記載された温度の中間における許容引張応力，設計降伏点及び設

計引張強さは，比例法により補間した値の小数点以下第 2 位を切り捨て，小数点以下第 1

位までの値として算出する。得られた値を SI 単位に換算し，SI 単位に換算した値の小数

点以下第1位を切り捨てて整数化する。 

＊2：絶対値が1000以上のときはべき数表示とする。 
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3. 評価部位 

サプレッションチェンバ出入口の形状及び主要寸法を図 3－1に，評価部位及び使用材料を 

表 3－1に示す。 

 

 

 

 注記＊1：Ｗ（荷重）の作用点を示す。 

   ＊2：ℓ１寸法は最大長さを示す。 

①フランジ ②鏡板 ③ブラケット ④ヒンジボルト ⑤ピン ⑥ブラケット 

⑦円筒胴 ⑧フランジプレート（外側） ⑨フランジプレート（内側）  

⑩ガセットプレート（外側） ⑪ガセットプレート（内側） ⑫コンクリート部 

 

Ｄ１＝  ℓ１＝  ℓ２＝   Ｒｈ＝  ｔ１＝  

ｔ２＝   ｔ３＝   ｔ４＝   ｔ５＝   ｔ６＝  

（単位：mm） 

 

図 3－1 サプレッションチェンバ出入口の形状及び主要寸法 
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表 3－1 評価部位及び使用材料表 

評価部位 使用材料 備考 

フランジ   

鏡板   

ブラケット   

ヒンジボルト   

ピン   

円筒胴   

フランジプレート（外側）   

フランジプレート（内側）   

ガセットプレート（外側）   

ガセットプレート（内側）   

コンクリート部 コンクリート（Ｆc＝330 kg/cm2） Ｆc＝32.4N/mm2 
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4. 強度評価 

4.1 強度評価方法 

(1) サプレッションチェンバ出入口は，円筒胴が原子炉格納容器コンクリート部に埋め込ま

れた構造であり，荷重は原子炉格納容器コンクリートを介して原子炉建屋に伝達される。 

   サプレッションチェンバ出入口の強度評価として，Ⅵ-1-8-1「原子炉格納施設の設計条

件に関する説明書」において設定された荷重を用いて，参照図書(1)に示す既工認の手法に

従い強度評価を行う。また，重大事故等対処設備としての評価においては，没水時におけ

るサプレッションチェンバ出入口内部の水重量及び水頭圧を考慮する。 

(2) 強度評価に用いる寸法は，公称値を用いる。 

 

4.2 荷重の組合せ及び許容応力 

4.2.1 荷重の組合せ及び許容応力状態 

サプレッションチェンバ出入口の荷重の組合せ及び許容応力状態のうち，重大事故等

対処設備の評価に用いるものを表 4－1に示す。 

詳細な荷重の組合せは，Ⅵ-1-8-1「原子炉格納施設の設計条件に関する説明書」に従

い，対象機器の設置位置等を考慮し決定する。なお，考慮する荷重の組合せは，組み合

わせる荷重の大きさを踏まえ，評価上厳しくなる組合せを選定する。 

 

4.2.2 許容応力 

サプレッションチェンバ出入口の許容応力及び許容応力度は，Ⅵ-3-1-5「重大事故等

クラス２機器及び重大事故等クラス２支持構造物の強度計算の基本方針」に基づき， 

表 4－2～表 4－5に示すとおりとする。 

 

4.2.3 使用材料の許容応力評価条件 

サプレッションチェンバ出入口の使用材料の許容応力評価条件のうち，重大事故等対

処設備の評価に用いるものを表 4－6に示す。 
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表 4－1 荷重の組合せ及び許容応力状態（重大事故等対処設備） 

施設区分 機器名称 
機器等 

の区分 
荷重の組合せ＊1，＊2 

許容応力状態＊1 

＜荷重状態＞ 

原子炉格納 

施設 

原子炉格納 

容器 

サプレッショ

ンチェンバ 

出入口 

重大事故等 

クラス２容器 

Ｄ＋ＰＳＡ＋ＭＳＡ
 

＜Ｄ＋Ｌ＋ＰＳＡ＋ＲＳＡ＞ 

(V(S)-1) 

(V(S)-2) 

(V(S)-3) 

重大事故等時＊3 

＜重大事故等時＞ 

注記＊1：告示第４５２号による場合は，＜ ＞内の荷重状態及び荷重の組合せを適用する。 

   ＊2：（ ）内はⅥ-1-8-1「原子炉格納施設の設計条件に関する説明書」における表5－4の荷重の組合せのNo.を示す。 
   ＊3：重大事故等時としてⅣＡ（＜Ⅳ＞）の許容限界を用いる。 
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表4－2 許容応力（第２種容器） 

応力分類 

許容 

応力状態 

一次一般膜応力 一次膜応力＋一次曲げ応力 

重大事故 

等時＊
 

運転状態IVの許容応力である2/3・Ｓｕとす

る。ただし，オーステナイト系ステンレス

鋼及び高ニッケル合金については， 2.4・

Ｓと2/3・Ｓｕの小さい方とする。 

左欄の 

1.5倍の値 

注記＊：重大事故等時としてⅣＡの許容限界を用いる。 

 

表4－3 許容応力（第２種容器耐圧部テンションボルト） 

応力分類 

許容 

応力状態 

平均引張応力 平均引張応力＋曲げ応力 

重大事故 

等時＊
 

2/3・Ｓｕ。ただし，オーステナイト系ステ

ンレス鋼及び高ニッケル合金については，

2.4・Ｓと2/3・Ｓｕの小さい方とする。 

左欄の 

1.5倍の値 

注記＊：重大事故等時としてⅣＡの許容限界を用いる。 
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表4－4 ライナプレート，ライナアンカ等の許容応力度 

応力 

分類 

荷重 

状態 

ライナプレート，ライナアンカ等＊1 ボルト等 

一次応力 一次＋二次応力 一次応力 

引張り せん断 圧縮 曲げ 支圧 
引張り 

／圧縮 
せん断 曲げ 支圧 座屈 引張り せん断 

重大事故 

等時＊2 

 

1.5・ｆｔ ＊ 

 

1.5・ｆｓ ＊ 

 

1.5・ｆｃ ＊ 

 

1.5・ｆｂ ＊ 

 

1.5・ｆｐ ＊ 

 

― 

 

― 

 

― 

 

― 

 

― 

 

 

1.5・ｆｔ ＊ 

 

1.5・ｆｓ ＊ 

注：本表の対象部としては，貫通部のフランジプレート，ガセットプレート等が該当する。 

注記＊1：鋼構造設計規準（日本建築学会 1973 改定）等の幅厚比の制限を満足させる。 

＊2：重大事故等時としてⅣの許容限界を用いる。 

 

表4－5 コンクリート部の許容応力度 

応力分類    

荷重状態 

コンクリート部 （単位：kg/cm2） 

圧縮応力度 せん断応力度 

重大事故等時＊ 0.85・Ｆｃ 

次の二つの計算式のうち 

いずれかｆｓの値の小さい方の

1.5倍の値 

ｃ
ｓ

Ｆ

30
ｆ  

ｃ
ｓ

Ｆ
5

100
ｆ  

注記＊：重大事故等時としてⅣの許容限界を用いる。 
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表4－6 使用材料の許容応力評価条件（重大事故等対処設備） 

評価部材 材料 
温度条件 

(℃) 

Ｓ 

（MPa） 

Ｓｙ 

（MPa） 

Ｓｕ 

（MPa） 

Ｓｙ（ＲＴ） 

（MPa） 

サプレッションチェンバ出入

口円筒胴，フランジプレート

及びガセットプレート 

 
周囲環境

温度 
200 ―   ― 

ヒンジボルト,ピン  
周囲環境

温度 
200 ― ―  ― 

注記＊：  
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4.2.4 設計荷重 

(1) 重大事故等対処設備としての評価圧力及び評価温度 

重大事故等対処設備としての評価圧力及び評価温度は，Ⅵ-1-8-1「原子炉格納施設の

設計条件に関する説明書」に従い，以下のとおりとする。 

 

  内圧ＰＳＡ  620kPa（ＳＡ後） 

  温度ＴＳＡ  200℃（ＳＡ後） 

 

(2) 水荷重 

重大事故等対処設備の評価に用いる水荷重として，没水時におけるサプレッション 

チェンバ出入口内部の水重量及びⅥ-1-8-1「原子炉格納施設の設計条件に関する説明書」

に従い，下記の水位による水頭圧を考慮する。 

 

 サプレッションチェンバ出入口内保有水重量   N 

水位 T.M.S.L. 8750mm 
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4.3 計算方法 

サプレッションチェンバ出入口の応力評価点は，サプレッションチェンバ出入口を構成す

る部材の形状及び荷重伝達経路を考慮し，発生応力が大きくなる部位を選定する。選定した

応力評価点を表 4－7及び図 4－1に示す。 

応力計算方法は既工認から変更はなく，参照図書(1)に示すとおりである。 

評価の概要を以下に示す。 

応力評価点 P1は，内圧を受ける薄肉球かくの応力算出式を用いて評価する。 

応力評価点 P2 は，JIS B 8243-1981「圧力容器の構造」附属書２「フランジの応力計算方

法」等を用いて，圧力によりフランジに生じる荷重を算出し，この荷重を用いてリングモデ

ルでフランジの評価をする。 

応力評価点 P3～P7 は，P2 評価時に算出した設計ボルト荷重と，各評価断面の断面性能よ

り評価する。 

応力評価点 P8～P13 は，圧力については薄肉円筒の応力計算式，ハッチ荷重（死荷重，活

荷重）については荷重と各評価断面の断面性能より評価する。応力評価点 P11～P13 の圧力に

よる円周方向応力は，上記に加え，コンクリートからの反力により生じる応力を考慮する。 

応力評価点 P14 及び P15 は，等分布荷重を受ける 3 辺固定 1 辺自由の矩形板にモデル化し

評価する。 

応力評価点 P16 及び P17 は，等分布荷重を受けるガセットプレートの断面性能より評価す

る。 

応力評価点 P18 は，作用荷重に応じ，コンクリート部のフランジプレートとの接触面に生

じる圧縮応力の分布を仮定して，力の釣り合い式を解き，最大圧縮応力度を計算することに

より評価する。 
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表 4－7 応力評価点 

応力評価点番号 応力評価点 

Ｐ１ 鏡板中央部 

Ｐ２ フランジ 

Ｐ３ ブラケットのフランジとの結合部 

Ｐ４ ブラケットの円筒胴との結合部 

Ｐ５ ヒンジボルト 

Ｐ６ ピン 

Ｐ７ ピン取付部 

Ｐ８～Ｐ１０ サプレッションチェンバ出入口円筒胴 

Ｐ１１～Ｐ１３ 
サプレッションチェンバ出入口円筒胴のフランジ

プレートとの結合部 

Ｐ１４ フランジプレート（外側） 

Ｐ１５ フランジプレート（内側） 

Ｐ１６ ガセットプレート（外側） 

Ｐ１７ ガセットプレート（内側） 

Ｐ１８ コンクリート部 
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Ａ～Ａ矢視図 

 

図 4－1 サプレッションチェンバ出入口の応力評価位置（その１） 
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③ブラケット ④ヒンジボルト ⑤ピン ⑥ブラケット 

 

図 4－1 サプレッションチェンバ出入口の応力評価位置（その２） 

 

 

 

4.4 計算条件 

応力計算に用いる荷重を，「4.2 荷重の組合せ及び許容応力」に示す。 

応力評価に用いる荷重の組合せは，表 4－1 に記載の組合せのうち評価上最も厳しくなる

V(S)-1 とする。 

 

4.5 応力の評価 

「4.3 計算方法」で求めた応力が許容応力以下であること。 
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5. 評価結果 

5.1 重大事故等対処設備としての評価結果 

サプレッションチェンバ出入口の重大事故等時の状態を考慮した場合の強度評価結果を以

下に示す。発生値は許容限界を満足している。 

(1) 強度評価結果 

強度評価結果を表 5－1に示す。 

なお，表中の一次膜応力＋一次曲げ応力の算出応力が一次一般膜応力の許容応力を下回

ることから，評価を省略した一次一般膜応力が生じる応力評価点も十分な構造強度を有す

る。 
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表 5－1 重大事故等時に対する評価結果（Ｄ＋ＰＳＡ＋ＭＳＡ）（その 1） 

評価対象設備 評価部位 応力分類 

重大事故等時 

判定 備考 算出応力 許容応力 

MPa MPa 

サプレッショ

ンチェンバ 

出入口 

P1 鏡板中央部 

一次一般膜応力 33  ○  

一次膜応力＋一次曲げ応力 33  ○  

P2 フランジ 一次膜応力＋一次曲げ応力 139  ○  

P3 ブラケットのフランジとの結合部 応力強さ 97  ○  

P4 ブラケットの円筒胴との結合部 応力強さ 81  ○  

P5 ヒンジボルト 平均引張応力 117  ○  

P6 ピン 応力強さ 132  ○  

P7 ピン取付部 応力強さ 84  ○  
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表 5－1 重大事故等時に対する評価結果（Ｄ＋ＰＳＡ＋ＭＳＡ）（その 2） 

評価対象設備 評価部位 応力分類 

重大事故等時 

判定 備考 算出応力 許容応力 

MPa MPa 

サプレッショ

ンチェンバ 

出入口 

P8 サプレッションチェンバ出入口円筒胴 
一次一般膜応力 42  ○  

一次膜応力＋一次曲げ応力 42  ○  

P9 サプレッションチェンバ出入口円筒胴 
一次一般膜応力 42  ○  

一次膜応力＋一次曲げ応力 42  ○  

P10 サプレッションチェンバ出入口円筒胴 
一次一般膜応力 42  ○  

一次膜応力＋一次曲げ応力 42  ○  

P11 
サプレッションチェンバ出入口円筒胴

のフランジプレートとの結合部 
一次膜応力＋一次曲げ応力 19  ○  

P12 
サプレッションチェンバ出入口円筒胴

のフランジプレートとの結合部 
一次膜応力＋一次曲げ応力 25  ○  

P13 
サプレッションチェンバ出入口円筒胴

のフランジプレートとの結合部 
一次膜応力＋一次曲げ応力 22  ○  
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表 5－1 重大事故等時に対する評価結果（Ｄ＋ＰＳＡ＋ＭＳＡ）（その 3） 

評価対象設備 評価部位 応力分類 

重大事故等時 

判定 備考 算出応力 許容応力 

MPa MPa 

サプレッショ

ンチェンバ 

出入口 

P14 フランジプレート（外側） 
曲げ応力度 13  ○  

せん断応力度 1  ○  

P15 フランジプレート（内側） 
曲げ応力度 110  ○  

せん断応力度 10  ○  

P16 ガセットプレート（外側） せん断応力度 11  ○  

P17 ガセットプレート（内側） せん断応力度 94  ○  

P18 

コンクリート部 

（フランジプレート外側近傍） 
圧縮応力度 0.6 27.5 ○ 単位：N/mm2 

コンクリート部 

（フランジプレート内側近傍） 
圧縮応力度 5.6 27.5 ○ 単位：N/mm2 

注：本表のフランジプレート，ガセットプレート及びコンクリート部は告示第４５２号による評価を示す。 
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6. 参照図書 

(1) 柏崎刈羽原子力発電所第６号機 第２回工事計画認可申請書 

Ⅳ-3-4-1-12「サプレッションチェンバ出入口の強度計算書」 
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Ⅵ-3-3-6-1-3 エアロックの強度計算書 

 



 

Ⅵ-3-3-6-1-3-1 所員用エアロックの基本板厚計算書 
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本計算書の評価結果については，Ⅵ-1-8-1「原子炉格納施設の設計条件に関する説明書」によ

る。 
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Ⅵ-3-3-6-1-3-2 上部ドライウェル所員用エアロックの強度計算書 
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1. 概要 

本計算書は，上部ドライウェル所員用エアロックの強度計算書である。 

上部ドライウェル所員用エアロックは，設計基準対象施設の上部ドライウェル所員用エアロ

ックを重大事故等クラス２容器として兼用する機器である。 

以下，重大事故等クラス２容器として，Ⅵ-1-8-1「原子炉格納施設の設計条件に関する説明

書」及びⅥ-3-1-5「重大事故等クラス２機器及び重大事故等クラス２支持構造物の強度計算の

基本方針」に基づき，上部ドライウェル所員用エアロックの強度評価を示す。 

なお，本計算書においては，重大事故等時における荷重に対して，平成 4年 3月 27 日付け 3

資庁第 13033 号にて認可された工事計画の添付書類（参照図書(1)）（以下「既工認」という。）

に示す手法に従い強度評価を行う。 

 

2. 一般事項 

2.1 構造計画 

上部ドライウェル所員用エアロックの構造計画を表 2－1に示す。 
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表 2－1 構造計画 

計画の概要 
概略構造図 

基礎・支持構造 主体構造 

上部ドライウェル所員用

エアロックは原子炉格納

容器コンクリート部に支

持される。 

上部ドライウェル所員用

エアロックは，原子炉格

納容器と一体構造となっ

ており，鉛直方向荷重及

び水平方向荷重は，原子

炉格納容器シェル部分あ

るいは原子炉格納容器底

部を介して原子炉建屋に

伝達させる。 

上部ドライウェル所員

用エアロックは，内径

 mm，板厚 

 mm，長さ  mm

の円筒胴，板厚  mm

の扉，板厚  mm の隔

壁で構成される鋼製構

造物である。 

原子炉格納容器埋込部

には，フランジプレー

ト及びガセットプレー

トを備える。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（単位：mm） 

K6 ① Ⅵ-3-3-6-1-3-2 R0 

上部ドライウェル所員用エアロック 拡大図 

上部ドライウェル所員用エアロック コンクリート フランジプレート 

円筒胴 

ガセットプレート 
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2.2 評価方針 

上部ドライウェル所員用エアロックの応力評価は，Ⅵ-1-8-1「原子炉格納施設の設計条件

に関する説明書」及びⅥ-3-1-5「重大事故等クラス２機器及び重大事故等クラス２支持構造

物の強度計算の基本方針」にて設定した荷重及び荷重の組合せ並びに許容限界に基づき， 

「3. 評価部位」にて設定する箇所において重大事故等時における温度，圧力による応力等

が許容限界内に収まることを，「4. 強度評価」にて示す方法にて確認することで実施する。

確認結果を「5. 評価結果」に示す。 

上部ドライウェル所員用エアロックの強度評価フローを図 2－1に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2－1 上部ドライウェル所員用エアロックの強度評価フロー 
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計算モデルの設定 

重大事故等による荷重 

重大事故等時における応力 

理論式による応力計算 

上部ドライウェル所員用エアロックの強度評価 
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2.3 適用規格・基準等 

適用規格・基準等を以下に示す。 

・発電用原子力設備に関する構造等の技術基準（昭和 55 年 10 月 30 日 通商産業省告示 

第５０１号）（以下「告示第５０１号」という。） 

・コンクリート製原子炉格納容器に関する構造等の技術基準（平成2年10月22日 通商産業 

省告示第４５２号）（以下「告示第４５２号」という。） 
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2.4 記号の説明 

記号 記号の説明 単位 

Ｄ 死荷重 ― 

Ｄ１ 直径 mm 

ｆｂ 許容曲げ応力度 MPa 

ｆｃ 許容圧縮応力度 MPa 

ｆｐ 許容支圧応力度 MPa 

ｆｓ 許容せん断応力度 MPa 

ｆｔ 許容引張応力度 MPa 

Ｆｃ コンクリートの設計基準強度 
kg/cm2, 

N/mm2 

ℓｉ 長さ（ｉ＝1，2，3…） mm 

Ｌ 活荷重 ― 

ＭＳＡ 機械的荷重（ＳＡ後機械的荷重） ― 

ＰＳＡ 圧力（ＳＡ後圧力） kPa 

ＲＳＡ 配管荷重（ＳＡ後配管荷重） ― 

Ｓ 許容引張応力 MPa 

Ｓｕ 設計引張強さ MPa 

Ｓｙ 設計降伏点 MPa 

Ｓｙ（ＲＴ） 40℃における設計降伏点 MPa 

ｔｉ 厚さ（ｉ＝1，2，3…） mm 

ＴＳＡ 温度（ＳＡ後温度） ℃ 

Ｗ 荷重 ― 
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2.5 計算精度と数値の丸め方 

精度は，有効数字6桁以上を確保する。 

表示する数値の丸め方は表2－2に示すとおりである。 

 

表 2－2 表示する数値の丸め方 

数値の種類 単位 処理桁 処理方法 表示桁 

最高使用圧力 kPa ― ― 整数位 

温度 ℃ ― ― 整数位 

許容応力＊ MPa 小数点以下第 1位 切捨て 整数位 

算出応力 MPa 小数点以下第 1位 切上げ 整数位 

注記＊：告示第５０１号別表に記載された温度の中間における許容引張応力，設計降伏点及び設計

引張強さは，比例法により補間した値の小数点以下第 2 位を切り捨て，小数点以下第 1 位

までの値として算出する。得られた値を SI 単位に換算し，SI 単位に換算した値の小数点

以下第1位を切り捨てて整数化する。 
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3. 評価部位 

上部ドライウェル所員用エアロックの形状及び主要寸法を図 3－1に，評価部位及び使用材料

を表 3－1に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 注記＊1：Ｗ（荷重）の作用点を示す。 

   ＊2：ℓ１，ℓ２寸法は最大長さを示す。 

①内側扉 ②外側扉 ③内側隔壁 ④外側隔壁 ⑤円筒胴 

⑥フランジプレート（外側） ⑦フランジプレート（内側） 

⑧ガセットプレート（外側） ⑨ガセットプレート（内側） 

⑩コンクリート部 

 

Ｄ１＝  ℓ１＝  ℓ２＝  ℓ３＝    

ｔ１＝   ｔ２＝   ｔ３＝   ｔ１０＝  

ｔ１１＝  ｔ１２＝  

（単位：mm） 

 

図 3－1 上部ドライウェル所員用エアロックの形状及び主要寸法 
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＊2
 

＊1
 ＊1
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表 3－1 評価部位及び使用材料表 

評価部位 使用材料 備考 

内側扉   

外側扉   

内側隔壁   

外側隔壁   

水平及び垂直部材   

円筒胴   

フランジプレート（外側）   

フランジプレート（内側）   

ガセットプレート（外側）   

ガセットプレート（内側）   

コンクリート部 コンクリート（Ｆｃ＝330kg/cm2） Ｆc＝32.4N/mm2 
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4. 強度評価 

4.1 強度評価方法 

(1) 上部ドライウェル所員用エアロックは，円筒胴が原子炉格納容器コンクリート部に埋め

込まれた構造であり，荷重は原子炉格納容器コンクリートを介して原子炉建屋に伝達され

る。 

   上部ドライウェル所員用エアロックの強度評価として，Ⅵ-1-8-1「原子炉格納施設の設

計条件に関する説明書」において設定された荷重を用いて，参照図書(1)に示す既工認の手

法に従い強度評価を行う。 

(2) 強度評価に用いる寸法は，公称値を用いる。 

 

4.2 荷重の組合せ及び許容応力 

4.2.1 荷重の組合せ及び許容応力状態 

上部ドライウェル所員用エアロックの荷重の組合せ及び許容応力状態のうち，重大事

故等対処設備の評価に用いるものを表 4－1に示す。 

詳細な荷重の組合せは，Ⅵ-1-8-1「原子炉格納施設の設計条件に関する説明書」に従

い，対象機器の設置位置等を考慮し決定する。なお，考慮する荷重の組合せは，組み合

わせる荷重の大きさを踏まえ，評価上厳しくなる組合せを選定する。 

 

4.2.2 許容応力 

上部ドライウェル所員用エアロックの許容応力及び許容応力度は，Ⅵ-3-1-5「重大事

故等クラス２機器及び重大事故等クラス２支持構造物の強度計算の基本方針」に基づき 

表 4－2～表 4－4に示すとおりとする。 

 

4.2.3 使用材料の許容応力評価条件 

上部ドライウェル所員用エアロックの使用材料の許容応力評価条件のうち，重大事故

等対処設備の評価に用いるものを表 4－5に示す。 
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表 4－1 荷重の組合せ及び許容応力状態（重大事故等対処設備） 

施設区分 機器名称 
機器等 

の区分 
荷重の組合せ＊1，＊2 

許容応力状態＊1 

＜荷重状態＞ 

原子炉格納 

施設 

原子炉格納 

容器 

上部ドライウ

ェル所員用エ

アロック 

重大事故等 

クラス２容器 

Ｄ＋ＰＳＡ＋ＭＳＡ
 

＜Ｄ＋Ｌ＋ＰＳＡ＋ＲＳＡ＞ 

(V(S)-1) 

(V(S)-2) 

(V(S)-3) 

重大事故等時＊3 

＜重大事故等時＞ 

注記＊1：告示第４５２号による場合は，＜ ＞内の荷重状態及び荷重の組合せを適用する。 

   ＊2：（ ）内はⅥ-1-8-1「原子炉格納施設の設計条件に関する説明書」における表5－4の荷重の組合せのNo.を示す。 
   ＊3：重大事故等時としてⅣＡ（＜Ⅳ＞）の許容限界を用いる。 
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表4－2 許容応力（第２種容器） 

応力分類 

許容 

応力状態 

一次一般膜応力 一次膜応力＋一次曲げ応力 

重大事故 

等時＊
 

運転状態IVの許容応力である2/3・Ｓｕとす

る。ただし，オーステナイト系ステンレス

鋼及び高ニッケル合金については， 2.4・

Ｓと2/3・Ｓｕの小さい方とする。 

左欄の 

1.5倍の値 

注記＊：重大事故等時としてⅣＡの許容限界を用いる。 
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表4－3 ライナプレート，ライナアンカ等の許容応力度 

応力 

分類 

荷重 

状態 

ライナプレート，ライナアンカ等＊1 ボルト等 

一次応力 一次＋二次応力 一次応力 

引張り せん断 圧縮 曲げ 支圧 
引張り 

／圧縮 
せん断 曲げ 支圧 座屈 引張り せん断 

重大事故 

等時＊2 

 

1.5・ｆｔ ＊ 

 

1.5・ｆｓ ＊ 

 

1.5・ｆｃ ＊ 

 

1.5・ｆｂ ＊ 

 

1.5・ｆｐ ＊ 

 

― 

 

― 

 

― 

 

― 

 

― 

 

 

1.5・ｆｔ ＊ 

 

1.5・ｆｓ ＊ 

注：本表の対象部としては，貫通部のフランジプレート，ガセットプレート等が該当する。 

注記＊1：鋼構造設計規準（日本建築学会 1973 改定）等の幅厚比の制限を満足させる。 

＊2：重大事故等時としてⅣの許容限界を用いる。 

 

表4－4 コンクリート部の許容応力度 

応力分類    

荷重状態 

コンクリート部 （単位：kg/cm2） 

圧縮応力度 せん断応力度 

重大事故等時＊ 0.85・Ｆｃ 

次の二つの計算式のうち 

いずれかｆｓの値の小さい方の

1.5倍の値 

ｃ
ｓ

Ｆ

30
ｆ  

ｃ
ｓ

Ｆ
5

100
ｆ  

注記＊：重大事故等時としてⅣの許容限界を用いる。 
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表 4－5 使用材料の許容応力評価条件（重大事故等対処設備） 

評価部材 材料 
温度条件 

(℃) 

Ｓ 

(MPa) 

Ｓｙ 

(MPa) 

Ｓｕ 

(MPa) 

Ｓｙ（ＲＴ） 

(MPa) 

上部ドライウェル所員用エア

ロック円筒胴，フランジプレ

ート及びガセットプレート 

 
周囲環境

温度 
200 ―   ― 

注記＊：  
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4.2.4 設計荷重 

(1) 重大事故等対処設備としての評価圧力及び評価温度 

重大事故等対処設備としての評価圧力及び評価温度は，Ⅵ-1-8-1「原子炉格納施設の

設計条件に関する説明書」に従い，以下のとおりとする。 

 

  内圧ＰＳＡ  620kPa（ＳＡ後） 

  温度ＴＳＡ  200℃（ＳＡ後） 
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4.3 計算方法 

上部ドライウェル所員用エアロックの応力評価点は，上部ドライウェル所員用エアロック

を構成する部材の形状及び荷重伝達経路を考慮し，発生応力が大きくなる部位を選定する。

選定した応力評価点を表 4－6及び図 4－1に示す。 

応力計算方法は既工認から変更はなく，参照図書(1)に示すとおりである。 

評価の概要を以下に示す。 

応力評価点 P1及び P4 は，等分布荷重を受ける両端支持のはりにモデル化し評価する。 

応力評価点 P2は，集中荷重を受ける両端支持のはりにモデル化し評価する。 

応力評価点 P3及び P7 は，等分布荷重を受ける４辺支持の矩形板にモデル化し評価する。 

応力評価点 P5 及び P6 は，集中荷重と等分布荷重を受ける両端支持のはりにモデル化し評

価する。 

応力評価点 P8～P19 は，圧力については薄肉円筒の応力計算式，ハッチ荷重（死荷重，活

荷重）については荷重と各評価断面の断面性能より評価する。応力評価点 P11～P13 及び P17

～P19 の圧力による円周方向応力は，上記に加え，コンクリートからの反力により生じる応

力を考慮する。 

応力評価点 P20 及び P21 は，等分布荷重を受ける 3 辺固定 1 辺自由の矩形板にモデル化し

評価する。 

応力評価点 P22 及び P23 は，等分布荷重を受けるガセットプレートの断面性能より評価す

る。 

応力評価点 P24 は，作用荷重に応じ，コンクリート部のフランジプレートとの接触面に生

じる圧縮応力の分布を仮定して，力の釣り合い式を解き，最大圧縮応力度を計算することに

より評価する。 
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表 4－6 応力評価点 

応力評価点番号 応力評価点 

Ｐ１ 内外扉垂直部材 

Ｐ２ 内外扉水平部材 

Ｐ３ 内外扉板 

Ｐ４ 内外隔壁外側水平部材 

Ｐ５ 内外隔壁内側垂直部材 

Ｐ６ 内外隔壁内側水平部材 

Ｐ７ 内外隔壁板 

Ｐ８～Ｐ１０ 上部ドライウェル所員用エアロック内側円筒胴 

Ｐ１１～Ｐ１３ 上部ドライウェル所員用エアロック内側円筒胴の

フランジプレートとの結合部 

Ｐ１４～Ｐ１６ 上部ドライウェル所員用エアロック外側円筒胴 

Ｐ１７～Ｐ１９ 上部ドライウェル所員用エアロック外側円筒胴の

フランジプレートとの結合部 

Ｐ２０ フランジプレート（外側） 

Ｐ２１ フランジプレート（内側） 

Ｐ２２ ガセットプレート（外側） 

Ｐ２３ ガセットプレート（内側） 

Ｐ２４ コンクリート部 
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Ａ～Ａ矢視図                 Ｂ～Ｂ矢視図 

 

図 4－1 上部ドライウェル所員用エアロックの応力評価点 
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4.4 計算条件 

応力計算に用いる荷重を，「4.2 荷重の組合せ及び許容応力」に示す。 

応力評価に用いる荷重の組合せは，表 4－1 に記載の組合せのうち評価上最も厳しくなる

V(S)-1 とする。 

 

4.5 応力の評価 

「4.3 計算方法」で求めた応力が許容応力以下であること。 

 

 

 

5. 評価結果 

5.1 重大事故等対処設備としての評価結果 

上部ドライウェル所員用エアロックの重大事故等時の状態を考慮した場合の強度評価結果

を以下に示す。発生値は許容限界を満足している。 

(1) 強度評価結果 

強度評価結果を表 5－1に示す。 

なお，表中の一次膜応力＋一次曲げ応力の算出応力が一次一般膜応力の許容応力を下回

ることから，評価を省略した一次一般膜応力が生じる応力評価点も十分な構造強度を有す

る。 
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表 5－1 重大事故等時に対する評価結果（Ｄ＋ＰＳＡ＋ＭＳＡ）（その 1） 

評価対象設備 評価部位 応力分類 

重大事故等時 

判定 備考 算出応力 許容応力 

MPa MPa 

上部ドライウ

ェル所員用 

エアロック 

P1 内外扉垂直部材 一次膜応力＋一次曲げ応力 26  ○  

P2 内外扉水平部材 一次膜応力＋一次曲げ応力 107  ○  

P3 内外扉板 一次膜応力＋一次曲げ応力 37  ○  

P4 内外隔壁外側水平部材 一次膜応力＋一次曲げ応力 144  ○  

P5 内外隔壁内側垂直部材 一次膜応力＋一次曲げ応力 82  ○  

P6 内外隔壁内側水平部材 一次膜応力＋一次曲げ応力 187  ○  

P7 内外隔壁板 一次膜応力＋一次曲げ応力 120  ○  
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表 5－1 重大事故等時に対する評価結果（Ｄ＋ＰＳＡ＋ＭＳＡ）（その 2） 

評価対象設備 評価部位 応力分類 

重大事故等時 

判定 備考 算出応力 許容応力 

MPa MPa 

上部ドライウ

ェル所員用 

エアロック 

P8 
上部ドライウェル所員用エアロック 

内側円筒胴 

一次一般膜応力 52  ○  

一次膜応力＋一次曲げ応力 52  ○  

P9 
上部ドライウェル所員用エアロック 

内側円筒胴 

一次一般膜応力 52  ○  

一次膜応力＋一次曲げ応力 52  ○  

P10 
上部ドライウェル所員用エアロック 

内側円筒胴 

一次一般膜応力 52  ○  

一次膜応力＋一次曲げ応力 52  ○  

P11 

上部ドライウェル所員用エアロック 

内側円筒胴のフランジプレートとの 

結合部 

一次膜応力＋一次曲げ応力 29  ○  

P12 

上部ドライウェル所員用エアロック 

内側円筒胴のフランジプレートとの 

結合部 

一次膜応力＋一次曲げ応力 25  ○  

P13 

上部ドライウェル所員用エアロック 

内側円筒胴のフランジプレートとの 

結合部 

一次膜応力＋一次曲げ応力 27  ○  
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表 5－1 重大事故等時に対する評価結果（Ｄ＋ＰＳＡ＋ＭＳＡ）（その 3） 

評価対象設備 評価部位 応力分類 

重大事故等時 

判定 備考 算出応力 許容応力 

MPa MPa 

上部ドライウ

ェル所員用 

エアロック 

P14 
上部ドライウェル所員用エアロック 

外側円筒胴 

一次一般膜応力 52  ○  

一次膜応力＋一次曲げ応力 52  ○  

P15 
上部ドライウェル所員用エアロック 

外側円筒胴 

一次一般膜応力 52  ○  

一次膜応力＋一次曲げ応力 52  ○  

P16 
上部ドライウェル所員用エアロック 

外側円筒胴 

一次一般膜応力 52  ○  

一次膜応力＋一次曲げ応力 52  ○  

P17 

上部ドライウェル所員用エアロック 

外側円筒胴のフランジプレートとの 

結合部 

一次膜応力＋一次曲げ応力 25  ○  

P18 

上部ドライウェル所員用エアロック 

外側円筒胴のフランジプレートとの 

結合部 

一次膜応力＋一次曲げ応力 29  ○  

P19 

上部ドライウェル所員用エアロック 

外側円筒胴のフランジプレートとの 

結合部 

一次膜応力＋一次曲げ応力 27  ○  
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表 5－1 重大事故等時に対する評価結果（Ｄ＋ＰＳＡ＋ＭＳＡ）（その 4） 

評価対象設備 評価部位 応力分類 

重大事故等時 

判定 備考 算出応力 許容応力 

MPa MPa 

上部ドライウ

ェル所員用 

エアロック 

P20 フランジプレート（外側） 
曲げ応力度 10  ○  

せん断応力度 1  ○  

P21 フランジプレート（内側） 
曲げ応力度 130  ○  

せん断応力度 12  ○  

P22 ガセットプレート（外側） せん断応力度 11  ○  

P23 ガセットプレート（内側） せん断応力度 141  ○  

P24 

コンクリート部 

（フランジプレート外側近傍） 
圧縮応力度 0.4 27.5 ○ 単位：N/mm2 

コンクリート部 

（フランジプレート内側近傍） 
圧縮応力度 6.3 27.5 ○ 単位：N/mm2 

注：本表のフランジプレート，ガセットプレート及びコンクリート部は告示第４５２号による評価を示す。 
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6. 参照図書 

(1) 柏崎刈羽原子力発電所第６号機 第２回工事計画認可申請書 

Ⅳ-3-4-1-6「上部ドライウェル所員用エアロックの強度計算書」 
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1. 概要 

本計算書は，下部ドライウェル所員用エアロックの強度計算書である。 

下部ドライウェル所員用エアロックは，設計基準対象施設の下部ドライウェル所員用エアロ

ックを重大事故等クラス２容器として兼用する機器である。 

以下，重大事故等クラス２容器として，Ⅵ-1-8-1「原子炉格納施設の設計条件に関する説明

書」及びⅥ-3-1-5「重大事故等クラス２機器及び重大事故等クラス２支持構造物の強度計算の

基本方針」に基づき，下部ドライウェル所員用エアロックの強度評価を示す。 

なお，本計算書においては，重大事故等時における荷重に対して，平成 4年 3月 27 日付け 3

資庁第 13033 号にて認可された工事計画の添付書類（参照図書(1)）（以下「既工認」という。）

に示す手法に従い強度評価を行う。 

 

2. 一般事項 

2.1 構造計画 

下部ドライウェル所員用エアロックの構造計画を表 2－1に示す。 
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表 2－1 構造計画 

計画の概要 
概略構造図 

基礎・支持構造 主体構造 

下部ドライウェル所員用

エアロックは，下部ドラ

イウェルアクセストンネ

ルスリーブ及び鏡板（所

員用エアロック付）に支

持される。 

下部ドライウェル所員用

エアロックは，原子炉建

屋と一体構造である下部

ドライウェルアクセスト

ンネルスリーブ及び鏡板

（所員用エアロック付）

に取り付けられ，鉛直方

向荷重及び水平方向荷重

は，原子炉格納容器シェ

ル部分あるいは原子炉格

納容器底部を介して原子

炉建屋に伝達させる。 

下部ドライウェル所員

用エアロックは，内径

 mm，板厚 

 mm，長さ  

mm の円筒胴及び板厚

 mm の扉等で構成さ

れる鋼製構造物であ

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（単位：mm） 
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下部ドライウェル所員用エアロック 拡大図 

円筒胴 

 

下部ドライウェル所員用エアロック 
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2.2 評価方針 

下部ドライウェル所員用エアロックの応力評価は，Ⅵ-1-8-1「原子炉格納施設の設計条件

に関する説明書」及びⅥ-3-1-5「重大事故等クラス２機器及び重大事故等クラス２支持構造

物の強度計算の基本方針」にて設定した荷重及び荷重の組合せ並びに許容限界に基づき， 

「3. 評価部位」にて設定する箇所において重大事故等時における温度，圧力による応力等

が許容限界内に収まることを，「4. 強度評価」にて示す方法にて確認することで実施する。

確認結果を「5. 評価結果」に示す。 

下部ドライウェル所員用エアロックの強度評価フローを図 2－1に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2－1 下部ドライウェル所員用エアロックの強度評価フロー 

 

 

2.3 適用規格・基準等 

適用規格・基準等を以下に示す。 

 ・発電用原子力設備に関する構造等の技術基準（昭和 55年 10 月 30 日 通商産業省告示 

  第５０１号）（以下「告示第５０１号」という。） 
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計算モデルの設定 

重大事故等による荷重 

重大事故等時における応力 

応力解析又は理論式による応力計算 

下部ドライウェル所員用エアロックの強度評価 
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2.4 記号の説明 

記号 記号の説明 単位 

 Ｄ 死荷重 ― 

 Ｄ１ 直径 mm 

 Ｅ 縦弾性係数 MPa 

ℓｉ 長さ（ｉ＝1，10） mm 

 ｍｉ 質量（ｉ＝1，2，3） kg 

 ＭＳＡ 機械的荷重（ＳＡ後機械的荷重） ― 

 ＰＳＡ 圧力（ＳＡ後圧力） kPa 

 Ｒｈ 半径 mm 

 Ｓ 許容引張応力 MPa 

 Ｓｕ 設計引張強さ MPa 

 Ｓｙ 設計降伏点 MPa 

Ｓｙ（ＲＴ） 40℃における設計降伏点 MPa 

 ｔｉ 厚さ（ｉ＝1，2，3…） mm 

 Ｔ 温度 ℃ 

 ＴＳＡ 温度（ＳＡ後温度） ℃ 

 ν ポアソン比 ― 
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2.5 計算精度と数値の丸め方 

精度は，有効数字6桁以上を確保する。 

表示する数値の丸め方は表2－2に示すとおりである。 

 

表 2－2 表示する数値の丸め方
 

数値の種類 単位 処理桁 処理方法 表示桁 

最高使用圧力 kPa ― ― 整数位 

温度 ℃ ― ― 整数位 

許容応力＊1 MPa 小数点以下第 1位 切捨て 整数位 

算出応力 MPa 小数点以下第 1位 切上げ 整数位 

力 N 有効数字 4桁目 四捨五入 有効数字 3桁＊2 

注記＊1：告示第５０１号別表に記載された温度の中間における許容引張応力，設計降伏点及び設

計引張強さは，比例法により補間した値の小数点以下第 2 位を切り捨て，小数点以下第 1

位までの値として算出する。得られた値を SI 単位に換算し，SI 単位に換算した値の小数

点以下第1位を切り捨てて整数化する。 

＊2：絶対値が1000以上のときはべき数表示とする。 
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3. 評価部位 

下部ドライウェル所員用エアロックの形状及び主要寸法を図 3－1 に，評価部位及び使用材料

を表 3－1に示す。 

 

 

 

 

 注記＊：ℓ１寸法は最大長さを示す。 

①内側扉  ②外側扉  ③内側隔壁 ④外側隔壁 

⑤円筒胴  ⑥アクセストンネル鏡板 

 

Ｄ１＝         ℓ１＝    ℓ１０＝  Ｒｈ＝     ｔ１＝       

ｔ２＝   ｔ３＝    ｔ1０＝  ｔ１１＝       ｔ１２＝       

ｔ１３＝  

（単位：mm） 

 

図 3－1 下部ドライウェル所員用エアロックの形状及び主要寸法 
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表 3－1 評価部位及び使用材料表 

評価部位 使用材料 備考 

内側扉   

外側扉   

内側隔壁   

外側隔壁   

水平及び垂直部材   

円筒胴   

アクセストンネル鏡板   
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4. 強度評価 

4.1 強度評価方法 

(1) 下部ドライウェル所員用エアロックは，円筒胴が下部ドライウェルアクセストンネルス

リーブ及び鏡板に支持された構造であり，荷重は下部ドライウェルアクセストンネルスリ

ーブ及び鏡板を介して原子炉格納容器コンクリート及び原子炉建屋に伝達される。 

 下部ドライウェル所員用エアロックの強度評価として，Ⅵ-1-8-1「原子炉格納施設の設

計条件に関する説明書」において設定された荷重を用いて，参照図書(1)に示す既工認の手

法に従い強度評価を行う。また，重大事故等対処設備としての評価においては，没水時に

おける下部ドライウェル所員用エアロック内部の水重量及び水頭圧を考慮する。 

(2) 強度評価に用いる寸法は，公称値を用いる。 

 

4.2 荷重の組合せ及び許容応力 

4.2.1 荷重の組合せ及び許容応力状態 

下部ドライウェル所員用エアロックの荷重の組合せ及び許容応力状態のうち，重大事

故等対処設備の評価に用いるものを表 4－1に示す。 

詳細な荷重の組合せは，Ⅵ-1-8-1「原子炉格納施設の設計条件に関する説明書」に従

い，対象機器の設置位置等を考慮し決定する。なお，考慮する荷重の組合せは，組み合

わせる荷重の大きさを踏まえ，評価上厳しくなる組合せを選定する。 

 

4.2.2 許容応力 

下部ドライウェル所員用エアロックの許容応力は，Ⅵ-3-1-5「重大事故等クラス２機

器及び重大事故等クラス２支持構造物の強度計算の基本方針」に基づき表 4－2 に示すと

おりとする。 

 

4.2.3 使用材料の許容応力評価条件 

下部ドライウェル所員用エアロックの使用材料の許容応力評価条件のうち，重大事故

等対処設備の評価に用いるものを表 4－3に示す。 
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表 4－1 荷重の組合せ及び許容応力状態（重大事故等対処設備） 

施設区分 機器名称 
機器等 

の区分 
荷重の組合せ＊1 許容応力状態 

原子炉格納 

施設 

原子炉格納 

容器 

下部ドライウ

ェル所員用エ

アロック 

重大事故等 

クラス２容器 
Ｄ＋ＰＳＡ＋ＭＳＡ 

(V(S)-1) 

(V(S)-2) 

(V(S)-3) 

重大事故等時＊2 

注記＊1：（ ）内はⅥ-1-8-1「原子炉格納施設の設計条件に関する説明書」における表5－4の荷重の組合せのNo.を示す。 
   ＊2：重大事故等時としてⅣＡの許容限界を用いる。 

 

 

表4－2 許容応力（第２種容器） 

応力分類 

許容 

応力状態 

一次一般膜応力 一次膜応力＋一次曲げ応力 

重大事故 

等時＊
 

運転状態IVの許容応力である2/3・Ｓｕとす

る。ただし，オーステナイト系ステンレス

鋼及び高ニッケル合金については， 2.4・

Ｓと2/3・Ｓｕの小さい方とする。 

左欄の 

1.5倍の値 

注記＊：重大事故等時としてⅣＡの許容限界を用いる。 

K6 ① Ⅵ-3-3-6-1-3-3 R0 
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表 4－3 使用材料の許容応力評価条件（重大事故等対処設備） 

評価部材 材料 
温度条件 

(℃) 

Ｓ 

(MPa) 

Ｓｙ 

(MPa) 

Ｓｕ 

(MPa) 

Ｓｙ（ＲＴ） 

(MPa) 

下部ドライウェル 

所員用エアロック 
 

周囲環境

温度 
200 ― ―  ― 

注記＊：  
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4.2.4 設計荷重 

(1) 重大事故等対処設備としての評価圧力及び評価温度 

重大事故等対処設備としての評価圧力及び評価温度は，Ⅵ-1-8-1「原子炉格納施設の

設計条件に関する説明書」に従い，以下のとおりとする。 

 

  内圧ＰＳＡ  620kPa（ＳＡ後） 

  温度ＴＳＡ  200℃（ＳＡ後） 

 

(2) 水荷重 

重大事故等対処設備の評価に用いる水荷重として，没水時における下部ドライウェル

所員用エアロック内部の水重量及びⅥ-1-8-1「原子炉格納施設の設計条件に関する説明

書」に従い，下記の水位による水頭圧を考慮する。 

 

 下部ドライウェル所員用エアロック内部水重量   N 

水位 T.M.S.L. 7400mm 
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4.3 計算方法 

4.3.1 応力評価点 

下部ドライウェル所員用エアロックの応力評価点は，下部ドライウェル所員用エアロ

ックを構成する部材の形状及び荷重伝達経路を考慮し，発生応力が大きくなる部位を選

定する。選定した応力評価点を表 4－4及び図 4－1に示す。 

応力計算方法は既工認から変更はなく，参照図書(1)に示すとおりである。 

 

 

表 4－4 応力評価点 

応力評価点番号 応力評価点 

Ｐ１ 内外扉垂直部材 

Ｐ２ 内外扉水平部材 

Ｐ３ 内外扉板 

Ｐ４ 内外隔壁外側水平部材 

Ｐ５ 内外隔壁内側垂直部材 

Ｐ６ 内外隔壁内側水平部材 

Ｐ７ 内外隔壁板 

Ｐ８～Ｐ１０ 下部ドライウェル所員用エアロック円筒胴 

Ｐ１１～Ｐ１３ 下部ドライウェル所員用エアロック円筒胴 

と鏡板との結合部 
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Ａ～Ａ矢視図            Ｂ～Ｂ矢視図 

 

図 4－1 下部ドライウェル所員用エアロックの応力評価位置 
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4.3.2 解析モデル及び諸元 

(1) 重大事故等対処設備としての解析モデル 

重大事故等対処設備としての評価は，没水による下部ドライウェル所員用エアロック

の内部水の影響を考慮して応力解析を行う。 

解析モデルの概要を以下に示す。 

 

a. 下部ドライウェル所員用エアロックの解析モデルは，3 次元シェルモデルによる有

限要素解析手法を適用する。解析モデルを図 4－2 に，機器の諸元について表 4－5

に示す。 

b. 

  

c. 

 

d. 解析コードは「ＭＳＣ ＮＡＳＴＲＡＮ」を使用し，応力を求める。なお，評価に

用いる解析コードの検証及び妥当性確認等の概要については，別紙「計算機プログ

ラム（解析コード）の概要」に示す。 
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図 4－2 解析モデル 

 

表 4－5 機器諸元 

項目 記号 単位 入力値 

材質 ― ―  

機器 

質量 

下部ドライウェル所員用 

エアロック 
ｍ１ kg  

下部ドライウェルアクセス

トンネルスリーブ及び鏡板 
ｍ２ kg  

水質量 
下部ドライウェル所員用 

エアロック 
ｍ３ kg  

温度条件 Ｔ ℃ 200 

縦弾性係数 Ｅ MPa  

ポアソン比 ν ―  

要素数 ― ―  

節点数 ― ―  
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4.3.3 応力計算方法 

下部ドライウェル所員用エアロックの応力計算方法について以下に示す。 

(1) 重大事故等対処設備としての応力計算 

a. 応力評価点 P1～P7 

重大事故等対処設備における応力計算方法は，既工認から変更はなく，参照図書(1)

に示すとおりである。 

応力評価点 P1 及び P4 は等分布荷重を受ける両端支持のはりにモデル化し評価する。 

応力評価点 P2は集中荷重を受ける両端支持のはりにモデル化し評価する。 

応力評価点 P3 及び P7 は等分布荷重を受ける４辺支持の矩形板にモデル化し評価す

る。 

応力評価点 P5 及び P6 は集中荷重と等分布荷重を受ける両端支持のはりにモデル化

し評価する。 

b. 応力評価点 P8～P10 

重大事故等対処設備における応力計算方法は，既工認から変更はなく，参照図書(1)

に示すとおりである。 

応力評価点 P8～P10 の圧力による応力は，内圧を受ける薄肉円筒の応力算出式を用

いて算出する。圧力以外の荷重による応力は，評価断面の断面性能より評価する。 

c. 応力評価点 P11～P13 

応力評価点 P11～P13 の応力は，「4.3.2 解析モデル及び諸元」に示す下部ドライウ

ェル所員用エアロックの解析モデルにより算出する。 

 

4.4 計算条件 

応力計算に用いる荷重を，「4.2 荷重の組合せ及び許容応力」に示す。 

応力評価に用いる荷重の組合せは，表 4－1 に記載の組合せのうち評価上最も厳しくなる

V(S)-1 とする。 

 

4.5 応力の評価 

「4.3 計算方法」で求めた応力が許容応力以下であること。 
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5. 評価結果 

5.1 重大事故等対処設備としての評価結果 

下部ドライウェル所員用エアロックの重大事故等時の状態を考慮した場合の強度評価結果

を以下に示す。発生値は許容限界を満足している。 

(1) 強度評価結果 

強度評価結果を表 5－1に示す。 

なお，表中の一次膜応力＋一次曲げ応力の算出応力が一次一般膜応力の許容応力を下回

ることから，評価を省略した一次一般膜応力が生じる応力評価点も十分な構造強度を有す

る。 
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表 5－1 重大事故等時に対する評価結果（Ｄ＋ＰＳＡ＋ＭＳＡ）（その 1） 

評価対象設備 評価部位 応力分類 

重大事故等時 

判定 備考 算出応力 許容応力 

MPa MPa 

下部ドライウ

ェル所員用 

エアロック 

P1 内外扉垂直部材 一次膜応力＋一次曲げ応力 30  ○  

P2 内外扉水平部材 一次膜応力＋一次曲げ応力 124  ○  

P3 内外扉板 一次膜応力＋一次曲げ応力 43  ○  

P4 内外隔壁外側水平部材 一次膜応力＋一次曲げ応力 166  ○  

P5 内外隔壁内側垂直部材 一次膜応力＋一次曲げ応力 95  ○  

P6 内外隔壁内側水平部材 一次膜応力＋一次曲げ応力 216  ○  

P7 内外隔壁板 一次膜応力＋一次曲げ応力 139  ○  
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表 5－1 重大事故等時に対する評価結果（Ｄ＋ＰＳＡ＋ＭＳＡ）（その 2） 

評価対象設備 評価部位 応力分類 

重大事故等時 

判定 備考 算出応力 許容応力 

MPa MPa 

下部ドライウ

ェル所員用 

エアロック 

P8 
下部ドライウェル所員用エアロック 

円筒胴 

一次一般膜応力 49  ○  

一次膜応力＋一次曲げ応力 49  ○  

P9 
下部ドライウェル所員用エアロック 

円筒胴 

一次一般膜応力 49  ○  

一次膜応力＋一次曲げ応力 49  ○  

P10 
下部ドライウェル所員用エアロック 

円筒胴 

一次一般膜応力 49  ○  

一次膜応力＋一次曲げ応力 49  ○  

P11 
下部ドライウェル所員用エアロック 

円筒胴と鏡板との結合部 
一次膜応力＋一次曲げ応力 30  ○  

P12 
下部ドライウェル所員用エアロック 

円筒胴と鏡板との結合部 
一次膜応力＋一次曲げ応力 67  ○  

P13 
下部ドライウェル所員用エアロック 

円筒胴と鏡板との結合部 
一次膜応力＋一次曲げ応力 45  ○  
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6. 参照図書 

(1) 柏崎刈羽原子力発電所第６号機 第２回工事計画認可申請書 

Ⅳ-3-4-1-8「下部ドライウェル所員用エアロックの強度計算書」 
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